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はじめに 
 
 日本ソーシャルワーカー連盟国際委員会では、2021 年度に公益財団法人社会福祉振興・試験セン
ターの助成金を受け、「多様な文化的背景をもつ地域住民（外国人等）に対する総合的な支援をコー
ディネートする多文化ソーシャルワークに関する調査研究事業」における調査を実施した。 

現在、日本に住む多様な文化的背景をもつ地域住民（以下、外国人等）が増えている中で、外国人
等の生活に関わる問題に対し「どのように支援を行うべきか」ということが、地域社会の中で課題に
なってきている。 

近年、外国人等への支援の特徴として、短期滞在から⾧期滞在、そして定住へという流れになって
きている。 

外国人等の定住化が進み、抱える問題も教育、労働、医療、社会保障などと多様化・複雑化する中、
従来の多言語による情報提供に留まらず、相談者本人だけでなく、関係する第三者機関などにも働き
かけ、継続的に支援を行う「多文化ソーシャルワーク」の重要性が注目されるようになり、複雑な生
活課題を抱えながら地域で暮らす外国人等に対し、我々ソーシャルワーカーにどのような支援ができ
るのかを明らかにするために、本調査では「多文化ソーシャルワーク」をキーワードに地域で生活す
る外国人等へ先駆的な支援を行っている国内外８ヶ所の機関にヒアリング調査を実施した。 

調査の結果、多様な文化的背景と言語的障壁に起因する生活課題への支援を含めた多文化ソーシャ
ルワークを展開するためには、多文化共生の視点をもった多文化ソーシャルワーカーの存在が重要で
あり、その多文化ソーシャルワーカーには自治体などの行政機関、外国人支援団体などの多文化共生
関係者と連携・協働を行うためのネットワークを構築し、そのネットワークを活用して地域生活にお
ける総合的な支援のコーディネートができる力量が必要であることがわかった。 

本調査では外国人等の支援において多文化ソーシャルワーカーと「総合的な支援のコーディネーシ
ョン」の重要性を明らかにし、自治体などの行政機関、外国人支援団体などの多文化共生関係者にお
ける多文化ソーシャルワークの認知度向上と普及促進を図ることを目指した。 
 
日本ソーシャルワーカー連盟 
国際委員会 委員⾧ 伊東良輔 
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I. 事業概要 
 
1. 事業目的 
 

新型コロナウイルス感染拡大が⾧期化し、生活を取り巻く環境が厳しさを増す中で、特にマイノリ
ティである外国人等住民は、就労、医療、教育等、様々な側面で厳しい生活課題を抱えやすい。その
結果、支援者には課題が見えづらく、支援方法の確立が不十分であり、支援が行き届きにくい状況と
なっている。「2020年7月に外国人材の受入れ、共生のための総合的対応策」が閣議決定され、地域
における多文化共生の取組みの促進・支援として、新たに「在留外国人に対する総合的な支援をコー
ディネートする人材の育成を促進する施策の検討」が盛り込まれた。 

社会福祉専門職団体の多文化ソーシャルワークにかかる取組みとしては、これまで各機関で相談対
応を行う福祉関係者が滞日外国人支援を行うための支援の基礎力を習得するための「ガイドブック」
の開発や研修プログラムの開発が行われている（参考:公益社団法人日本社会福祉士会「滞日外国人
支援基礎力習得のためのガイドブック」等）。そこでは、各相談窓口の担当者を対象としていたが、
現在、それらの各支援機関をつなぎ、包括的に支援をコーディネートするための取組みと、コーディ
ネートを担うことができる人材の育成が求められている。 
 

本研究は、移民・難民の受入れや支援の実績のある欧米・豪州、そしてアジアの事例を踏まえ、地
域共生社会の実現に向け、多文化共生に関係する地域課題と制度や相談機関等を総合的にコーディネ
ートする支援体制・仕組みのあり方についての調査研究を行った。多様な文化的背景をもつ地域住民
（外国人等）の世帯全体の課題を的確に把握し、支援のコーディネートを行うとともに、多機関・多
職種のネットワーク形成を推進する人材の果たす役割・機能を調査し、調査研究成果を報告書として
取りまとめるとともに、シンポジウムの開催により幅広く周知することにより、及びソーシャルワー
ク実践に活用することを目的として実施した。 
 
2. 事業内容 
 
(1) 調査 

これらの地域での課題と政策動向に対応するとともに、個別支援を理解し、総合的な支援をコーデ
ィネートするためのソーシャルワークのあり方について、国内外の多文化ソーシャルワークの「コー
ディネート」に関する先進的な実践について、国内４機関、国外４機関に対してヒアリング調査を実
施した。 

ヒアリング先は、次ページの表のとおりである。ヒアリング調査票は、巻末の参考資料に収録して
いる。 

なお、ヒアリング調査は、公益社団法人日本医療ソーシャルワーカー協会倫理審査担当会議におけ
る審査を受けて実施している〔受理番号第21－005号〕。 
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【調査機関、調査協力者 一覧表】 

 
NO 調査実施日 国・ 機関名 調査協力者氏名 調査担当者 

１ 2021年 

11月9日 

アジア・カウンセリング・アン
ド・リファーラル・サービス 
（ACRS) (アメリカ) 

■リカバリーサービス 
クリニカルディレクター 
橋本 晴美氏 

●平田 美智子 

小竹 一嘉 

２ 2021年 

11月17日 

川崎市ふれあい館 
（日本） 

■社会福祉法人青丘社 
ふれあい館 副館⾧ 
鈴木 健氏 

●高島 恭子 

 

３ 2021年 

11月19日 

公益財団法人 
とよなか国際交流協会 
(日本) 

■常務理事・事務局⾧ 
山野上 隆史氏 

■事務局次⾧ 
山本 愛氏 

■外国人のための相談サービ
ス相談員／臨床心理士  
吉嶋 かおり氏 

●南野 奈津子 

原口 美佐代 

４ 2021年 

11月27日 

南ソウル移住女性相談所 
（韓国） 

■所⾧ 
キム・ミンジョン氏 

■日韓通訳  
方 こすも氏 

●大橋 雅啓 

木村 真理子 

瑞慶覧 紗希 

５ 2021年 

12月1日 

ニュー・サウス・ウェールズ多
文化局 
（オーストラリア） 

■副所⾧ 
タリア・スタンプ氏 

●森 恭子 

小原 眞知子 

６ 2021年 

12月17日 

インターナショナル 
ハウス ヘルシンキ 
（フィンランド） 

■所⾧（ヘルシンキ市経済開
発部雇用・移民サービス部門
上級専門官） 

エリナ・ヌルミ氏 

●ヴィラーグ・ 
ヴィクトル 

 

７ 2021年 

12月21日 

社会福祉法人  
豊島区民社会福祉協議会 
（日本） 

■地域相談支援課⾧ 
田中 慎吾氏 

■地域相談支援課  
自立相談支援担当 
小林 聖子氏 

●松永 千惠子 

 

８ 2021年 

12月21日 

公益財団法人 
北九州国際交流協会 
（日本） 

■事業推進課 主任 
多文化ソーシャルワーカー 
矢野 花織氏 

●伊東 良輔 

大塚 文 

※●は執筆者 
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(2) シンポジウム 
ヒアリング調査の成果に基づき、2022 年 3 月 13 日に、「多文化ソーシャルワークシンポジウム～

総合的な支援と支援のコーディネーション」（オンライン（Zoom ウェビナー）を世界ソーシャルワ
ークデー記念事業として開催し、定員300名に対し、308名（国内251名、国外20カ国より57名）
が登録、当日209名が参加した。 
 
3. 事業スケジュール 
 
＜2021 年＞ 

10月～ 企画委員会（東京都内）開催(Zoom)（年度末まで4回開催）  
ヒアリング調査内容検討・依頼、シンポジウム骨子検討 
調査に関する倫理審査の実施 

11月～ ヒアリング調査実施 
＜2022 年＞ 

1 月    ヒアリング調査結果分析、シンポジウム開催案内 
3 月    世界ソーシャルワークデー記念イベントとしてシンポジウム 

（オンライン）を開催 
報告書作成 
シンポジウム動画のウェブサイトにおける公開 

 
4. 実施体制 
  

日本ソーシャルワーカー連盟（JFSW）国際委員会が中心となり、JFSW 国際関係サポーターの協
力・参加を得て実施した（委員名簿は巻末資料を参照）。 

 
 
 

 
＜本報告書の用語について＞ 

 この調査報告書において「外国人等」とは、「多様な文化的背景をもつ地域住民」を意味し、在
留資格を問わず、現に日本に滞在しているすべての外国籍の人々および国籍にかかわらず外国
につながりのある人々（父・母の両方またはどちらかが外国出身者、海外での⾧期生活者）が
含まれる。 

 「外国人等」の表記については、調査対象国や対象先で用いられる表現とは異なっている場合
がある。例えば「移民・難民」、「ニューカマー」、「外国人住民」、「外国籍」などの用語が相応
しい場合は、それらを使用している。 

 Asylum Seeker:「亡命者」、「難民申請者」「難民認定申請者」などと訳されるが、ここでは「難
民申請者」と訳している。 
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II.  調査結果（事例） 
 
1. 国内 
 
(1) 東京都豊島区:社会福祉法人豊島区民社会福祉協議会 
 
① 組織・活動概要 
 a. 団体の概要、活動内容 

 豊島区民社会福祉協議会は、地域福祉の推進を図ることを目的とする社会福祉法人であり、通称
「豊島区民社協」とも呼ばれている。子どもから高齢者、障害のある人もない人も誰もが安心して
暮らせる「福祉のまち」を実現するために様々な事業を行っている。 

 
（図表１） 

 
   

 豊島区民社会福祉協議会（以下、豊島区民社協）には、現在、総務課、共生社会推進・事業開発
課、地域福祉推進課、地域相談支援課の合計4課がある（図表1）。事務局職員は、合計64名であ
る。 
 共生社会推進･事業開発課は、今年度設置された部署で、ボランティアセンターの機能や、有償
の家事援助サービスの部門を、名前のとおり共生社会を推進していくにあたり、地域課題に対応し
た新たな事業開発の必要性に基づき、設置された。地域相談支援課には、コミュニティソーシャル
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ワーク担当としてコミュニティソーシャルワーカー18名を配置している（図表2）。 
 
（図表２） 

 
 
 b. 外国人相談支援の内容 

 コミュニティソーシャルワーカーを中心に、地域の中で「暮らしの何でも相談」という形で相談
支援を行っている。豊島区内でどのような方からでも相談を受ける窓口として相談支援を行ってい
るため、外国人の方々からの相談を受けることもある。 
 新型コロナウイルスの感染拡大により、生活福祉資金の特例貸付が始まり、外国人の方々からの
申請が殺到した。ネパール、ミャンマー、ベトナム等については、留学生からの申請も多い。アル
バイト先の多くが飲食店等であるため新型コロナウイルスによる影響を受けやすいこと、母国から
の仕送りが止まった影響などにより、生活困窮状態に陥っていると考えられる。学費の支払いにつ
いて相談を受けることも多い。 
 多くの外国人は、日本語で会話はできても、読み書きが困難である場合が多い。また、英語を母
語としない方も多い。 
 申請書類については、生活福祉資金貸付制度の申請受付開始後、少し経過してから英語や中国語、
韓国語、ベトナム語などの記入例が東京都より提供されたため、活用していた。ただし、豊島区民
社協で申請が多いネパール語やミャンマー語での申請書類の記入例などが提供されたのは、申請の
ピークが過ぎてからであった。説明する際は「やさしい日本語」を用いた対応を心がけていた。 
 日本語や英語での会話もできない外国人もいる。英語であれば数名の職員が対応できるが、他の
言語については、翻訳機器（ポケトーク）・スマートフォンの翻訳アプリなどを活用して対応して
いた。 
 令和3年2月より、再貸付の申請に備えて、豊島区民社協ではネパール、ミャンマー、ベトナム
の各言語を話せる臨時職員を雇用した。 
 統計的に外国人から、どういったご相談を何件ぐらい受けているかというデータはない。ただ、



8 

 

この一年以上の間で、貸付などから、色々な困りごとを抱えている外国人の方がいるということを、
社会福祉協議会でもワーカーの動きや、貸付の窓口を通じて把握をしている。 

 
② 地域社会の特徴 
 a. 豊島区における外国籍住民の人口 

 豊島区は、2021 年 4 月の 1 日現在で人口 28 万 6596 人であり、人口密度が日本一という自治
体である。外国籍住民の方は 2 万 5651 人、外国籍の人口割合は 9.0％であるが、新型コロナウイ
ルスの影響で割合は少し下がってきている（図表3、4）。 

 
（図表３） 
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（図表４） 

 
 

 豊島区は、産業的に繁華街を抱えているため、観光で訪れる方や、短期滞在者が非常に多い都市
である。そのため、外国籍で就労ビザの人や留学生、家族滞在の人がアルバイトする場合は飲食店
での勤務が非常に多い。 
 国籍別では、約半数が中国である。あとは、ベトナム、ネパール、韓国、ミャンマーが多く、こ
こ数年で非常にベトナムとネパールが増えた。韓国は、東日本大震災以降少し減少した。ベトナム、
ネパール、ミャンマーの人は、年を追うごとに増えてきている。豊島区は、23 区内で新宿区に次
いで2番目に外国籍の人の割合が多い。 
 豊島区の外国籍住民の状況について、豊島区の「多文化共生推進基本方針」を見ると、典型的な
外国籍の住民として「アジア出身、20 歳、留学生、単身世帯の外国籍」が挙げられている。居住
形態は単身で住むというよりは、シェアハウスというよう住み方が非常に多くなっている。住所を
確認すると、同じ住所に5人ぐらいが住んでいるというのが多くある。色々な外国籍の方が在住す
る多国籍化の状況にある。 
 若い人が多いため、外国籍の方の高齢者の問題は、ほとんど聞こえてこない。また留学生が多い
ため、⾧期で豊島区内に住むということより、就職や学校の卒業を機に、別の地域に転居されると
いう方が非常に多い。そのため豊島区での在留期間が短いのも特徴である。 

 
 b. 地域の外国人に対する寛容さ 

 豊島区の住民からは、「ここにこういう人（外国籍の人）がいて困っている」という相談より
「外国籍の住民の方だろうと思われる人たちが、夜中に騒いでいる」や「ごみの出し方が出来てい
ないため、なんとかしてほしい」という話が出る。 
 しかし、元々住民同士の接点がなく、相手のことを知らないため誤解もある。外国籍の人もした
くてしているわけではなく、単純にルールを知らない、わからない、ということがあるのではない
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かと考えている。 
 そこで、ある地域では、社会福祉協議会が行っている住民座談会（区民ミーティング）の中で、
同様の問題が出てきたため、近くの留学生がたくさん通っている学校と一緒に、ごみの分別方法の
ワークショップを開催してみようということになった。外国籍の住民と豊島区の日本人の区民の方
と一緒に、実際に相対していただきワークショップを行った。その結果、お互いに理解を深めるこ
とができた。お互いに理解をしたくないわけではなく、知らない、わからないということから、ど
うしても悪い面だけが見えてしまうため、この住民座談会により、お互いに別の面を知って理解し
てもらえたと思う。 

 
 何度も中国と日本を行き来している人が多い。しかし、新型コロナウイルスの影響により中国と
行き来できず、ホームシックになり、相談中に涙を流される方もいる。相談をされて「こんなに家
族以外の人と話したの久々だな」とおっしゃる方もいる。そういった精神面の部分でのサポートも
非常に必要であるということは感じている。 

 
③ 国・地方自治体の多文化共生施策もしくは福祉施策との関係 

 豊島区では、多文化共生推進課の設置はされているが、外国人支援を行う窓口機能はない。外国
人住民や留学生向けの生活に関わる情報を、多言語や、やさしい日本語、動画等で情報発信を行っ
ている。 
 区内には国際交流協会などもなく、外国人の困りごとについてワンストップで相談支援を行う窓
口はない。各窓口で、多言語対応タブレットなどを使用しながら対応している。 
 区で策定している「豊島区多文化共生推進基本方針」においても、相談支援に関する施策等の記
載は特にない。豊島区民社協とは、外国人支援の枠組みでの関連性は特に行われていない。 
 福祉施策においては、豊島区より受託しているコミュニティソーシャルワーク事業（CSW 事業）
では、属性や国籍を問わずに生活全般の相談支援を実施している。 
 行政計画である豊島区地域保健福祉計画と、社協が住民とともに策定した豊島区民地域福祉活動
計画において、「多文化共生」に関する項目があるが、外国人住民が抱える地域生活課題について、
具体的な方策は言及されていない。 
 外国人支援の枠組みということでは、豊島区にそういう窓口がないため、社会福祉協議会との関
係性はあまりない。 
 福祉施策の相談支援においては、豊島区は属性を問わない相談、支援を行うワーカーを設置して
いるので、そこで外国籍の方の相談も受けている状況である。 

 
④ 多文化ソーシャルワークとコーディネート 
 a. 外国人支援団体等との連携 

 豊島区は、日本語学校や、専門学校が多いため、留学生が多い。そのため、留学生や、滞日外国
人、外国籍の方が、どのような困りごとを感じているのかを把握するため、学校と連携することが
従来からあった。 
 外国人からの相談には、日本語がうまく話せない、あるいはお子さんがいる場合、学校で配られ
る手紙が読めないため、どうしようとかという相談がある。その相談をきっかけにして、これまで
日本語を学ぶ機会がなかったことが話に出る。その問題に対して、区内にある日本語教室を案内す
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ることもある。その他、日本語教室でのボランティア募集、ボランティア希望者を日本語教室につ
なげる活動を行っている。 
 更にイスラム教の支援団体、Mother’s Tree Japan（外国人女性の産前産後サポート）、豊島子ど
もWAKUWAKUネットワークなどとの連携も行っている。 
 区の教育センターの方や、いろんな関係機関の方々が定期的に集まり、どういうことで多くの外
国人が課題を抱えているのかといった情報共有と、その課題に対して、どのような支援ができるの
かということを話し合う場が、数年前から開催されている。例えば、今、日本語習得で困っている
子どもがいるという情報が流れてくれば、「私が教えに行きますよ」と手を挙げていただくなどの
調整が行われている。 
 特に日本語学習については、日本語学習環境マップを学習院大学が作成している。 

 
 b. 連携・協働・コーディネートに関する事例 
  ＜NGO、法律事務所、社協の連携による包括的生活安定支援プロジェクト＞ 

 JPF（ジャパン・プラットフォーム）の休眠預金等の活用事業の一つで、新型コロナウイルス対
応の緊急支援助成金という事業がある。それに公益社団法人のシャンティ国際ボランティア会（以
下、シャンティ）が手を挙げて採択をされたことを機に、豊島区民社協もプロジェクトに参加し、
ともに支援を行っている。 
 プロジェクト名は、「コロナ禍で困窮する外国人家庭への生活・法的支援による包括的生活安定
支援」である（図表５）。 

 
 
（図表５） 
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 生活福祉資金貸付事業の特例貸付が 2020 年 3 月 25 日から始まった。本来、生活福祉資金の貸
付は、外国籍の方も対象にはなっているが、いわゆる永住者、定住者や、日本人の配偶者等しか対
象となっていなかった部分を、特例となった段階で、就労可能なビザを持っており在留資格があれ
ば、誰でも貸付を受けられる、ということになった。 
 その結果、豊島区の人口1割が外国籍の方だが、貸付の4割程度が外国籍の方という結果になっ
た。貸付が受けられるということを聞き、相談に来る人が増えた。相談に来た方の話を伺ってみる
と、これまでいかにぎりぎりの状態で、日本に住んでいたかということが分かった。仕事をしても
貯蓄をしていないケースや、留学生で借金をして日本に来ているというケースがあるため、生活に
全く余裕がない。飲食店でのアルバイトの留学生が非常に多いということが窓口の中でも把握でき
ていたが、そういった方々への支援が模索されてきた。 
 これまでも、豊島区内の様々な支援団体が個別に食料支援などを行ってきたが、公的な支援では
ないため、支援に限界もあった。また、実際に把握しきれてない課題もまだ多いと思われたため、
シャンティと区内にある東京パブリック法律事務所、豊島区民社協が連携して、休眠預金を活用し
たジャパン・プラットフォームによる助成事業を行うことを検討した。その結果、本事業は無事採
択され、現在、この事業を利用して外国籍の人への生活安定に向けた包括的な支援活動を展開して
いる（図表６、７、８）。 

 
 本事業では、毎月、食料配布と相談会を、公共施設、企業の提供スペース、レストラン、お寺、
神社など、区内各地区の様々な拠点にて、その地区の町会⾧、民生委員ら、地域のキーパーソンに
声をかけて実施している。各地区を担当するコミュニティソーシャルワーカーも相談会に同席して
いる。 
 相談会では、複数のブースを設けて、英語、中国語、ミャンマー語、ネパール語など、言語ごと
のコーディネーターを配置している。個別相談を行った後、コーディネーター、法律専門職とコミ
ュニティソーシャルワーカーら豊島区民社協職員で、今後の支援の必要性や支援内容等を検討する
ケース会議を行っている。 
 相談会では、豊島区民社協が開発した「インテークシート」に記録をとり、相談会後のケース会
議で、支援者がインテークシートの記録を共有しながら、生活課題のアセスメントを行うとともに、
今後の支援計画、役割分担を検討する場となっている。各言語のコーディネーターが主体的に相談
対応を行うが、福祉的な観点からの支援については豊島区民社協の職員に相談しながら支援を進め
る体制をとっている。 
 この相談会とケース会議を実施していることで、食料の提供という一時的な支援にとどまらず、
外国籍の人が抱える複合的な生活課題に対し、相談者が生活課題を解決していくことができるよう、
複数の支援者がそれぞれの専門性や強みを活かしてアプローチし、包括的な支援をコーディネート
する場として機能しているといえる。 
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（図表６） 

 
 
（図表７） 
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（図表８） 

 
 
 c. コーディネーターを担う人材について 

 豊島区民社協では、コーディネーターという名称ではなく、コミュニティソーシャルワーカーが
正規に配置されているため、コミュニティソーシャルワーカーが対応している状況である。区の委
託事業になっており、基本的にコミュニティソーシャルワーカーは、社会福祉士、精神保健福祉士、
または、それに準ずる資格を持つ者ということが規定されている。なおかつ、その他、区⾧が必要
と認める者もある。現在、18名定員で1名が欠員、合計17名である。現在、区と相互派遣研修に
より、そのうち３名が区より豊島区民社協に派遣されてきている。14 名が社会福祉協議会の職員
であり、14 名全てが社会福祉士、もしくは精神保健福祉士の国家資格、どちらかを保有している。
区から派遣されている職員の中でも社会福祉士の資格を持っている職員がいる。属性を問わず相談
支援を行っているため、支援のベースとして社会福祉士資格を持っている。豊島区民社協の採用基
準として、相談支援を行う職員を募集する時は、社会福祉士もしくは精神保健福祉士と謳っている。
任期つきの常勤職員が3名おり、残りの11名が常勤の職員である。 
 研修や教育の場は、ワーカーの育成となるため、高齢、障がい、精神、子ども、子育て関係、虐
待対応と、あらゆる外部研修を受講するように推奨している。 
 なお、コロナ禍で困窮する外国人家庭への生活・法的支援による包括的生活安定支援プロジェク
トにおいては、アウトリーチや実際の支援を担う外国人3名、統括2名をコーディネーターと呼ん
でいる。 

 
⑤ 課題、展望 
 a. 多文化共生を進めていく上での地域や組織における課題について 
 

i. 法的課題、在留資格の理解 
 外国人の方々には、生活支援だけではなく、法的な支援が必要である。相談者の外国籍の
人にとっては在留資格が非常に重要であり、ソーシャルワークの支援には相談員の在留資格
に対する知識が必要である。どのような在留資格の場合だと、何に困るのか。在留資格の更
新も、外国籍の方にとって非常に大きな問題だということがある。新型コロナウイルスの影
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響前に相談を受けた時には、うまく在留資格の更新ができず、国に帰らなければならないと
いうケースもあった。債務を抱えている場合も多く、法的な支援の視点が必要である。 

 
ii. 社会的包摂に向けた取組み 
 外国籍の人が日本で住み続けていくために、地域につながるための仕掛けが求められる。
そのため、外国人を地域につなげる、支援を担う外国人のコーディネーター育成が必要であ
る。相談者は、国や言葉が同じ人にしか話せないことや、逆に話さないことがある。 
 外国籍の人が困った時に相談できる、頼れる人を、地域の中に育てていくことができると
よい。 

 
iii. 豊島区民でなくなる場合への対応 
 豊島区民社協は、管轄する地域が原則豊島区内に限られるため、区外に転出する人への継
続的な支援には限界がある。 
 個別に支援をしていた外国籍の家庭があり、⾧い間、様々な困難があったため、支援に関
わっていたが、その家庭が都内の他の市町村に引っ越すこととなった。 
 新たな居住地の自治体では、日本語がうまく伝わらないなど、生活上の困難が発生し、訪
問した際にその家庭の子ども（小学生）の学校転入手続きなどができないという話になった
ため、豊島区民社協の職員が、転入先まで一緒に行って手続きの手伝いを行った。そして、
転出先のコミュニティに入った時に、誰を頼っていいのか、できるだけ調べて伝えた。 
 場合によっては、転入先の地域の社協で対応できるようであれば、本人にご了解をいただ
いた上で、これまでの支援の内容を引き継ぐことは行っている。家庭にとっては、同じ支援
者が継続的に関わることが一番であると思うが、居住地が豊島区外に変わると、関わり続け
ることが難しい。 

 
 b. 支援コーディネートの成果と今後の取組み 

 生活福祉資金の貸付事業やプロジェクト等により、現在は、相談が入りやすい状況ができ、関係
機関との連携体制も構築されている。しかし、プロジェクトは期間限定で実施しているため、プロ
ジェクト予算が切れた後、同じボリューム感での支援の展開は難しくなる。相談が入れば受入れる
が、そうではないところへのアウトリーチが難しい。 
 プロジェクトは民間による時限的な取組みだが、このような仕組みが有効であり、必要と思われ
た場合、行政にて施策としての反映が必要ではないか。 
 また、これまで地域の中に、外国籍の人が利用できる、わかりやすいワンストップの相談窓口は
なく、行政の施策として検討が必要ではないか。 

 
⑥ 調査者の所感 

   今回、豊島区民社会福祉協議会の調査を担当させていただき、考えたことは大きく以下の2つであ
る。 
 一つは、豊島区では支援対象となる外国人が、中国、ベトナム、ネパール、韓国、ミャンマーとい
ったアジア系の人々が対象で、それも留学生に代表されるように若い人が多い、数年の短い期間の滞
在である、ということだ。そのような人たちが、豊島区の人口の約1割を占める。彼らは欧米諸国か
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らの外国人ではなく、アジアの文化を背景とする生活スタイル、思考、価値観、若いが故の「未来へ
の夢」があり、それに対応できる支援を考えていかなければならない。この点が、豊島区の大きな特
徴であり他の地域と大きく異なる点である。 
 外国人と言えば、日本人は往々にして白人を想定しまいがちである。アジア諸国、それもミャンマ
ー、ネパールに代表されるこれから伸びていく国の人たちは、コロナ禍での生活のしづらさを抱え、
言語の壁のために日本での生活上の困難さを上手く伝え表現することが簡単なことであるとは言いが
たい。その結果、日本の支援とつながりにくい。しかし、未来を夢見て日本に来てくださったこれら
の国々の人たちに「日本は嫌な国だった。日本人はアジアの私たちには冷たかった。」等と思われて
はならない。豊島区における「多文化共生」のための支援は、日本という国の評価につながる「国際
交流」の側面が大きい。 

 二つ目は、豊島区民社会福祉協議会が、新型コロナウイルス感染拡大の影響によって生活が困窮し

ている外国人住民のために、民間の国際 NGO 団体、法律専門家と協働で「コロナ禍で困窮する外国

人家庭への生活・法的支援による包括的生活安定支援」プロジェクトを実施していた点である。これ

は豊島区民社会福祉協議会独自のプロジェクトではなく、“運良く”民間団体の助成金を福祉の連合体

組織が得て、その連合体に豊島区民社会福祉協議会が参加していたために実施できたプロジェクトで

ある。助成金の期間が終了したら、当然プロジェクトも終了である。聞き取り調査の際に、行政によ

る多文化共生支援を望む声があったが、行政の予算にも限界がある。行政の関与のみならず、欧米の

ように福祉プロジェクトに対する民間資金の流入、活用を願うものである。 
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(2) 神奈川県川崎市:社会福祉法人青丘社ふれあい館 
 
① 組織・活動概要 

a. 団体の概要、活動内容 
 

i. 社会福祉法人青丘社 
ふれあい館は社会福祉法人青丘社（以下、青丘社）により運営されている。 
青丘社は在日コリアンの集住地域である桜本で約 50 年にわたって地域活動を行っており、

その母体は在日コリアンのためのプロテスタント教会である在日大韓基督教会川崎教会であ
る。 

青丘社は 1969 年に無認可保育園としての桜本保育園を設立し、1973 年に社会福祉法人格
を取得、1974 年に認可保育園としての桜本保育園を開設した。今以上に在日コリアンへの差
別が激しかった時代に、日本人と在日コリアンが協力し合いながら、子どもたちがそれぞれ
独自の文化、ルーツを大切にしながら育つことができるような保育園を作っていこうとした
のがスタートであった。当時は、在日コリアンは社会保障を受けることができないなど、日
本の社会保障制度の多くに国籍条項などの制度的な差別がたくさんあり、地域の中にも差別
が色濃く残されていた。青丘社はそのような制度的差別の撤廃運動や、地域の中での差別を
なくしていく取組みをしてきた法人である。それと同時に、地域に暮らしている人たちと寄
り添いながら、地域の中での困りごとの一つ一つに丁寧に取り組んでいった。そのことが、
子どものことから保育園、児童館、学童クラブへ、また高齢者のこと、障がいのある人たち
のことなど、多岐にわたる活動につながっていった。そして現在まで様々な人たちがともに
生きることのできる地域づくりを進めていこうという活動を展開してきている。 

法人全体では常勤職員が40～50名、非常勤も含めると250名ほどである。常勤職員のほと
んどは保育園の保育士である。また障害福祉分野、高齢者分野では資格要件があるため、有
資格者が多い。 

 
ii. 川崎市ふれあい館 

ふれあい館自体は 1988 年に川崎市によって設立され、児童館と社会教育施設・コミュニテ
ィセンターの統合施設となっている。児童館として地域の子どもたちの誰もが利用でき、社
会教育施設・コミュニティセンターとして、在日外国人と日本人の子どもから大人まで誰も
が利用することができる。施設設置には、ふれあいながら、差別のない、多様な人がともに
生きることができる地域づくりを進めていこうという目的がある。その活動は乳幼児のこと
から高齢者のことまで多岐にわたり、子育て支援、児童館としての子どもの居場所づくり、
社会教育施設としての成人の方々への学びの場の提供を中心に行っている（図１）。現在、職
員数は常勤で 14 名である。そのうち多文化関係に関わる職員が 3、4 名であり、高校への多
文化コーディネート（後述）にも出向いている。ふれあい館単独では社会福祉系の資格の有
資格者はいない。 

 
b. 外国人の相談支援 
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i. 概要 
児童館・社会教育施設コミュニティセンターとして、年齢や文化的背景の多様な方々の困り

ごとに対応している。相談として受けるというよりは、地域の中で、子どもたち、家族と付
き合いながら悩みごとを伺い、一つ一つ資源を作りながらそれに対応している。年間の相談
件数の統計などは取っていない。外国人の相談センターということではないが、利用者の国
籍には、韓国、中国、フィリピン、ベトナムなどが含まれる。 

 
ii. 相談内容と相談の入り口 

困りごと・悩みごとの内容では、「子どもを学習支援に通わせたい」、「親自身が日本語教室
に通いたい」、「子どもの学校の書類がわからない」、「様々な申請書が日本語では書けない」、
「読み書きができないから手伝ってほしい」などが圧倒的に多く、そのほか口コミなどでこ
この家庭の方が困っているので相談にのってくださいと連れてこられることもある。たいへ
んな状況にある子どもたちの受入れも多く、児童相談所と連携するようなことも随分ある。
対応の入り口が、学校からの相談、児童相談所、福祉職、保健師からの相談、何かしらの当
事者や外国人の住民の方からの口コミからとなることは多い。 

 

図1．川崎市ふれあい館の組織及び運営 （社会福祉法人青丘社HPより） 
 
 
② 地域社会の特徴 

a. 歴史的背景 
    ふれあい館は川崎市の施設であり利用者の対象地域を限定しているわけではないが、川崎区内の

相談対応が圧倒的に多い。その中で「おおひん地区」と呼ばれる地域（桜本、大島、浜町、池上町）
が相談対応の中心である。川崎区は JR 川崎駅より南側の区域にあたる。区の人口は約 23 万人、
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外国籍の人の人口はその約７％である。区域の半分が京浜工業地帯で、その一帯にはほとんど人が
住んでおらず、居住地域は偏っている。 

「おおひん地区」の成り立ちを振り返ると、1900 年代初めに工業地帯ができ、工場とその周辺
産業での労働を求めて多様な人が集まり、暮らし始め、居住地域が形成された。昔は住環境がよ
くなく、水はけが悪くて、雨が降るとすぐ水がたまるような、大きな埋め立て地の中にある土地
であった。街は今でも工場の敷地内にある。この地域に暮らす人は、もともとは沖縄出身の方々
が多かった。が、日本が朝鮮半島を植民地化していた影響による朝鮮半島出身者、在日コリアン
が、戦後朝鮮半島に戻ることができなかったために日本各地からこの川崎、桜本にやってきて生
活し始めた。その後、1960 年代の高度経済成⾧期には東北地方から出稼ぎの方が仕事を求めてや
ってきた。更に 1990 年代以降は、フィリピンや中国から、近年はベトナムから人々がやってきて、
多文化な地域となっていった。最近では、在日で韓国籍の方々、飲食店などで働く中国籍の方々
が多く、インド、ネパール料理店のコックさんとそのご家族、留学生、IT エンジニアなどではイ
ンド国籍の方、そしてベトナムなどからの技能実習生、留学生などがみられる。 

 
b. 地域特性と変容の兆し 

地域特性としては労働者の街という一面があり、生活がたいへんな人がとても多かっただろうし、
また逆に、そのぶん、人々の支え合いも発展していったと考えられる土地柄である。地域での支え
合いなど、良くも悪くも人間関係は濃厚な地域である。 

しかし、最近では駅周辺にショッピングモールや音楽ホールができたり、工場撤退後に商業施
設やタワーマンションができたりすることによって新しく転入してくる人が増え、人と人とのつ
ながり方も急激に変化してきている。 

また、同国人同士のネットワークに基づく昔からのコミュニティも、一世の方々の高齢化や、世
代が下るに連れての所属意識の希薄化などにより、活動に元気がなくなるような変化が見られる。
同国人同士のネットワークは、相変わらず強い結びつきをもってはいるが、小さな世界の中で完結
するがために何かしらの事情で入れなかったりはじかれたりしてしまうと一気に孤立に陥ってしま
う傾向がある。これらのことから同国人コミュニティから孤立した人たちも増えている。 

 
③ 国・地方自治体の多文化共生施策もしくは福祉施策との関係 

教育委員会の事業と関連しながら、外国につながる子どもを含む子どもたちの高等学校への進学、
高校生活、学習、卒業後進路の支援を進めている。 

 
a. 公立高等学校での外国につながる子どもたちの受入れ 

神奈川県の公立高等学校では日本語が十分にできない子どもたちのための在日外国人特別枠1が
18校で設置されている。在日外国人特別枠の条件は「来日3年まで（現在は6年）」とされるが、

 
1 「令和4年度神奈川県公立高等学校の入学者の募集及び選抜実施要領」「§５ 特別募集 [在県外国人等特別募集] 」で
は以下のように記述されている。 
「在県外国人等特別募集への志願者は、前記§１のⅠに該当する者であって、かつ、外国の国籍を有する者(難民として
認定された者を含む。)で、入国後の在留期間が通算で６年以内の者(令和４年２月１日現在)とする。 

なお、日本国籍を取得して６年以内の者(令和４年２月１日現在)は外国の国籍を有する者とみなす。」 
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3 年間では一般的な会話はできるようになっても学習言語の習得までは難しく、全日制高校で日本
人と一緒に勉強することには困難が生じやすい。また、神奈川県では他都道府県より在日外国人特
別枠の人数枠が大きいがそれでも十分ではなく、定時制高校が受入れている。 

 
b. 多文化コーディネーターによる支援 :スクールソーシャルワーカーとの連携 

高等学校入学後は、県教育委員会の事業として、20 数校の公立高等学校で多文化コーディネー
ターを配置している。多文化コーディネーターは NPO 法人の取組みがもとになったもので、県立
高校には県の事業として、NPO 法人 ME-net（認定 NPO 法人多文化共生教育ネットワークかなが
わ）を通して派遣され、川崎市立の川崎高校には非常勤枠で配置されている。多文化コーディネ
ートを担える人は県全体で20数名、青丘社の関わっているのは、3校で3名である。 

多文化コーディネーターは、様々な支援が必要な子どもたちの状況を把握し、日本語学習支援
や強化学習支援、多文化の子どもたちの居場所づくり、外国につながる子どもたちの自立支援な
どを学校内でコーディネートしている。ここでの自立支援では、在留資格によって制限がある福
祉制度の利用や就職活動・進学、経済面の支援をスクールソーシャルワーカーと連携しながら行
っている。やればやるほどに課題が見えてくるため、支援はまだ全然足りていないが、支援体制
の充実化を図っているところである。この他に青丘社では川崎市立の定時制高校で高校生のカフ
ェ（ぽちっとカフェ）（後述）を行っている。 

川崎市の場合、高校生を対象とした多文化ソーシャルワークとしてみると、スクールソーシャ
ルワーカーは各区に1名（川崎区は2名）と人数が少ないこと、これまで小中学校の不登校の子ど
もの対応が中心で高校ではほぼ実績がないこと、拠点校に非常勤で配置する体制のために人が安
定せず資質の向上が図られにくいなどの難点がある。 

 
c. 通訳派遣 

その他、言語的サポートとして通訳派遣がある。通訳が必要な学校面談などの学校内での対応
を中心とした川崎区内のこども関係機関（学校や保育園など）に限定した川崎区の事業をふれあ
い館が行っていたが、学校通訳については、昨年より川崎市全体の学校を対象とした教育委員会
事業となったため、現在、ふれあい館では、保育園、幼稚園の子ども関係での保健師の手伝いと
して通訳派遣を行っている。 

 
④ 多文化ソーシャルワークとコーディネート 

a. 多機関・多職種との連携の図られ方 
 

i. 連携先機関 
    連携先としては、川崎市教育委員会、区役所、学校、児童相談所、福祉事務所、保健所、川

崎区の事業としての通訳派遣などがあげられ、専門職としては区役所や児童相談所、福祉事
務所、福祉事務所の中の地域見守り支援センターの社会福祉職、保健師などがあげられる。
また、教育委員会主催の協議会、子ども支援関連の協議会、要保護児童対策地域協議会など
で取り上げられることがある。 

 
ii. 活動の概要 
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青丘社・ふれあい館では以下のような活動を行っている（表１、2）。 
 

＜外国につながる子どもの学習サポート事業＞ 
      小学生のための学習支援、居場所づくりの教室、中学生のための教室、15 歳を超えて

来日した子どもの高校進学を支援するフリースクールがある。加えて、近隣の3つの高等
学校への多文化コーディネーターの派遣、高校生や若者の自立支援のための取組みを行っ
ている。また、保護者を対象に、1 年間の識字教育（日本語教育）、地域子育て支援セン
ターでの多文化の子育てサロン、外国人のお母さんたちの子育て支援を行っている。これ
らの子どもや若者の居場所づくり、子育て支援を中心にしながら、その対応として相談活
動やお手伝いを行っている。 

法人として伝統的に大切にしていることは、外国につながる子どもや外国人の方々だけ
でなく、この地域で暮らしている誰もがこの地域の中で安心して生きていけるようにとい
う地域づくりである。しんどい思いをしている、たいへんな思いをしている家庭との出会
いはたくさんあり、「誰もが」というところを大切にしている。誰もが、国籍問わずに使
える居場所ではあるが、外国につながる子どもの利用がたいへん多い状況である。 
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表１ 

 
＜ぽちっとカフェ＞ 
定時制高等学校の中でカフェをやりながら高校生の居場所づくりをして相談にのってい

る。高校生は児童館にはなかなか来るものでなく、地域の中で何もつながりがない中では
出会っていくこと自体が難しい。そこで高等学校の中にカフェを作り居場所を作って支援
をしていこうという動きが全国的に広がりつつあり、現在、全国で約 60 校、神奈川県に
14，5校の高等学校にカフェが設置されている。地域によって異なるが、川崎市では教育
委員会の事業である。 

カフェを開いている高等学校は市立の定時制高等学校で、昼、夜の二部制の定時制だが
今年度から昼の定時制のみになっている。生徒には、小中学校で不登校だった子どもたち、
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いわゆる特別支援が必要な子どもたち、外国につながる子どもたちが多い。アルバイトな
どで家計の中心を担っている子どもや、いわゆるヤングケアラーも含まれている。「外国
につながる」場合も、国籍は外国籍だが日本で生まれ育ち第一言語も日本語で母親の母語
は話せないという子どもや、在日コリアンの4世5世にあたり朝鮮半島の文化はだいぶ遠
くなっている場合、日本国籍ではあるが来日したばかりで日本語は話せないなど、様々で
ある。 

実際には、この高校の生徒には、川崎区や幸区の子どもで、これまでにふれあい館を利
用していたり、ふれあい館とかかわりがあったりする子どもが多い。生徒のことを家庭事
情も含めてよく知っている支援者がいると色々と助かると、学校からも重宝して頂いてい
る。 

 
 
表２ 

 
 

＜地域の困りごとに対応する＞ 
 保護者向けにフードパントリー、食糧支援を地域の人たちと一緒に立ち上げたりしてい
る。誰もが利用できるものではあるが、利用者の約8割は外国籍の方の世帯である。 
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b. コーディネーターを担う人材 
 
＜求められる資格、知識＞ 
特別な資格、技能ということよりも、自然な交流の中で、文化的背景や言語的背景のあるケース

にセンシティブであることが重要である。実際には、多文化ソーシャルワークのコーディネーター
を具体的に配置しているわけではなく、地域の人たちと付き合いながら、各スタッフが専門職の配
置や資格、役割という枠組みに捉われずに活動している。以前はスタッフも多国籍であったり、多
文化であったりした。またそれぞれが英語やタガログ語などの日本語以外の言語ができたり、外国
人を対象にした支援活動の経験を持ちそのネットワークを持っていたりということはある。 

資質としては、地域活動を作っていくことが中心であるので、多文化に関わらず、地域の色々
な課題やニーズを拾い上げ、それを事業という形にしていくところが必要になる。加えて、地域
の中での外国人とのつながりや、在留資格などの外国人支援のための知識は必要である。 

 
⑤ 課題、展望 

a. 多文化共生を進めていく上での地域や組織における課題 
 

i. 制度設計の必要性 
多文化の福祉的な対応が進み支援体制が充実していけばよいとは思っている。多文化ソーシ

ャルワークが随分注目されるようになっているが、人員の配置や職能としての確立は日本では
難しいように思う。まず、福祉職の配置はどうしても制度に基づいての配置が多いが、多文化
ソーシャルワークでは制度がないために専門職配置の根拠に課題がある。次に求められる資質
はなにかが未だ不明確であり、更にそれに応じられる人材がなかなかいない。人材育成の養成
講座ではやりたいという人が多く集まるが、どこにどのような専門職を配置するか等を含めた
具体的な制度設計がないと定着にはつながりにくい。制度設計と専門職の質の向上は課題であ
る。 

 
ii. 受入れ制度自体に対する問題意識と取組みの必要性 

 基本的に、外国籍の人の受入れ制度自体がひどすぎる。技能実習生の制度がその典型である。
ソーシャルワークとして、個々の事例への対応というより、国策としての受入れがひどすぎる
ということを改善しなければどうにもならないと感じる。技能実習生に限らず、工場製造業で
の非正規の不安定な就労を余儀なくされている人が大半で、経済的にも苦しい人の数が圧倒的
に多い。その生活環境そのものを変えていかない限りは対応にも限界がある。これまでは、苦
しい中で培われてきた外国人コミュニティの豊かなネットワークがあったが、そのコミュニテ
ィも薄れ、孤立する人も多くなっている。コミュニティを強くすることも大事かもしれないが、
根本的には国策としての受入れのあり方や非正規雇用に流れていかざるを得ないような環境に
課題がある。 
 外国人の人たちはもともとたいへんな状況に置かれており、コロナ禍やリーマンショックの
ような激変があるとその影響を受けやすく、格差の風を受けやすい。この状況に対してどのよ
うな体制を作っていけるのかというところにある限界と、これまでのコミュニティが薄れてき
た時代の中に進む孤立が課題であるように思う。 
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b. 今後、支援コーディネートの成果と有効に行われるために取組みたいこと 

  専門職はそれぞれに興味関心も異なり、全体が一気に底上げされていくことはなかなか難しい。
しかし、地域の中でのネットワークづくりの中で底上げを徐々に図っていきたい。川崎市では対象
となる母数がとても大きいので、それぞれの専門職が対応することも必然的に多い。いやでも磨か
れるということはあるが、それぞれの専門職の質の向上を図りたい。また、孤立する外国人住民の
人たちと子どもたちとに出会う仕組みづくりを進めていきたい。 

 
⑥ 調査者の所感 
 川崎市ふれあい館は、国籍や文化の相違に基づく差別の解消への取組みの歴史を背景に、多文化共
生とは個々の事例への取組みだけではなく地域づくりであるとして活動していることが印象に残った。
このインタビューからは、以下のことが考えられた。 
 

a. 多文化ソーシャルワークに関わる人材に求められるもの 
 文化的背景や言語的背景のあるケースにセンシティブであること。 
 多文化に関わらず、地域の色々な課題やニーズを拾い上げ、地域活動を作っていく力。 
 多文化に関わる支援機関についての知識やつながり、及び地域の中での外国人とのつな

がり。 
 在留資格など外国籍の人の支援に関わる法制度的知識、言語能力。 

 
b. 国籍や文化の相違によって生じる社会的な障壁や差別を意識し整理し、解消のために取り組む
ことの必要性 

 多文化ソーシャルワークは、既存の機関（区役所、学校、児童館、児童相談所、福祉事
務所、保健所等）や教育委員会、協議会において進められている。排除のない取組みが
必要である。 

 既存の制度や事業では網羅されず、青丘社やNPO法人が開始したものが区や市・県の事
業となっていったものも多い。必要な事業を立ち上げ、制度化に働きかけることが重要
である。 

 国籍や文化の相違によって、教育や就労、健康などに不利益が生じることは問題である
と意識し、解決のために働きかけることが必要である。 

 多文化共生は、ソーシャルワークのグローバル定義に照らしても、まさにソーシャルワ
ークの核心である。日本社会において、国籍や文化的背景の差異が、どのような障壁を
もたらすのかを意識化し広報すること、専門機関の育成、ネットワークの形成、法制度
の整備が重要であると考えられた。 

 
 
 
【引用・参考資料】 
・川崎市ホームページ「2-3人口…川崎に住んでいる人数は何人かな?」 
https://www.city.kawasaki.jp/170/page/0000009363.html（2021年12月20日閲覧） 
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・社会福祉法人青丘社「2020年度 組織及び運営」 
http://www.seikyu-sha.com/sqs/webup/pdf/1620194644689958.pdf（2021年12月20日閲覧） 
 
ご提供頂いた資料より 
・「社会福祉法人青丘社 外国につながる子どもの学習サポート事業一覧」 
・「ふれあい館のサポート資源」 
・川崎市ふれあい館・桜本こども文化センター（2018）『だれもが力いっぱい生きていくために 川
崎市ふれあい館30周年事業報告書（1988～2017）』 
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(3) 大阪府豊中市:公益財団法人とよなか国際交流協会 
 
① 組織・活動概要 

公益財団法人とよなか国際交流協会（以下、協会）は 1993 年に設立され、「市民の主体的で広範
な参加により、人権尊重を基調とした国際交流活動を地域からすすめ、世界とつながる多文化共生社
会をつくる」を基本理念に掲げている。とよなか国際交流センター（以下、センター）の指定管理者
として、同センターを拠点として、外国人市民の自立や社会参加に向けた総合的な外国人支援と多様
な文化が認められる「ばづくり」や差異ある人々との共生のために行動できる「ひとづくり」を推進
してきた（以上、公益財団法人とよなか国際交流協会令和2（2020）年度事業報告より抜粋）。 

協会では、基本理念に基づき市民の主体的な参加による人権尊重を基調とした多文化共生社会を創
出するため、様々な事業を展開しており、延べ 360 人のボランティアがそれぞれの事業で活動して
いる。「相談サービス」は、その中の「Ⅱ.周縁化される外国人のための総合的なしくみづくり事業」
の「１．おとなサポート事業」の一つとして、月曜日から土曜日の 11 時から 16 時まで実施してお
り、専門相談員2名がそれぞれ木曜日と金曜日に、他の曜日は職員が相談員として、相談対応全体の
コーディネート及び外国人相談を担当している。多言語スタッフは、中国語、韓国語・朝鮮語、フィ
リピノ語・英語、タイ語、ベトナム語、スペイン語、インドネシア語・英語、ネパール語についてそ
れぞれの言語を母語とする女性8名が担当しており、中国語の多言語スタッフを兼ねているコーディ
ネーターが 1 名配置されている。有資格者は、公認心理士・臨床心理士が 1 名と社会福祉士が 1 名
である。 

2020年度の相談件数は1,848件で、新型コロナウイルスに係る相談は525件（28.4％）あり、そ
の半数はネパール、フィリピン国籍であった。相談内容の項目としては、生活困窮、その他の行政手
続等を含む「生活」が一番多く、全体の 24.0％であった。相談の方法としては、対面の他に電話や
メール、SNS、Zoom 等あらゆる方法で行っている。センターに来所した親が日本語の学習をしてい
る間に子どもが「こどもサポート事業」に参加したり、日本語を学びに来た人が相談サービスを利用
したりする等、できる限り様々な事業を重ねることで、色々な人たちが利用しやすくなるとともに、
事業間のつながりもできることを意図して活動を行っている。更には、職員同士が日頃から利用者に
ついての情報を密に共有し、支援の連携を行うようにしている。 

協会では、大きな柱の一つとして相談サービスを考えているが、個々の事業を切り離して考えるの
ではなく、有機的に連携させ、体系的に取り組むことを大切にしている。 
 
② 地域社会の特徴 

豊中市の令和3（2021）年12月1日現在の推計人口は、人口総数401,059人で世帯数は178,084
世帯である。同市における住民基本台帳人口のうち、2019 年 12 月 31 日現在の在留外国人数は
6,310 人で人口比 1.54％となっている。国籍・地域別内訳としては、上位から韓国 1,951 人
（0.48％）、中国 1,671 人（0.41％）、ベトナム 693 人（0.17％）、フィリピン 297 人（0.07％）と
なっている。 
 豊中市は、元々、大阪市のベッドダウンとして発展してきた。豊中市は南北に細⾧く、北は大学の
ほか、閑静な住宅街が広がり、南は下町で中小企業も多く集まる。暮らしている人の経済状況も大き
く異なる。とよなか国際交流協会は、中央より北寄りに位置しており、南の地域に居住する方にとっ
てはアクセスしづらい状況があることが課題となっている。また西の方には阪神高速道路が走ってい
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て、工場で働く技能実習生や介護施設で働く外国人が増えてきている。協会では、2020 年 10 月か
らは市南部での外国人労働者の増加を受け、庄内公民館で南部日本語教室をスタートしたほか、3 月
には豊中市福祉部包括支援プロジェクトチームの主催で、庄内で開催された「くらしを守る総合相談
会」に協力することにより、普段とよなか国際交流センターに足を運ぶことが困難な人たちへのアウ
トリーチを行った。 

外国人向けの行政窓口については、市役所内に数年前から設置されており、市役所内での各種手続
きについての相談をメインに行っている。市役所内での手続き以外の相談を受けた場合は、適宜とよ
なか国際交流協会につながれてくる。また、国の政策である法務省「外国人受入環境整備交付金」に
よる多文化総合相談ワンストップセンターについては、2020 年度から業務を受託している（とよな
か国際交流センターの指定管理業務として位置付けられている）。 

豊中市は交通の要所であり、昔から人の出入りが盛んな地域であったことから、新しい人を受入れ
ることについて抵抗が少ないのかもしれない。協会ももともとは市民が草の根レベルで外国人との交
流・支援活動を進める中で、とよなか国際交流協会・センターのような団体や拠点を作る必要だとい
う声から生まれたという経緯がある。市民の活動が盛んであり、色々な人たちを受入れる素地がある
地域であるともいえる。 
 
③ 国・地方自治体の多文化共生施策もしくは福祉施策との関係 

日本全体を見た場合、地域により外国人の状況も抱えている課題も違うため、国の示した方針や考
えそのままではなく、それも参考にしながらも、あくまでもこの地域で暮らす人たちが抱えている課
題に合わせて支援を組み立てていこう、というのをベースにしている。国の施策等は関連するものや、
使えるものも出てくるので、その辺りはうまく使うということを意識して、基本的には地域の実態ベ
ースでやりたいと感じている。また、柔軟に、臨機応変に対応することを大事にしており、実際、セ
ンターのスタッフ間やボランティアとの会話から防災関係の取組みが広がったり、ネパールの若者の
調査等を「せっかくやったから、ちょっとシンポジウムやろうか」という感じで広げていったりする
ことはある。 
 豊中市人権政策課が「外国人向け市政案内・相談窓口」をもっており、英語と中国語が常設で配置
され、その他の言語は予約制で対応している。そこでは庁内の手続きの通訳、通訳派遣をメインにし
ており、家庭、夫婦、子育てや在留資格についての相談は協会にくる。その中で、保険の手続きなど
行政関連の支援が必要となった場合は、市役所に電話して相談するといった形での対応を行っている。 
 
④ 多文化ソーシャルワークとコーディネート 
  a. どのように多機関・多職種との連携を図っているのか 

豊中市が行っている、例えば虐待、DV 防止などの支援に関わるようなネットワーク会議には、
メンバーとして年に1，2回出席している。関係者が集まり、「何かあったらお互い連絡、連携を取
って対応していきましょう」といったネットワーク会議にはいくつか参加しているほか、社会福祉
協議会が行っている地域福祉ネットワーク会議にはなるべく出席をするようにしている。豊中市で
は市全域を7圏域に分け、圏域ごとにコミュニティソーシャルワーカーを配置しているが、それぞ
れの圏域で関係者が集まる会議が地域福祉ネットワーク会議である。全部には出席できないが、近
隣や南部の方の会議にはなるべく顔を出すようにしている。また、小学校の校区での福祉関係の会
議、子育て関係の会議もあり、そこに行くとそのエリア担当のコミュニティソーシャルワーカーや
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保健師等も参加しているので、顔を出してお話できる関係を作ったりしている。その他、毎月行わ
れている保健師の会合に年1回ほど参加させて頂き、保健師さんと保健センターにいる社会福祉士
さん向けに協会の情報や、行っている取組みなどの情報提供は継続的にするようにしている。 

連携の仕組みとしては、依頼を受けて参加するもの、協会から参加を希望していくもの両方があ
る。今、豊中市在住の外国人市民を対象に、コロナ禍の影響調査（アンケートとインタビュー）を
やっており、その結果を受けて報告会が来年2月にあるが、その後も関わった組織を中心にネット
ワーク会議を立ち上げて何かやっていこう、という話は豊中市人権政策課が中心になって進んでい
る。実務は国際交流センターに委託されると思うが、社協や市役所の福祉部、生活関連の部署や外
国人支援を行う NPO、外国人コミュニティの様々なグループの代表者などが入っているため、そ
ういう人たちが構成メンバーの対象になると思われる。また、ドメスティック・バイオレンス被害
者支援については、市が連携用の共通シートを作成しており、これを使用している。 

 
b. 連携・協働及びコーディネートに関する具体的な事例について 
 

＜多機関・団体、多職種、エスニック・コミュニティ等との連携・協働やコーディネートが上
手く機能した事例＞ 
高齢の女性Aさん。離婚したいという相談で来所した。Ａさんの母語で対応可能な弁護士と連携

を取りながら離婚を進めた。経済的困窮状態のため、生活保護申請を弁護士同行で行い、受給とな
った。精神あるいは認知的な症状の可能性がある言動があり、近隣との関係問題の訴え、保護費の
受け取り拒否があった。そこで、社会福祉協議会と連携し、地域担当スタッフと自宅訪問し、相
談・支援先としての関係づくりを行った。保護費の受け取りについては生活保護担当者とも連携し
た。センターで行っている日本語学習への参加を提案したところ、喜んで参加されている。来館時
には食料や雑貨等必要なものを提供した。センターが「行き場所」「居場所」として位置づけられ
ることが大切だと考えている。担当する日本語学習のボランティア、当事業の担当職員とも情報を
共有し、関わるスタッフ等も安心して連携・協力できるよう努めている。在留資格更新時は弁護士
の協力を得ることができ、書類のやりとりなどは協会相談員や社会福祉協議会スタッフが動き、手
続きを進めた。高齢であるため、今後は医療や介護のテーマが起こる可能性があり、関係を継続し
つつ、必要な時に対応できるようにしたいと考えている。 

 
c. コーディネーターを担う人材について 

 
＜コーディネーターに求められる役割と留意点の実際＞ 
コーディネートは、ケースごとで行うものと、相談の事業構造として行うものがある。構造とし

て行うコーディネートはa.のとおりで、職員が行っている。 
ケースでのコーディネートは、相談テーマに応じて対応機関等と連携・協力するだけでなく、先

ほどのケース例のように、隠れたニーズを拾い上げ、広げていくようなことも含まれている。その
ため、コーディネーターに求められる役割としては、主訴を的確につかみ、必要な支援を組み立て
ていくコーディネート力（対応力）にとどまらず、相談者の状況を幅広く見立て、表出されている
主訴だけでなく、隠れているニーズへも注目し、適切な状況で提供していく技術（対応のデザイン
力）も求められる。そのためには、福祉、教育、心理、医療などの幅広い専門知識が必要である。 
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一方、スムーズな連携と協力は相談者に還元されるものなので、連携先との信頼関係は重要であ
る。連携先にとっても、協会の関与が単なる通訳的仲介ではなく、スムーズな対応につながると感
じてもらうことは、結果として関わる全員にメリットがある。 

マイノリティには社会の問題が凝縮して現れる。相談に寄せられる問題、相談者が置かれている
状況は社会問題である。その点からは、コーディネーターには、相談から浮かび上がるテーマを個
人的な問題に留めず、社会問題として提起していくアドボカシーも求められる。 

 
⑤ 課題、展望 

相談領域としては、医療、労働領域での問題が大きい。医療については、通訳のニーズは高いが、
提供には様々な課題があるため、それらを整理し、どのような方法が考えられるかを提示していくこ
とから始めていく必要性を感じている。 

技能実習生をはじめ、法制度的問題によって生じている相談は、一団体による現場での対応は、
「もぐら」をたたくことさえできない対応に終わる。また、人口が急増している国も、入国や在住状
況に法制度的問題があり、これらが日本社会に与えている影響は大きい。このような社会情勢とその
問題について取り上げたり、行政と課題共有をしたりしていくことも、これまで同様引き続き相談事
業として重要だと考えている。 

移住者の増加と年月の流れは、その子どもたちが日本社会で生きて社会をつくっていく存在になる
ことを指す。その点でも、教育領域での支援、教育における多文化共生も引き続き重要な領域である。 

在住外国人支援は、日本社会が移民をどのように考えるのかという根本的な問題を避けることがで
きない。また、日本がどのような社会を目指そうとするのかという姿勢は、福祉・心理的支援の充実
化（あるいはその逆）へ反映される。一昨年度から協会、そして豊中市は、多文化共生、支援の充実
が、人権尊重と住民の幸福につながるものと考え、より一層の充実を目指したいと考えている。 
 
⑥ 調査者の所感 

公益財団法人とよなか国際交流協会は、市民の主体的な参加を重視している。それは、ボランティ
アが各事業に活発に参画し、スタッフとボランティアそれぞれが意見を自由に言える環境がつくられ
ていた点、職員同士が利用者についての情報共有と支援連携を密に行っている点にも現れていた。ま
た、地域のネットワークや協議会に参加するなど、積極的に出向いていくことでネットワークを構築
し、そうした関係性を築いたうえで、本人や関係機関には具体的な提案を行い、関係者や当事者が安
心できる連携と行っている点も参考になる。 

コロナ禍の中で出てきた技能実習生、飲食業等に従事する南アジア圏の外国人の問題が一気に出て
きた状況では、新たな課題への新たな連携が求められる一方で、根本にあるのはもともとの受入れ体
制の問題であり、機関内外、地域内連携の問題で終わらせるのではなく、自治体と国が関与すべき点
を提言していくことも重要であることも指摘された。支援を要する人々の多様性の尊重、そして社会
環境との接点で問題をとらえる、という多文化ソーシャルワークの視点、そして施策・法律の整備に
向けた提言の重要性を改めて感じた。 
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(4) 福岡県北九州市:公益財団法人北九州国際交流協会 
 
① 組織・活動概要 
 a. 団体の概要、活動内容について 
  団体名称:公益財団法人北九州国際交流協会 

幅広い市民による国際交流を促進するために 1990 年に設立された。外国人市民の支援など多文
化共生事業を主な活動としており、行政と民間をつなぐ中間支援組織として多文化共生施策推
進の一翼を担っている。 

  主な事業:北九州市多文化共生ワンストップインフォメーションセンター 
  法務省の交付金を活用し、北九州市の補助を受けて北九州国際交流協会が運営。 
  センター⾧:１名（多文化ソーシャルワーカー※兼務）※社会福祉士 
  副センター⾧:２名（相談・通訳コーディネーター兼務） 
  中国語相談員:２名（中国語母語話者） 
  ベトナム語相談員:１名（ベトナム語母語話者） 
  他事業との兼務フルタイム職員:２名（韓国語母語話者、英語母語話者） 

他事業との兼務短時間職員:１名 
 
 

 
 
 b. どのような外国人相談支援内容を扱っているか 

 2020 年度は 1,201 件の相談に対応。相談割合は国別に中国 28％、ベトナム 14％、フィリピン
11％、ネパール6％、韓国３％、インドネシア３％である。 
 相談内容は、1 位が在留資格や法律など専門的な内容、2 位が税金や生活困窮など行政関連、3
位が住居や予防接種など生活に関する相談、4 位が DV や出産など家庭に関する相談、5 位が日本
語学習や子どもの就学など教育関連となっている。 

 
② 地域社会の特徴 
 北九州市は政令指定都市で、人口は939,961人（令和３年３月末）、うち外国籍13,426人。 
 a. 在留資格別内訳 

 特別永住者:（32％）、永住者:（15％）、留学（16％）、技能実習（14％）、技術・人文知識・国
際業務（６％）、家族滞在（５％）、日本人の配偶者等:（３％）、その他（９％） 
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 b. 国籍別内訳 
 韓国朝鮮（36％）、ベトナム（22％）、中国（21％）、ネパール（５％）、フィリピン（５％）、
その他（11％）。  

 
③ 国・地方公共団体の多文化共生施策もしくは福祉施策との関係 
 現行の「北九州市国際政策推進大綱2016」において、「多文化共生を推進していく上では、行政を
はじめ、市民、NPO、企業、大学などがサービス提供の主体となり、連携・協働していくことが必
要で、これらの様々なサービス提供主体が、効果的・効率的に活動していくためには、ニーズに柔軟
に対応しながら各主体の取組みの調整を図るコーディネーター役が不可欠である。今後、海外との人
の交流が活発化する中でコーディネーター機能の重要性が一層高まるため、（公財）北九州国際交流
協会をコーディネーター組織として、行政と連携しながら NPO やボランティアとの連携協働のもと
民間活力を最大限引き出し、外国人市民の生活支援や市民啓発などの活動に取り組む体制を整備する
ことが必要である」と述べられている。 
 
 

 
 
④ 多文化ソーシャルワークとコーディネート 
 a. どのように多機関・多職種との連携を図っているかについて 

 主な連携先は北九州市の行政機関、弁護士会（国際委員会）や行政書士会（国際渉外部）で、平
時より気軽に連絡を取り合える密な連携体制にある。 
 連携が必要なケースについて、各機関から北九州国際交流協会のソーシャルワーカーに相談・依
頼が入る場合と、北九州国際交流協会の相談窓口に寄せられたケースについてソーシャルワーカー
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から各機関に協力を求める場合がある。 
 特に頻繁に連携をとりあう機関とは、年に２回「外国人支援関係機関連絡会議（外支連）」を開
催している。 

 
※外支連の参加機関は北九州市役所（国際政策課、子育て支援課、地域福祉推進課）・教育委員
会・区役所（地域保健係、子ども家庭相談コーナー、いのちをつなぐネットワーク）、弁護士会、
行政書士会など。多文化ソーシャルワーカーが実際に受けた相談を元にケースを作成し、参加者全
員でケーススタディーを行うことで、実際のケースでもスムーズに連携が取れるようなネットワー
ク構築が目的。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 b. 連携・協働及びコーディネートに関する具体的な事例について（取扱注意） 
 

i. 事例１:A氏、女性、ひとり親 
母国にて日本人男性と未婚のまま２人の子どもを出産。その男性との関係は終了。別の男性

と結婚し日本に来日。3 人目の子どもを妊娠中に男性から DV を受け路上生活をしているところ
を保護される。 
 その後、仕事について市営住宅にて生活を開始。母国の子どもを呼び寄せたいということで
区役所に相談。父親の記録がないため短期滞在ビザで子どもたちを呼び、その後行政書士の協
力を得てビザの取得を目指すが約１年の期間が経過した。その間、女性は子が中学校で教育を
受けられるよう望んだが、住民票がない、中学卒業の年齢であるということで、就学が認めら
れなかった。しかし、ソーシャルワーカーが、文部科学省から義務教育を受けていない子ども
への配慮に関する通達文を受けて、今後は定住者としての許可を得て日本で暮らしていく予定
であること、その他これまでの複雑な経緯について教育委員会に相談。教育委員会も面談に応
じてくれたため、ソーシャルワーカーが教育委員会や中学校へも同行し、Ａ氏の子どもとの通
訳や説明を手伝った。その後、A 氏の子どもは、定住者としての許可を得て、義務教育を受ける
ことができるようになり、高校へ進学できた。 

 
ii. 事例２:B氏、女性、留学生、母国に配偶者がおり日本で単独の出産 
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 留学生として来日、途中妊娠が発覚。Ｂ氏は、学費の支払いも厳しい状況であり、出産・育
児の経済的負担を心配した保健師からソーシャルワーカーに連絡がきたケース。 
 出産費用がないということで、助産制度の利用について行政の窓口で相談することを勧めた
が、相談当日、Ｂ氏が持参した通帳にはまとまった入金があり、窓口では「B 氏は十分な貯金が
あり出産一時金が出れば問題なく出産・育児ができると思われる。助産制度は使えない」と認
められなかった。Ｂ氏が出産に対し不安に感じている様子があったため、保健師とソーシャル
ワーカーが別室にて改めて聞き取りを行ったところ、通帳の入金は本人のお金ではなく友達の
もので、海外から日本への送金手数料は高いため、留学中の友達の親から「渡してほしい」と
預かってきたことが分かった。窓口では通訳を介して説明をしたものの、「出産一時金」「助産
制度」などの制度自体がＢ氏の母国にはないために、十分に理解できておらず、窓口での説明
の必要性を感じていなかったようであった。そこで、貯金はあっても他人のお金で使うことが
できないことを行政職員に説明し、申請を受け付けてもらえることとなり、最終的に助産制度
を利用して子どもを安全に生み育てることができるようになった。 

 
 c. コーディネーターを担う人材について 
 

i. 相談・通訳コーディネーター（多文化ソーシャルワーカーによる研修・SVを受ける） 
 相談に従事する職員に関するコーディネート 
 通訳者と外部からの通訳依頼に関するコーディネート 
 基本的な知識を要する案件に関するコーディネート 

 
ii. 多文化ソーシャルワーカー（社会福祉士） 

 複数の分野にまたがる外部機関に関わるコーディネート 
 緊急性の高い・高度な専門知識を要する案件に関するコーディネート 

 
⑤ 課題・展望 
 a. 多文化共生を進めていく上での地域や組織における課題について 

 北九州国際交流協会の職員は有期雇用であるため、人材が育っても入れ替わってしまう。 
 在留資格など外国人特有の問題があることを見落とされて、支援すべき対象でもフォロ

ーされておらず深刻化することがある。 
 「外国人相談（対応）＝通訳」だという誤解が非常に多いと感じる。 
 友人・知人などの支援者が間違った知識で対応していたために、ソーシャルワーカーが

入った時には既に解決が難しい状態になっていることがある。 
 

 b. 今後、支援コーディネートの成果と有効に行われるために取組みたいこと 
 職員の異動によって連携が途切れることがないように、当協会の外国人支援事業及びソーシャル
ワークについての周知とスムーズな連携を進めていくための仕組みづくりを行いたい。 

 
⑥ 調査者の所感 
 滞日外国人の支援では、母国の慣習、日本に来た経緯（在留資格）等によって様々な問題が発生す
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る。今回のヒアリングを行い、国内の医療・福祉制度の適用となるのか否か、生活問題の原因は何か
を見極めることが重要な能力であることが理解できた。 
 我々ソーシャルワーカーは、ソーシャルワークのグローバル定義にあるように「民族固有の知」を
理解し、地域性を配慮した支援を行うことが必要であるが、滞日外国人支援では言語的コミュニケー
ションの問題に目を向けてしまい問題の本質を見落とすことがあることを矢野氏の実践から知ること
ができた。今後滞日外国人支援を行うコーディネーターや関係機関が言語的な障壁や母国の慣習も理
解した上で支援ができるよう、対人援助技術の基本となるソーシャルワークの重要性を広く知っても
らえるよう啓発していくことが重要であると考える。 
 ソーシャルワークの根幹である「人間の尊厳」や「人権」を基盤に、滞日外国人の多様性を理解す
ることを端緒として、揺らぐことのない実践を積み重ねてこられたことを理解した。インタビューは
刺激的で、ソーシャルワーク実践を振り返る大変意義深い機会となった。 
 倫理的配慮のもと、事例について説明を頂いた。丁寧なアセスメントがあってこその実践であるこ
と、法の熟知による柔軟な提案、支援に必要な機関や人材とつながる努力などを確認できた。 
 ネットワーキングに関しては、行政機関や地域の他職種との連携や協働が広がっている。その構築
の一方法として、「外国人支援関係機関連絡会議」があり、フィクション事例を用いて、実践的で有
効な支援方法を学ぶ機会を提供している。このような在り方は、ミクロレベルの支援にとどまらずメ
ゾレベルへ、そして入国管理局のヒアリング協力などにより、マクロ領域を見据えた支援構築への期
待に連なる。 
 「多文化ソーシャルワーク」においても、支援者が育ち、社会福祉士などの資格者が増えることで、
更なる支援の質向上とその汎化が重要である。矢野氏のこれまでの努力や奮闘に敬意を表すともに、
今後の「多文化ソーシャルワーカー」の人員確保・定着が可能となるよう、解決策が見いだされる必
要性を痛感した。
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2. 海外 
 
(1) オーストラリア 

ニュー・サウス・ウェールズ多文化局（Multicultural NSW） 
 
① 組織・活動概要 

ニュー・サウス・ウェールズ多文化局（以下、NSW 多文化局）は、世界で最も文化的多様性を有
する州の 1 つとして地域の調和と社会的結束を推進する役割を持つ NSW州の政府機関である。当機
関は文化的かつ経済的繁栄を達成するための手段として文化的多様性を活用し、より強い NSW 州を
構築することを目指している。 

当機関は次の3つの重大な原則に基づき活動を行っている: 
 社会のあらゆる領域に関与し、社会参加への障壁を取り払う。 
 サービス及びプログラムを利用する機会が平等に与えられるようにする。 
 州の資産としての文化的多様性を通して社会的かつ経済的能力を拡充する。 

 
当機関は、NSW 州において多文化に配慮した原則を支持するための政策及び法的枠組みの実施を

先導する機関である。 
当機関は活動の一環として、地域のレジリエンスを強化し、社会的結束を守る方法を積極的に提示

している。 
 

NSW多文化局は以下のような活動を行っている: 
 コミュニティの参加を促進し、コミュニティの調和と社会的結束を構築するイベント、

コミュニティ向けプロジェクト及び活動に資金を提供する。 
 地域諮問評議会ネットワークやコミュニティの関与を伴うその他のフォーラム及びネッ

トワークによってコミュニティの問題に対処するイニシアチブを支援する。 
 文化的及び宗教的多様性と社会の調和を推進し理解するための多文化及び多宗教共生の

イニシアチブを支援する。 
 

NSW多文化局は、NSW州への移住者の定住に対する対応を主導している。定住支援センター副所
⾧として、筆者（タリア・スタンプ）はこの対応の責任部署である定住支援チームを率いている。同
チームは、NSW 州の難民及び移民の人々が新しい居住地で⾧期にわたって社会的及び経済的に豊か
な人生が送れるような社会を実現するために、ソーシャルワークのメゾ及びミクロレベルのアプロー
チから活動を行っている。 当機関は移民に対する直接的な支援を提供しているのではなく、文化的
に包括的で適切な資源及びサービスが十分に調整され、実施を確実にするために、移住者に対して支
援を提供している3つの統治階層及びその他の部門の間の強固な関係性の構築に注力している。当機
関はまた、定住支援の課題に対応し、移住者の人々が NSW 州内のどこを居住地として選択しようと、
そこで豊かな人生を送る機会を提供するための革新的でエビデンスに基づくアプローチの設計及び提
供を促進している。 

2021 年から 2025 年の NSW 多文化局の戦略的計画に基づく定住支援チームの目標は以下のとお
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りである2: 
 サービスの格差に対処し、コミュニティのニーズを満たすために、NSW州政府のあらゆ

る機関に関わる活動を行う。  
 定住支援及び移民のための計画立案を補助するためにコミュニティと連携する。  
 新規または新興コミュニティから来た人々が政府の意思決定に参画する機会を増やす。  
 地域のコミュニティが新たにその地に入ってきた人々を歓迎し、定住・定着させるため

の支援を提供する。 
 NSW州の定住支援戦略を実行する。 

 
② 地域社会の特徴 

a. 人口 
NSW 州はオーストラリアの中で最も大きく、最も文化的多様性を持つ州である。総人口は 817

万人である。シドニーがNSW州の州都であり、人口530万人を有している。 
NSW 州の人口増加は歴史的に外国人の純流入数により支えられてきた（外国からの入国者数より
外国への流出者数の方が少ない）。最近のデータによると、NSW州の人口は特に外国人留学生など
の短期滞在移民の流入により増加している。  

 2019年、NSW州には28万人を超える外国人留学生がいた。 
 2019 年、NSW 州には技能労働者移民、人道主義移民、及び家族呼び寄せなどの恒久的

な移民により、10 万人を超える人（全国のあらゆる地域のうち 35%を占める）が定住
した。 

 
2016年の人口調査によると、NSW州内の状況は以下のとおりである: 

 NSW州 にはオーストラリアにいる外国出身者の33.6%が居住している。 
 NSW 州の人口の 27.6%は外国出身者である（オーストラリア全土の人口における外国

出身者の割合は26.3%）。 
 NSW 州の人口の21% は英語圏ではない国の出身者である (対して、オーストラリア全

土の人口における非英語圏出身者の割合は17.9%)。 
 世界のおよそ225ヶ国の出身者がNSW州を居住地としている。 
 全州都のうち、外国出身者の人口が最も多いのはシドニーであり(1,773,496)、次いで

メルボルン（1,520,253)、パース （702,545)が続く。 
 NSW州では、住民の祖先の民族の種類は 307 に上り、146の宗教が信仰され、215 を

越える言語が話されている。 
 

b. 移民者数の程度に対する意見 
近年、シドニーでは、人口過剰の問題に関する政治的またはメディアによる論評を耳にするよう

になっている。同時に、多くの地方や農村地域では著しい人口減少に直面しており、労働力や人材
に対するニーズが満たされなくなっている。こうした状況がシドニーへの移民の受入れを減らし、
地方への移民を増やそうという声につながった。 

 
2 https://multicultural.nsw.gov.au/file_download/277, 2021.11.08 
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しかし、COVID-19 のパンデミック以降、技術者不足が拡大し、今やオーストラリアの移民受入
れ数の引き上げ（シドニーを含む）を求める公的機関からの要請（NSW 政府からの要請も含む）
もある3。  

 
c. 多文化主義に対する支援 

オーストラリア人の大半が多文化主義を支持しており、自分たちの生活にもたらされる文化的多
様性の利益を認識しているというエビデンスがある。Scanlon Monash Mapping Social Cohesion 
survey（全国社会的結束力調査）4によると、2020 年はオーストラリア人の 84%が多文化主義は
オーストラリアにとって良いことであるという意見に賛同または強く賛同しており、2019 年の
80%から統計学的に有意に増加したことが示された。  

しかし、このような肯定的な見方がある一方で、それに並列して一部のマイノリティに対する一
定のレベルの否定的な感情も存在している。2019 年には、オーストラリア人の約 5 人に 1 人
（19%）が差別の対象となったことを報告している。Scanlon のベンチマーク調査である2007年
の調査では、基準値として全般的な Scanlon Monash Index（SMI）が 100.0 ポイントと設定され
た。2019 年の全国の指標は 89.6 であった。しかし、SMI は 2020 年の COVID-19 パンデミック
期間中に社会的結束力が上昇したことを示しており、2020 年 11 月には 92.3 という最高値に達し
た。  

 
 
出生国 トップ5 

 
 
 
 
 

 
3 https://www.afr.com/politics/perrottet-backs-big-nsw-as-immigration-debate-heats-up-20211013-p58zpc, 

2021.11.08 
4 社会的結束及び人口問題（社会的結束、信頼、移民、難民申請者、及び民族的、文化的、宗教的多様性に関する世論

の議論が含む）に関する調査報告書（毎年発行）。豪州で普及している指標であり、政府の政策立案等の参考としても

活用されている。 
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話されている言語 トップ5 

 
 
祖先の民族 トップ5 

 
 
 
③ 政府（国、州、または地方自治体）及び定住支援政策との関係 

a. 3つの統治階層 
オーストラリア政府は、新しい移民及び難民の人々の定住体験を支援するうえで、3 つの統治階

層がそれぞれ異なる役割を担っている。以下に大まかな要約を提示する。 
 

i. オーストラリア政府 (連邦政府) 
 移民プログラムを統括する（ビザの発給、受入れ定数の決定5、難民の定住地の指

定6、永住権／市民権の取得基準の規定）。 
 定住支援サービスへ資金を提供する（成人移民英語教育プログラムや拷問及び精

神的外傷に対するカウンセリング等、到着から5年以内の移住者に対する定住支援
サービス）。 

 Centerlink（社会保障給付金）及びJobactive（求職者向け支援）の提供 

 
5 例えば2020-21年に内務省（DHA）は人道的ビザのために最大13,750人の場所を確保した。これにはUNHCR第三

国定住プログラム（難民ビザ200、204）、家族支援人道ビザ、難民申請者に付与される保護ビザが含まれる。 
6 難民ビザ200、204の場合、DHAが州と都市を決定する。通常、NSW州は毎年、到着した難民の30％を受入れる。 
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 オーストラリア政府の事業及び基金で運営されている定住支援サービス利用のた
めの通訳サービスを提供する。 

 
ii. 州及び準州の政府（NSWを含む） 

 学校教育、職業訓練、保健サービス、児童の保護、ドメスティック・バイオレン
スに関する支援、住宅サービス、警察、法的サービス等の中核的なサービスを提
供する。 

 専門的な移民及び難民支援サービスに資金を提供する（通常、NGO に委託され、
州政府からの資金で運営される。例えば、難民雇用支援プログラム及び NSW 
GROW <45ページ参照>）。 

 望ましい移住者数の程度7及び移民のニーズに関して連邦政府へ提言及び情報提供
を行う。 

 州政府が提供するサービス利用のための通訳サービスを提供する。 
 

iii. 地方自治体 
 地方のコミュニティでの多文化主義及び社会的包摂を推進する。 
 図書館、コニュニティグループ、コミュニティの交通機関、公園、及びレクリエ

ーションなど、コミュニティ向けサービスを提供する。 
 

3つの統治階層がそれぞれ異なってはいるが互いに補完的な機能を果たしている。 
NSW 多文化局は州政府の機関であり、当機関は NSW 州政府内で、移民及び難民の定住支援に関
連する全ての事案について中心的役割を果している。当機関は定住支援サービス自体を提供してい
るのではなく、州全域で移民の人々が直面する新たな組織的問題、あらゆる支援及びサービスの格
差、及び定住支援の成果を強化する機会を特定し、NSW 州政府の全部門及びコミュニティの全機
関を対象とした活動を行い、関連する政策の周知、推奨、開発を行い、対応策を策定している。 

 
また、当機関は連邦政府の政策に関係する問題に対しては連邦政府に事案を付託し、地方のコミ

ュニティに影響を及ぼす問題に対しては事案を地方自治体に付託している。当機関は、移民及び難
民としてこの地に来る人々が確実に必要なサービス及び支援を受けることができ、自身の可能性を
認識し、帰属意識及びオーストラリア社会への包摂を実感することができるよう、あらゆる統治階
層と提携して活動することに取り組んでいる。 

 
もう一つの主要な役割は、ベストプラクティスの事例を発掘し、NSW 州の様々なコミュニティ、

グループ、及び機関と共有することである。この活動により、政府及びコミュニティ機関が定住支
援活動を改善しやすくなる。当機関には強固なコミュニケーション及びメディア機能があり、

 
7 毎年、連邦政府は州政府と準政府に、移民・難民数について助言するが、最終的には州政府の視点を考慮し決定す

る。難民の場合、サービスの利用可能性、適切な住居、受入れコミュニティの態度、自然災害の影響、その他の社会

的・福祉的問題を考慮する。移民の場合、特定の場所での労働力不足を考慮し、州の様々な地域で労働力を必要とする

主要産業に関するデータと情報を提供している。 
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NSW 州に住む移民、難民、及び難民申請者の実例に基づく肯定的な情報の発信を推進している
（動画またはインタビュー記事）。当機関は、NSW 州民の中に、NSW 州への移民がもたらした大
いなる貢献（経済的、社会的、文化的貢献）の実例に対する肯定的な印象が形成されることを目指
している。 

 
2015 年以降、シリアやイラクからのオーストラリアへの難民の受入れが増加したことを受け、

その増加した難民の管理及び調整のために、NSW 州への難民の第三国定住の総合コーディネータ
ーという新しい地位が誕生した。ピーター・シャーゴールド（Peter Shergold）教授（元首相内閣
府次官で影響力のある人物）がその地位に任命され、NSW 州首相直下の地位として活動している。
NSW 多文化局の定住支援チーム（筆者タリア・スタンプにより運営）はシャーゴールド教授と連
携し、活動の推奨、調整、実施を行っている。彼の任期期間中、総合コーディネーターは難民に対
する追加及び強化サービスに対する NSW州からの 4千万ドルもの追加資金提供の確保に助力して
いる（NSW 州政府だけでなく受託 NGO からのサービスも含む）。この総合コーディネーターの活
動は、定住支援サービスへの資金提供の重要性に対する NSW 州上層部の関心を集めるため、また、
産業部門、コミュニティ部門、及びあらゆる統治階層をとりまとめてサービス提供を調整するため
に不可欠である。2020 年より、その役職名は定住支援のための NSW 総合コーディネーターに変
更され、対象は移民、短期滞在ビザ取得者、及び難民に拡大され、COVID-19 パンデミック期間中
に移民が確実に支援を受けられることに重点的な焦点が置かれた。 

 
b. 全国的な定住支援の枠組み 

全国的な定住支援の枠組み8とは、移民及びオーストラリアへの新規移住者の定住を支援するサ
ービスを有効に計画し、提供するために連携して活動している諸統治階層に適用される大まかな構
造的計画である。 

この枠組みの中で定められた各統治階層のそれぞれの責任は以下のとおりである。 
連邦政府 州及び準州政府 
-移民及び人道的プログラム及び難民申請者に対
する政策を執行する憲法上の責任を有する。 
-移民及び新規移住適格者に対して、定住後早期
に、主要な特殊の定住支援サービスを提供する。 
-多数の連邦政府機関による一連の主要なサービ
スを提供し、移民及び新規移住者の到着時のニー
ズ及び⾧期的なニーズを満たす。 
-その他の一連の主要なサービスのための資金を
州及び準州に提供する。 
-難民申請者支援サービス 
-定住支援の障壁となっている問題に対処するイ
ニシアチブへ資金を提供する。 

-オーストラリアのコミュニティに対し、利用
可能かつ公平なサービスを提供する。 
-政府が特定の場所へ優先して定住させるべき
だと考えている、または定住を奨励する移民
及び新規移住者への補足的サービスに対し資
金提供を行うこともある。 
-管轄区域によって、及びコミュニティによっ
て支援の種類及びレベルは異なる。 

 
8 https://immi.homeaffairs.gov.au/settlement-services-subsite/files/the-national-settlement-framework.pdf, 

2021.11.08 
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地方自治体 非政府部門 
-特定のコミュニティグループのニーズ及び問題
に関して、その他の統治階層に情報を提供する。 
- 地方のコミュニティに対し、適切な場合、及び
資金力に応じて、移民及び新規移住者及びイニシ
アチブに対する特殊サービスなどの一連のサービ
ス及びインフラストラクチャーを提供し、特定の
地域への定住を奨励する。 

-一般大衆レベルで移民及び新規移住者に関与
し、コミュニティ及びクライアントの集団、
定住支援のニーズ及び社会政策の問題に対す
る諸統治階層への提言に際し、重要な役割を
果す。 
-非常に豊富な経験及び知識に基づき、有効な
定住及び支援サービスの計画立案及び提供に
寄与する。 
-主要なサービスと定住支援部門及びコミュニ
ティとのつながりを構築する。 
-特別なニーズ（ボランティアにより運営され
るプログラム、緊急援助活動、産業イニシア
チブ、コニュニティ共同組合、民族関連協会
等）を満たすための広範にわたる支援及び介
入。 

 
④ 多文化ソーシャルワークとコーディネート 

ここでは、多機関連携・コーディネートの例として、JPWGとNSW GROWについて紹介する。  
 

a. 難民の第三国定住支援に関する合同作業グループ（JPWG: Joint Partnership Working Group） 
2015年の難民の第三国定住支援のためのNSW総合コーディネーター任命に続き、NSW州政府

は政府の意思決定のための情報を提供し、措置の優先順位を設定し、システムレベルの問題を特定
し、難民の定住支援に対する新しいアプローチを試験的に実施するコミュニティの能力を強化する
ために、JPWGを設置した。このグループは3ヶ月に1度会議を行っており、難民の第三国定住支
援のための NSW 総合コーディネーターが議⾧を務め、NSW 多文化局が事務局を務めている。メ
ンバーとして NSW 州政府の関連部署（NSW 多文化局、保健局、教育局、警察本部、コミュニテ
ィ・司法局、法律扶助委員会、産業局、州首相内閣府）、連邦政府の関連部署（内務省、社会サー
ビス省、雇用及び訓練省、人的サービス省）、及び NSW 州地方自治体（地方自治体を代表する組
織）の上層部の代表者、及び主要なNSW州の定住支援機関のCEOが参加している。  

 
i. NSW州の定住支援の管理上の枠組み 
NSW 州全域にわたる定期的な交流を可能にする、多文化主義及び定住支援のための機関間ネ

ットワークが多数存在する。もともとはオーストラリア政府の人道的定住支援プログラムと関
連していたネットワークもあり（到着後 5 年以内の難民及び移民の支援）、サービス提供機関を
とりまとめる地方機関で構成された地方のネットワークもある。NSW 多文化局は「エスカレー
ションテンプレート」を作成して各機関間ネットワークに提供し、各機関が組織的な定住支援
の問題をJPWGに付託し、そこで議論及び検討することができるようにしている。 

JPWGは、NSW州政府移民及び定住支援計画委員会（GISPC: NSW Government Immigration 
and Settlement Planning Committee）及び社会政策担当官協議会（SPSOG: Social Policy Senior 
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Officers Group）を介したNSW州政府との確実な接点を有する。JPWGは、定住支援に関するサ
ービスとその成果を調整し、監視する責任を有する上位機構である定住支援の成果に関する上
級担当者協議会（SOSOG: Senior Officers Settlement Outcomes Group）とのつながりも持って
いる。SOSOG は、関連する連邦政府機関、全ての州及び準州（NSW 多文化局含む）、及びオー
ストラリア地方自治体協会を代表するメンバーから構成されている。 

管轄区域間のフォ
ーラム 

定住支援の成果に関する上級担当者協議会（SOSOG） 
連邦政府、州・準州政府が集まり、定住に関連する問題を進展させるための政府間
フォーラム 
SOSOGの州及び準州の準備会議 
NSW州は、連邦政府との会合の前に、州・準州政府政府との会合を主導。 

 
NSW政府 

社会政策担当官協議会（SPSOG） 
NSW州政府の上級代表者が NSW州政府全体の様々な社会政策問題について話し合
う。 
NSW州政府移民及び定住支援計画委員会（GISPC） 
NSW GISPCの目的は、NSW州の移民の定住問題を戦略的に計画、監視、対応する
ことである。 総合目標は、NSW 州内の難民、移民、難民申請者の前向きな解決の
成果に貢献し、これらの人々の完全な経済的及び社会的参加を促進するサービスシ
ステムを形成する。 

 
コミュニティと政
府 

 

合同作業グループ（JPWG） 
2015年後半に、第三国定住難民のためのNSW総合コーディネーター（現在は定住
のための総合コーディネーター）の諮問機関として設立された。 JPWG は、政府及
び非政府部門の上級リーダーを集めて、提案を共同設計し、NSW 州の定住サービ
スシステムを改善する。 

 
コミュニティ・フ
ォーラム 

移民及び人道的定住に関連するネットワーク、グループ、委員会 
以下を含む: 
-人道的定住プログラムネットワーク（SSI9及びオーストラリア赤十字社がJPWGに
フィードバック） 
-難民支援ネットワーク（マーガレット・パイパー氏10はJPWGにフィードバック） 
-難民申請者の省庁間（オーストラリア赤十字社がJPWGにフィードバック） 
-フェアフィールド市定住行動計画ワーキンググループ（CORE コミュニティサービ
ス11はJPWGにフィードバック） 
-コフスハーバー市定住行動計画ワーキンググループ（SSIは JPWG にフィードバッ
ク） 

（出典:筆者の定住支援チームの資料） 

 
9 SSI（Settlement Services International）: 移民・難民の定住サービスを行う民間非営利団体。NSW州全体で11の移

民資源センターと多文化サービスを統括する州全体の組織でもある。 
10 Margaret Piper:オーストラリア難民評議会の事務局⾧（1991－2005）を務めるなど、難民領域での重鎮者。 
11 CORE Community Services:シドニー南西部地域を中心に、５つの分野（児童、若者、高齢・障がい者ケア、多文

化、地域参加）にわたって個人及びコミュニティに対して多様なサービスや活動を提供する民間非営利団体。 
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ii. JPWGの功績 

 JPWG はコミュニティと政府間の連携を深め、移民及び難民に対する支援を強化し
たとして、NSW 州の定住支援部門から広く称賛されている。以前は、多くのコミ
ュニティ機関にとって政府の意思決定に影響を及ぼすことは難しかったが、JPWG
は政府に接触するための直接的な経路を提供し、コミュニティ機関が政策決定者
との関係性を構築できるよう支援した。  

 2020 年の COVID-19 パンデミック発生時、オーストラリア政府はオーストラリア
国民に対する多数の経済支援対策を発表したが、短期滞在移民の人々（難民申請
者含む）はこれらの支援が受けられなかった。JPWG に参加している NGO の代表
者（難民申請者への支援組織を含む）は、経済的支援の利用資格を持たない短期
滞在ビザの取得者や特に難民申請者の福祉に関して強い懸念があるとして、JPWG
に対してこの問題を付託した。NSW 多文化局は、JPWG を通して NSW 州内の難
民申請者の数及びその人々が COVID-19 によってどのような影響を受けているか
（例えば、サービスを利用しているクライアントの割合の増加、食物支援に対す
るニーズ、ホームレスの増加等）についてコミュニティ機関からエビデンスを集
めるため、また NSW 州政府の関連部門からのエビデンス（NSW 保健局が提供す
る重要な精神衛生関連サービスを利用する難民申請者の割合の増加に関するデー
タ等）を集めるための取組みを調整した。この情報を利用して、NSW 多文化局は
NSW 州財務局に対し、緊急経済支援対策法案を提出した（多文化主義政策担当大
臣が財務委員会へ出席）。この法案は最終的に可決され、パンデミックの発生以降
（JPWG の機関が継続的に連携し最新のエビデンスを提供することにより）、2 千
万豪ドルを超える金額が NSW 州のコミュニティ機関に提供され、COVID-19 によ
る影響を受けた難民申請者、短期滞在移民、及び難民の人々に対する直接的な支
援及びサービスの提供のために使用されている。このようなエビデンスを活用し、
NSW多文化局はSOSOGを介して連邦政府に対し（JPWGに代わって）、政策の変
更も提唱した。 

 
iii. ソーシャルワークとの関連 

COVID-19流行期間中の難民申請者への資金提供確保のためのJPWGの取組みの成功は、ソ
ーシャルワークのアプローチを用いて行った社会的措置の一例である。JPWG を通して、
NSW 多文化局は知識の結集と JPWG メンバーの立場を利用した対応策を打ち出し、実施した。
当機関は NSW 州にいる難民申請者が直面している複雑かつ組織的な障壁に対処するためには、
コミュニティ機関との共同及び政府全体で行う共同が必要であるということを認識した。こ
の共同には以下のことが含まれる。 

 難民申請者の健康、雇用、居住、及び幸福に対する COVID-19 の影響に関連する
エビデンスの調査及び収集を実施する。 

 問題に対する政府の様々な部門の意識を高め、様々な機関が解決策を見出すこと
を奨励し支援する。経済支援対策法案をNSW州財務局に提出する。 

 難民申請者が属するコミュニティの機関とともに支援対策法案を策定し、それら
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の機関がサービスを提供できるように資金を提供する。 
 難民申請者が属する機関とともに委員会を設立し、機関間でサービスを調整し、

進捗を報告し、新たに発生する問題及び組織的問題を提議する。 
 

iv. JPWGの課題: 
 JPWGは時として、組織的な問題の特定及び戦略的意思決定に注力するよりも、情

報共有の仕組みとして機能することがある。このグループがメンバーの活動への
継続的な参画に明確な焦点を置くようにすることが重要である。COVID-19により、
JPWGは新たな目的意識を持つことになった。 

 JPWGは難民のシドニーへの定住に重点的に取り組む傾向があり、常に地方のコミ
ュニティのニーズを検討するということを行ってこなかった。このことはメンバ
ー全員の拠点がシドニーにあることが主な原因である。 

 実際の経験を有する人々の参画または情報提供が不十分である。2019 年から、難
民の経歴を持つ人の JPWG への参画を招聘しているが、議論及び審議に実際の経
験を本格的に反映させるためにはさらなる検討が必要である。 

 ある管轄区域が管轄する問題に対して連邦政府から関心を集める／解説策を得る
ことはたいていの場合困難である。こうした問題は通常SOSOGを介して上位機関
へ付託される。 

 NSW 多文化局は JPWG に定住支援の問題を付託したいと考えるコミュニティ機関
または機関間ネットワークからエスカレーションテンプレートを受領することが
ある。しかし、これらは必ずしも十分に検討されたものではなく、あるいはそれ
が組織的問題であり、政策的な対応を必要とする問題であることを証明するエビ
デンスによって裏付けられているわけではない。JPWGに問題を付託するために、
問題を付託した機関に差し戻し、その問題に関するさらなる情報を提示すること
と、まずは地方の問題として解決することができないことを証明するよう依頼し
なければならないことも多い。筆者が NGO 部門で認識した NGO との違いは、問
題の組織的な性質を分析／把握し、政策的な対応に影響を及ぼすために利用され
得るデータ及びエビデンスを政府に提示する方法を策定する能力が必要であると
いうことである。 

 
b. NSW GROW (NSW州 での移民を歓迎する地域の拡大:3年間の試験的実施) 

NSW 多文化局は、リベライナ（ウォガウォガとその周辺のより小さな町を含む）とマレー地域
（オルベリーとその周辺のより小さな町を含む）という NSW州の 2 つの地域の地域の枠を越えた
戦略的パートナーシップを確立するために現在、試験的プログラム、「NSW GROW」を展開して
いる。このプログラムは西シドニー地域に地域雇用拠点を設立し、関心のある移住者の求職者と関
わりを持ち、そうした求職者をマレー地域及びリベライナでの適切な雇用の機会に結び付け、移住
に関する意思決定のための情報を提供し、その移住を促進するための補助を提供しようというもの
である。 

筆者は地域のその地に根差したパートナーシップは協働及びコーディネーションの核心的な事例
であると考えているため、主にこのパートナーシップについて説明する。 
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i. NSW GROWの目的: 

 西シドニー地域と NSW 州の特定の地域間で移民の二次移動のためのつながりを形
成するため、あらゆる部門間の調整を必要とする取組みを支援する。 

 参加する地域のコミュニティ及び移住者のために、持続可能な社会的かつ経済的
成果を推進する。 

 
ii. NSW GROW が目指すもの: 

 移住者を魅了し定着する地域コミュニティの能力の強化（地方における社会的統
合の成果の強化を含む）。 

 NSW 州の特定の地域への第三国定住に向けた、コレクティブインパクト（協働に
よる効果）12を用いたアプローチの調整。 

 西シドニー地域への移住に関心のある移住者が雇用及び生活の機会を求めて NSW
州の特定の地域へ移住するための援助の提供。 

 
この試験的プログラムの対象地域のその地に根差したアプローチを通して、NSW GROWは、地

方のコミュニティ及び機関に資源を提供し、移住者（移民と定義され、難民申請者を含む短期滞在
移民及び難民を含む）の関心を惹きつけ定着につなげる戦略的で共同的なアプローチを主導する。
地域に焦点を当てることによって、コミュニティがその独自の経済的かつ社会的目的に対処するこ
とができ、また、地域レベルで他の地域と一緒に参画することによって地域全体の既存のサービス
及びインフラストラクチャーが改良され、移住者の包摂が強化される。 

 
iii. デザイン 
プログラムに対する資金は NSW 州政府が提供しているが、その地に根差したパートナーシッ

プの設立は各参加地域によるボトムアップ方式により策定されている（NSW 州政府をパートナ
ーとして）。各地域では、以下のことが実施された: 

 地域全体の好機を認識し、移民の定住支援ニーズ及び機会を検討するたに、関係する地
方自治体、コミュニティ機関、ボランティア団体、信仰に基づく団体、及び雇用者及び
産業団体を招聘して初回ワークショップが開催された。 

 地域のタスクフォース（ワークショップからの出席者が参加した。後に地方自治体の部
門横断的な代表メンバー、及び該当する地域全体を網羅する様々な部門を代表するメン
バーを正式に参加者とした)。 

 地方ごとの適切な主力機関の特定及び推奨（地域の各タスクフォースがイニチアチブを
調整する役割を持つ地方の主力機関を指定）。こうした主力機関は、3 年間のプログラム
実施期間中を通して資金提供を受け、コーディネーター及び管理者を雇用し、それらに
対して地域のタスクフォースメンバーが決定した活動を支援するための「開業資金」を
与える。 

 
12 立場の異なる組織（行政、企業、NPO、財団、有志団体など）が組織の壁を越えてお互いの強みを出し合い社会的課

題の解決を目指すアプローチ 
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 リベライナの主力機関はRegional Development Australia Riverina（地域の経済的成⾧の
基盤を構築することに注力している民間非営利団体）である。マレー地域の主力機関は
Red Cross（オーストラリア政府から委託を受けているオルベリーを拠点とした人道的定
住支援機関）である。 

 
【モデル】 

 
 

iv. リベライナとマレー地域のその地に根差したパートナーシップ 
試験的プログラムの各実施地域では、NSW GROWより、地域全体のニーズを評価し、資金提

供を受けられる可能性のある機会及び既存の資源を特定し、関連する活動を規定する戦略的で
⾧期的な移住者誘致・定着の計画を策定するためのその地に根差したパートナーシップ開発の
ための支援が提供されている。この活動の目的は、移民の社会への統合と包摂に対する体系的
なアプローチを促進することである。 

 
NSW 多文化局は、コレクティブ・インパクトの専門家を関与させ、多部門に及ぶ利害関係者

及び実体験を有する人々が移住者の誘致・定着のビジョンを共有することができるように支援
を提供する。 

 
リベライナとマレー地域の地域タスクフォースは、移住者誘致・定着に向けた地域の戦略的

アプローチを指導し、広範囲におよぶ3つのカテゴリーにまたがる様々な関連イニチアチブを管
理する。 

1. コミュニティによる歓迎  
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2. 雇用 
3. サービスの調整（コーディネーション）  

 
各地域のタスクフォースは、自治体の上位部門、産業及び雇用者、コミュニティ及びボラン

ティア団体、及び NGO と主要なサービス提供機関の代表者から構成されている。このタスクフ
ォースは目標に向けた全体の進捗状況を監視し、プログラム運営委員会に対して組織的な問題
を通知する。関連する地域の戦略の要素を進行させるために特定の作業グループが形成される
可能性もある。 

 
各地で、主力となるコーディネーター（Backbone Coordinator:主力機関のスタッフ）に対し、

タスクフォースに代わって誘致・定着の計画を策定し、日常的な運営管理を監視し、タスクフ
ォースの意思決定のために情報を提供するための資金が提供されている。主力コーディネータ
ーは、多様な考え方を確実にタスクフォースの計画立案に組み込むことを目標とした諮問団体
と鍵となる利害関係者をとりまとめて特定のプロジェクト／イニチアチブを主導する作業グル
ープを調整し支援する。重要なことは、この主力コーディネーターが各地域にとって、西シド
ニー地域の地域雇用拠点への一次的な接点となっていることである。 

ソーシャルワークの実践に従い、主力コーディネーターはコミュニティのための活動と計画
立案の役割も担っている。主力コーディネーターは、移民に影響を及ぼす地域全体の制度及び
構造を理解し、構造的な変革によって社会的正義を達成するために活動することを目的として
いる。主力コーディネーターは、戦略的な連携を確立し、共同を促進し、コミュニティの能力
を育成することによって、この活動を行っている。主力コーディネーターは、問題を把握し、
それに対処するための共通の目標を策定するためにコミュニティのリーダー、多種多様な利害
関係者、及び移民の人々とともに活動する。 

NSW 多文化局は、主力コーディネーター及び主力機関をパートナーとしてともに活動する。
当機関は、良い実践に関するエビデンスを共有（地方及び全体）することで能力育成の役割を
果し、地方に関連する問題を検討し処理するのを助け、政策的対応を要するような新出の組織
的問題を提議するためのエスカレーションの機会を提供する。また、主力コーディネーターが
政府と政策決定プロセスがどのように機能しているかを把握できるよう補助し、問題の解決策
を見出すために政府の意思決定機関へのアクセスを提供できるように助力する。更に、当機関
は、プログラムの経過の監視も行う。主力コーディネーターは年に2回、自身が設定した年ごと
のプログラムの目標に対する進捗をどのように追跡しているかについて報告する必要がある。  

 
各パートナーシップに対する主要な活動:  

 地域のタスクフォースを設立し、3 年間の試験的実施期間中、タスクフォースのメ
ンバーが主力コーディネーターの機関を特定する（完了）。 

 適切な雇用、及び地方・地域レベルでのコミュニティ及びサービス部門の機会及
び優先事項を特定するための調査及び協議を実施する(現在実施中)。 

 移住者の誘致・定着のための戦略及び地域で使用される成果に関する枠組みを確
立し、行動計画を支援する。  

 柔軟な開業資金を活用し、既存のプログラムに資金を投入して地方の優先事項に
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対処するための行動計画を実施する。  
 地域雇用拠点（西シドニー地域）とのネットワーク及び人材紹介の経路を確立し、

共有された成果を達成するために共同する。 
 NSW 多文化局に対し、プロジェクトの計画の実施に関する報告を毎年行い、プロ

グラムの評価に寄与する。 
 
⑤ 課題・展望 

a. コミュニティ全体として対応するための調整に投資することが重要である 
移民の定住支援に関して、都市または町がどれほど豊富な経験を持ってるかにかかわらず、あら

ゆるコミュニティには既存の専門家、ボランティア団体、サービス、知識、スキル及び資源があり、
移民の社会への統合を支援するためには、それらに対し資金を投入される可能性がある。しかし、
その必要性は各地域特有の状況によって異なっているように思われる。したがって、地方の利害関
係者が主導する「コーディネーション（調整）」に投資することが重要である。投資先は、地方の
サービスまたは自治体に置かれたコーディネーターの地位かもしれない。ただし、この地位にいて
多文化的な支援を実施する者にではなく、コミュニティの様々な部門が移民を受入れ、支援し、包
摂し、コミュニティ全体として対応するための調整を行う能力の育成に焦点が置かれる必要がある。
このためには、様々な利害関係者をとりまとめる機関間のネットワークの設立も必要となるだろう。 

オーストラリアでは、依然として多文化的コーディネーションに対する資金提供が不足している。
そのために、多文化的活動に向けたアプローチは埋もれてしまい、様々な利害関係者の間で衝突が
起こっている。「コーディネーション」の役割は通常、NGO の中に根差しているもので、それは政
策的な取組みから除外されがちな組織的問題に対処するために取組み、産業部門など、その他の関
係者の関与を得るために取り組むことである。有意義かつ組織的な変化を起こすために、調整の取
組みは情報共有を越えて計画、リスク評価、及び戦略的措置にまで拡大される必要がある。これに
は、政府、産業、及びコミュニティの様々な階層を早い段階で関与させ、支持を得ることが必要で
ある。 

 
b. オーストラリアの定住支援サービスモデルは農村地域や地方のコミュニティに不利益を与えて
いる 

より小規模な地方及び農村地域のコミュニティで移民の定住支援の大きな障壁となっているもの
は、そうした地域に大都市と同等の専門知識、サービス、及び資源へのアクセスがないことである。 

オーストラリアの課題は、連邦政府の資金提供による定住支援サービスモデルであり、このモデ
ルでは、都市を拠点とした機関や指定された地域の大規模なセンターがサービスを請け負い、特定
の定住支援が提供されている。つまり、（特に技術者や短期滞在移民向けのプログラムを通して）
移民の定住を見込めるかもしれない小さな町に、利用できる適切な支援サービスがないということ
である。 

この資金提供モデルはまた、資金提供を受けた機関の間の著しい競合を生み出しており、それに
よって連携や調整が妨げられている。 

 
c. 定住支援に関する会話に雇用者や産業団体が含まれていない 

オーストラリアの移民及び難民の定住者の雇用に関する成果は、政府に改善が必要な領域として
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認識されている。この問題は複雑であるが、主な要因は、定住支援サービス（例えば、ソーシャル
ワーカー及びその他のスタッフ）には産業や雇用者を効果的に関与させるための十分なスキルや知
識が備わっていないことである。 

移民の定住支援の一環として雇用者を関与させることは、人が仕事を確保する助けとなるだけで
なく、定住支援の成果に広く寄与することなる。産業部門のリーダーは自らのコミュニティの中で
影響力を持っていることが多く、そのコミュニティの中で受入れを歓迎する意識を広く形成する助
けとなり得る。産業部門のリーダーらはまた、孤立を軽減するうえで実践的な役割を果し、発生す
る定住支援の課題にも対処することができる。  

 
d. 明瞭な統治構造を確立する 

地方のコミュニティ団体及び機関は政府の政策及び意思決定者に影響を及ぼす経路を見出すため
の支援を必要としている。コミュニティレベルの人々や機関と政府の政策決定者との間は大きく分
断されている。コミュニティ及び地域レベルでは、地方に限局したネットワークや機関間の会議が
多数存在しているが、その参加者はどうやって政策のプロセスに影響を与えればよいか、どうやっ
て地方に特有の問題を提議し関心を集めればよいかについて理解していないことが多い。政府にコ
ミュニティの理解を助けることができるような手腕があることが重要である。 

 
e. 実体験を持つ人々を関与させる 

実体験を持つ人々に支援サービス計画の立案に意見を提示し、プログラム及び政策にも影響を及
ぼすことができるような機会を提供することは非常に重要なことである。実体験を有する人々はた
いてい、どのような解決策が必要かを一番よく知っているが、当機関の体制には、意思決定プロセ
スへのそうした人々の関与を本格的に推進するような仕組みがない。近年、オーストラリアの州及
び連邦政府は共同設計の重要性を認識しているが、それをどうやって成功させるかについての事例
は依然として少ない。 

 
f. 歓迎するコミュニティの構築に対して投資する 

より多くの人々（多文化主義支援団体以外の人々を含む）が多文化主義及び移民受入れの利点を
把握し、安全な方法でそれに対する恐れや懸念の声を上げる機会を持つ必要がある。定期的な情報
提供は非常に重要であり、それによって人々は早い段階で定住支援に賛同し関与することができる。 

 
 補足（スタンプ氏へのインタビュー:2021年12月1日オンライン） 

本報告ではタリア・スタンプ氏が執筆された寄稿をもとに、インタビューで得られた情報及び専門
用語の注意書きが森恭子により追補された。なお、特記すべき点について以下、補足する。 

 
 地域社会の移住者の受入れとコーディネーターの役割 

豪州では地域社会への移民・難民受入れにおいて政府による操作が行われている。その際、地域
社会が移民受入れに対してどの程度、理解・寛容度があるのかという情報を的確に政府に伝えるこ
とが重要である。例えば NSW 州のアーミデール（Armidale）という小さな町は、最初は移住者を
希望し、町が移住者を歓迎すると話していたが、約3年後、多くの移住者を受入れたことにより地
域社会の態度が変化した。従って地域のコーディネーターは、そうした地域社会の状況や態度など
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（すなわちソフトインストラクチャー）を政府に伝えることが肝心である。これによって政府は移
住者の数を調整することができる。 

 
 NSW多文化局がコーディネーション（調整）に資金を提供することについて 

通常、助成事業は、各組織（NGO・NPO など）に特定の目的のために資金を提供している。豪
州では定住サービス団体での助成金獲得競争が激しく、バラバラに活動している。「NSW GROW」
プロジェクトでは、コーディネーションを担う機関に資金を提供している。コーディネーション活
動への資金提供は、より協同的な活動につながることができる。また、草の根レベルの組織のコー
ディネーションだけではなく、定住支援においては、政府機関（政策決定機関）及び企業部門（雇
用促進）とのコーディネーションにも資金を提供する必要がある。 

なお、地域社会における移民・難民定住支援のためのコーディネーションは重要であるが、その
役割を果たしているソーシャルワーカーは豪州ではそれほど多くない。ソーシャルワーカーは特定
の領域（タイプ）に焦点を当てるとみなされているからである。 

 
 地域経済の雇用とコーディネート 

「NSW GROW」プロジェクトでは、リベライナ地域への移住者定住促進のために、Regional 
Development Australia Riverina（地域の経済的成⾧の基盤を構築することに注力している民間非
営利団体）にコーディネートを依頼した。この団体はそもそも移民・難民のための定住支援団体で
はなく、地域経済開発に焦点を当てているが、本プロジェクトを通して、地域の労働力不足の問題
ゆえに移民・難民の定住に関心をもつことになった。移住者を雇用主や職業訓練組織に移住者をつ
なぐことができるので有益である。この団体のコーディネーターは、地域の様々な領域にわたる定
住関連とも緊密に連携している。 

 
 市町村と移住者の定住 

市町村（councils）が、将来の地域計画づくりや地域経済活性化のためにも、移住者の定住にお
いて責任ある役割を果たすことは重要である。しかし。とくに地方の小さい町では人材や資金が不
足である。そのため、「NSW GROW」プロジェクトでは、コーディネーターとともに、5 年、10
年後の町の社会・経済計画を見据え、いかに移民定住と誘引が計画に適合するかを町と緊密に協力
して実施している。こうしたプロジェクトは大変重要であり関わりたいと言っている市町村もある。
また他の市町村は地域計画策定の中に移民定住活動を含ませ、それはより主流となっている。地域
住民が「市民」をみるとき、市町村の地域計画の中で移民定住に触れていれば、地域住民は自分た
ちのアイデンティティの正常な部分であることを認識できる。市町村のリーダーシップは、資源だ
けではなく、地域社会の移民に対する姿勢にとって大変重要である。 

 
 実践における理論 

スタンプ氏の実践において基本となっている理論は、システム理論とコミュニティ開発理論であ
る。スタンプ氏は、かつて NGO で難民・難民申請者へのケースワーク及びグループワークを行う
ソーシャルワーカーとして働いていた。しかし、個別ケースを通して構造的な障壁に阻まれている
ことや不平等について欲求不満を感じるようになった。彼女は、ソーシャルワークを学んだ後、開
発学の修士号を取得し、現在政府で働くようになり、彼女自身を政府内の「コミュニティ開発ワー
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カー」のようであると捉えている。トップダウンのような政府のやり方に挑戦し、代わりにコミュ
ニティ団体や NGO 及び当事者たちと協力し問題解決を図るだけではなく、彼らを政府及び政府間
へつなげ、システムに変化をもたらすよう努めている。いゆわる草の根レベルで日常的に支援に向
き合っていると、全体像が見えなくなるため、現在、政府機関で働くスタンプ氏は、システムにつ
いての理解を深めたので、彼らにシステムの障壁について説明し支援することができる。実際、共
同的なソーシャルアクション（collective social action）は、多くの異なるグループや組織のキャパ
シティを築き、システムを変化させることができるという。 

 
⑥ 調査者の所感  

NSW 多文化局は、日本でいえば、都道府県レベルの国際関連の部局に相当し、外国人への直接支
援ではなく間接支援としての役割を担っている。そこでの連携やコーディネートの例として、2 つの
プログラム－①JPWG（難民の第三国定住支援に関する合同作業グループ ）と②NSW GROW (移民
を歓迎する地域の拡大を目指すプロジェクト) が紹介された。前者は、現場の声を政策決定プロセス
に反映させるために、民間団体、地方自治体、連邦政府を含めた段階的な協議体の重要性を示したと
いえる。これは、まさにソーシャルワーク機能では、ソーシャル・アクション（社会変革）に値する。
後者は、地方で移民・難民を定住・定着させていくために、コーディネーターを配置・資金を提供し、
コーディネーターを中心に行政、企業、民間支援団体など地元の人々との連携・協働を図る例であっ
た。これにより、バラバラに展開されている地域の支援活動が視覚化され、それぞれの役割が認識さ
れたり、また企業とのコネクションが強化されたりなど、新規移住者の定住・定着に向けた効率的・
効果的な支援の仕組み作りが期待できる。日本においても、このようなコーディネーターを中心とす
る地域の外国人住民への支援体制づくりが求められるだろう。 
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(2) アメリカ 
 アジア・カウンセリング・アンド・リファーラル・サービス（ACRS: Asian Counseling and 

Referral Service） 
 
① 組織・活動概要 

a. 組織の概要や主な移民・外国人支援サービス内容（業務・活動）について 
 

i. ACRSの歴史: 
アメリカ、ワシントン州のシアトル市内にある、全米を代表する多言語・多文化サービスを

提供する、アジア・太平洋地域系移民に対するソーシャルサービス機関。ACRS は 1973 年、ワ
シントン大学の社会福祉学部の日系人教員のアンソニー・石坂教授と彼の学生数人が、韓国
系・日系・中国系・フィリピン系のアジア系移民に対し、ボランティアとして情報提供と家族
相談を開始し、草の根ボランティア団体として出発した。その背景には、アジア系の家族が白
人一般の相談機関を利用しても理解されない、特に精神的相談はしにくいという理由があった。
その後、アメリカは 1975 年頃より、インドシナ難民を受入れるようになり、政府の助成金も付
き、ベトナム人、ラオス人、カンボジア人等本国でリーダー的存在であった人物がソーシャル
ワークを学びながらACRSで相談員を勤めるようになった。難民として脱出してきた経験等から、
精神的な問題を抱える相談も増え、母国語で相談できること、母国の文化を理解した上で相談
ができることが強みとなって、精神科の非常勤医師を抱えた地域の精神保健サービス機関へと
発展していった。更に、移民・難民の定住・適応の問題、家族の問題、子どもの問題、就労、
帰化、老後の問題など、生活相談を受けるようになり、今では、300 人のスタッフを抱え、40
以上の言語で相談を受ける多文化ソーシャルワーク機関に成⾧した13。 

 
ii. ACRSのミッション 
ACRS は、革新的なコミュニティベースの多言語・多文化サービスを開発、提供、提唱するこ

とにより、社会正義、及びアジア系アメリカ人と太平洋諸島系住民、また移民、難民、アメリ
カ生まれを含むその他の十分なサービスの行き届いていない人々の福祉とエンパワメントを促
進する（ACRSホームページより）。 

 
iii. ACRS のプログラム内容（多言語・多文化で対応する当事者性を大切にするソーシャル

サービス機関） 
 

 言語・文化に対応した精神保健サービス 
- 精神科、小児精神科、投薬を含む精神療法及び東洋医学（針治療他）、依存症

治療、医療（業務提携のある内科・歯科）の提供。 
- 抑うつ、不安神経症、アメリカ生活への適応困難など精神的、情緒的悩みに

 
13 ACRSホームページ https://acrs.org/ 
石河久美子（2012）『多文化ソーシャルワークの理論と実践-外国人支援者に求められるスキルと役割-』明石書店 
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対応。ケースマネージメントとカウンセリングサービスの提供。精神鑑定を
行う場合、カウンセラーやケースマネージャーが医師や看護師から成るチー
ムの一員として加わり、通訳を行い、文化的な風習や考え方を説明する役割
あり。 

- バイリンガル・バイカルチュラルで社会福祉修士または臨床心理士の資格を
持つスーパーバイザーがおり、その下にケースマネージャーがいる（スーパ
ーバイザーがクライアントの事例で悩むケースマネージャーを支え、社会資
源を提供し、一緒に問題解決を図る）。 

- 日常生活支援（食料の提供、住居の斡旋、生活保護の申請、医療サービスの
紹介、学校への手続き、雇用）は全てのサービスに共通する。 

- カウンセラーのサービスは保険の点数の対象となるが、国家資格または保険
会社が各々定める資格が必要。クライアントとの同一言語・文化を尊重する
意味で、ケースマネージャーが対応することが多いが、保険対応が重視され
るようになると資格の問題が出てくる。 

- 2020 年位から、ACRS の財政は公的支援から徐々にクライアント各人の保険
の請求に変化しつつある。 

 
 高齢者及び成人向けプログラム 

- ケースマネージメント（保険、住居などの相談）、ダンス教室やカラオケ教室
（昼食付）、食料バンク、昼食サービス、ヘルパー養成、高齢者のネットワー
ク作り他 

 
 子ども・青少年・家族向けプログラム 

- 子ども・青少年・家族相談、精神保健診断とカウンセリング  
- カウンセリングと早期介入・防止予防サービス、学校・家庭・コミュニティ

における問題に対処するためのサポートと連携機能を提携する学校に出向き
提供している。 

- グループワーク（東南アジア男子グループ）、ティーンエージャー向けデート
DV プログラム、移民・難民の高校生向け就職準備講座、薬物依存防止プログ
ラム（薬物依存カウンセリング） 

- 多文化ソーシャルワーカー、親に対しアメリカの文化・教育システムについ
て情報や社会資源の提供、子どもたちへは移民してきた親たちの経験や歴史
を伝える。子どもは親の文化にもアメリカの文化にも溶けこめず、アイデン
ティティの確立に悩む事例が多い。 

 
 雇用訓練及び職業斡旋 

- キャリアカウンセリング・職業紹介（ボーイング社、アマゾン社他） 
- 就職準備（言語・技術面での研修） 
- 精神障がい者向け SE（サポート付き職業支援）プログラム（履歴書の作成、

面接の準備や指導、雇用者及びクライエント双方への雇用継続のための支援） 
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 帰化申請・移民サービス 

- 市民権取得・移民法講座及びE.S.L.（英語）講座の開催 
- 市民権申請の援助（申請書の記入や面接の準備など） 
- 移民・難民の法律相談（新型コロナウイルスで一時休止だが照会は行う） 
- 新型コロナウイルス関連支給金の申請相談 

 
 依存症治療プログラム 

- 薬物・ギャンブルの依存症や精神障がいからの回復・再発防止に関する個人
カウンセリング及びグループカウンセリング 

 
（その他） 

 個人カウンセリング（Private Practice）を Bellevue など郊外 4 ヶ所の支所で実
施、対象は特に低所得者とは限らない。シアトル近隣地域の住居費が高騰し、移
民・難民が市外へ流出する傾向が続いている。 

 
 コンサルテーション・社会教育 

- アメリカの一般的なサービス機関の職員を対象とした研修とコンサルテーシ
ョンの提供 

- 大学院などの看護、心理、医学部の学生に対するインターンシップや研修の
提供 

- 多文化ソーシャルワーカーの役目は、アジア系クライエントや移民・難民が
一般の援助機関でも援助者から理解され、適切な支援が受けられる環境を形
成するためのコミュニティワーク 

 
 基本的ニーズ 

- フードバンク 
- 高齢者向け昼食サービス 

 
 権利擁護 

- アジア系アメリカ市民、移民、難民への情報提供 
- 社会政策、選挙人登録、他関連問題の情報提供（新型コロナウイルス関連の

給付金申請支援や住居費の申請申請など） 
 

 法律相談 
- 無料法律相談 
- 新型コロナウイルス関連の給付金申請支援 
- キングカウンティ弁護士会と連携した法律サービス 

  
b. インタビュー協力者、橋本晴美氏のソーシャルワークやサービス内容（業務・活動） 
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橋本晴美氏 Harumi Hashimoto, LMHC, NCGC-II, SUDP (She/Her)は、ACRS の Recovery 
Services 部門のClinical Directorを務めている。2005年に臨床心理学の大学院で学ぶ傍ら、インタ
ーンとしてACRSに勤務、翌2006年よりスタッフとして採用され、精神保健の部門で働き、2007
年より Recovery Service（依存症治療）部門に移り 2010 年に、スーパーバイザー、その後 2021
年Clinical Directorとなって300人くらいのクライエントの臨床面のサポートに携わっている。 

  
② 地域社会の特徴 

地域社会の特徴及び外国人・移民との共生に関する地域特性 
 

 ワシントン州は、アメリカ本土の西海岸、カナダ国境より 182km,人口は 770 万人
（2020 年）、そのうち白人が 62%で、ラティーノ・ヒスパニックが 12%、アジア系
9.4%、アフリカ系3.8%など。 

 2021 年キングカウンティの人口（230 万人）のうち移民は、メキシコ系 23%、インド
系 8%、 中国系 7%、フィリピン系 6%、 ベトナム 6%となっている。メキシコ系は農
業従事者、インド系はIT関連。 

 シアトルの人口はおよそ73万人で(2017年)、構成は、白人が65%、中国系・フィリピ
ン系・ベトナム系・日系・韓国系などのアジア系 14%、アフリカ系 7%、ヒスパニック
系6%,環太平洋系0.4%となっている。有色人種の割合が34.3%。 

 シアトルの産業は、以前はボーイング社などの航空機製造業であったが、現在はマイク
ロソフト社などの IT産業やアマゾン社など巨大流通企業、スターバックス社など新しい
産業が発展しており、人口が増えつつある。 

 白人の次にアジア系移民が多く、市内中心部にあるアジア系街が、多国籍・多文化の
「インターナショナル・ディストリクト」と呼ばれ、エスニック料理店や日系店のスー
パーマーケットなどが並び、アジア系住民のみでなく一般住民も訪れ賑わっている。
ACRSはこのインターナショナル・ディストリクトの中心に位置していたが、2012 年に
現在のロケーションに移転。 

 ワシントン州は所得税がないこと、社会福祉が充実しているということで、移民、難民、
無所得者の流入が増加している。 

 移民の出身地域も変化して、アフガニスタン系やアフリカ系の移住者が増加している。
文化や言語の面でACRSがどう支援していくかが今後の課題である。 

 クライエントはアジア系以外に白人、アフリカ系、ヒスパニック系も増えている。 
 人種間の対立がトランプ政権後に表面化し、アジア系住民に対する暴行事件も発生して

いる。 
 ACRS はヘイトクライムに対抗するよう働きかけ、勉強会を開いたり、政府に嘆願書を

送ったり活動を行っている。 
 
③ 政府（国、州、または地方自治体）の移民・外国人への支援・定住政策との関係 

組織（あるいは携わっている業務）が提供している移民・外国人のサービスと国（または州、市町
村レベル）の移民・外国人の支援・定住政策との関連 
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 1970 年代アメリカがインドシナ難民を受入れる際、多言語・多文化で定住相談を担う
人材が不足しており、政府の委託を受け、カウンセリングサービス、家族の相談に当た
った。 

 移民の種類も変化し、アジア系のみでなく、新しい移民・難民としてアフガニスタン系
も増加が予測され、それに応じたスタッフの雇用も必要になる。ACRS の利用者は、ア
ジア系に加え、白人・ヒスパニック系も増えている。 

 
④ 多文化ソーシャルワークとコーディネート 

a. 多機関・多職種との連携 
児童虐待の場合はCPS（児童保護サービス）へ、高齢者虐待に関しても専門機関につなぐことに

なっている。 
例として、児童虐待の場合、近隣や第三者からの通報が警察に入り、ケースがオープンすると、

裁判所から勧告または命令を受けた個人（虐待者）が、裁判所が配布するリストから適宜選択した
機関に連絡を行う。言語の問題などの事情で、家庭裁判所が直接ACRSにサービスを要請する場合
もある。ACRS が指定された場合は、虐待者の問題行動の査定を行い、治療計画の提案を行う。治
療計画が裁判所で承認されると、ACRS は裁判所が指定するプロベーション係官と協働して、治療
及びケースマネージメントを行う。サービスの対象者は虐待者であり、毎月あるいは要請に応じて、
対象者の状況、問題行動に対する治療の効果などについて、プロベーション係官または家庭裁判所
に報告を行う。 

ネットワーキングについては、キングカウンティ内で事案ごとに開催される分科会や作業部会に
スタッフが自主的に参加し、草の根運動的に、広げていくことを理想とする。シアトル市、キング
カウンティ、州、国レベルの作業部会や委員会に参加を要請されることも多く、その場合は ACRS
が適宜推薦を行う。 

外国人支援に関する定期的な会議の開催に関しては、レベルが分かれており、行政サービスに直
接関わる分科会にはACRSが推薦されて参加している。その他、草の根的に分科会が開かれている
ので、任意にACRSも参加する（しかし、参加の頻度や度合が増すと本来の仕事への影響が生じる
場合がある）。 

例としては、橋本氏はギャンブル依存問題や治療者の資格試験に関する複数の委員会に推薦また
は要請を受けて参加している。その他、実際のサービス提供機関が毎月集まって会合して事務連絡
も含めて協議している。 

 
b. 連携・協働及びコーディネートに関する具体的な事例について 

低所得のアジア系住民に対し、基本的な健康診断を受けられるようにACRSのスタッフが支援す
る。ICHS（International Community Health Service）という、アジア系住民を対象者とした医療
機関がキングカウンティに8ヶ所あり、無料の通訳・翻訳サービス付きで受診できる。 

外部機関との連携がうまくいかない例は少ないが、むしろ同じ機関の中で価値観の違いから生じ
る意見の相違をリモートによるコミュニケーションでいかに克服していくかが目下の課題である。
文化背景の違い、特に宗教的違いなどを理解し、共通の価値観を模索していく。 

連携は、広い意味では全員が関わっているが、狭い意味では各部門のスーパーバイザーが調整す
る。 
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クライアントと同じ言語を話し、文化を共有することが大切なカウンセリングにおいては、
ACRS への雇用の際に学歴や資格等が必須要件になることはないが、保険の請求にはソーシャルワ
ーカー（有資格者学歴）の介入が不可欠であり、人材確保が課題となる。 

 
c. コーディネーターを担う人材について 

コーディネーターの資質に関して、知識・技術は仕事をしていれば自然と身に着くものであるが、
価値観は難しい。コーディネーターには社会正義と福祉の実現、社会的弱者への配慮などの基本的
理念を備え、自分の意見との異なる意見にも耳を傾け、クライアントからも学ぼうとする態度が必
要と思われる。 

 
⑤ 課題、展望 

多文化共生を進めていく上での地域や組織における課題 
 

 組織の課題として、人材の確保が難しいことが挙げられる。職員の採用では、中国人・
韓国人学生などには、大学院修士卒業後 1 年間研修ビザが自動的に発行され、それを利
用して就職する学生が多い。しかし、2 年目以降は雇用者によるスポンサーシップが必
要なため、雇用の維持が難しい。ACRS はアジア系の職員が多いが、最近はニ世や三世
が増えている。 

 ACRS では、ソーシャルワーカーの育成及び資格取得に力を注いでいるが、資格取得後
に給料の高い医療機関や政府関連機関への転職が目立つ。 

 地域では、Compassion Fatigueと言われる、中国との経済摩擦、有色人種へのヘイトク
ライム、ホームレスの増加など、社会全般で以前のリベラルな気運が減少する傾向が指
摘されている。 

 シアトルでは税金（消費税・固定資産税）が上昇する一方で、新型コロナウイルスの影
響もあって様々な行政サービスが手薄になり、犯罪防止や警察の支援に悪影響が生じて
いる。 

 中間層に対しての要求が多くなっている。ホームレスに関しては、アジア系は少ない
（成人しても親と同居したり、多世代同居の文化背景に起因すると思われる）。 

 税金の再半分政策の変化に伴い、以前はクライアントの数で予見できた予算が、どれだ
けのサービスを実際に提供したかという出来高制に移行し、必要な医療サービスに関し
ては保険会社に直接請求するシステムに変わった。保険申請のチェックや要件も厳しく
なっている。 

 新型コロナウイルスの影響という点では、税収が少なくなり、支援が行き届かなくなる
懸念がある。 

 非営利団体である ACRS の財源は、企業や個人の寄付に加え、公的な助成金・補助金を
活用している（例えば、grantが50％、公的保険が45％、あとの5％が財政的支援）。 

 
⑥ 調査者の所感 
 ACRS は、アメリカ合衆国で 50 年の歴史を持つ、主にアジア系移民を対象とする精神保健と関連
する多文化・多言語ソーシャルサービス機関である。300 人のスタッフと 40 以上の言語で対応する
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アメリカを代表する機関となっている。 
 ACRS の特徴として、第 1 には、異文化や言語の異なる環境におけるアジア系移民に寄り添ったサ
ービスを提供するという当事者性を大事にすることである。 
 第2には、アジア系移民・難民のクライエントの個々の精神的問題や社会福祉課題に向き合う場合
に、ソーシャルワークの専門性、特に精神保健の訓練を受けたスタッフ、スーパーバイザーが専門的
立場から対応することである。クライエントと同じ言語を話すケースマネージャーの相談・支援をス
ーパーバイザーが支えている。 
 第3には、アジア系住民の集住地区に事務所を構え、地域の中で医療・法律・その他アジア系社会
資源と連携し、積極的に連絡協議会に出席し、必要な場合は新たなネットワーク会議を提案している
ことである。ケースごとの連携のコーディネートはケースマネージャーが行い、スーパーバイザーが
報告を受け、助言を行っている。 
 ACRS の今後であるが、新たな移民、特にアフガニスタン系などの移民・難民にどのように対応す
るかが、スタッフの確保も含め今後の課題である。従来のスタッフと宗教的背景の異なるスタッフと
の共通の価値観・職業倫理の共有も困難となる。また、現在進行中の、ACRS の財源が公的資金から
保険資金に移行する場合の、有資格者の確保や、資格の有無によるスタッフの待遇の差異をどのよう
に埋めるのかも課題となる。 
 最後に、社会的・政治的動向であるが、移民の国で自由と多様性を重んじるアメリカ合衆国が、移
民・マイノリティに対して寛容でなくなる社会に変化しつつある。その大きな流れの中で、ACRS が
どのように設立時に掲げたアジア系移民・マイノリティへの社会的正義を目指していくか、注目した
い。 
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(3) 韓国 
南ソウル移住女性相談所（Nam Seoul Center for Migrant Women and Children in Crisis） 
 

① 組織・活動概要 
a. センターの概要 

南ソウル移住女性相談所（Nam Seoul Center）は2021年３月に設立されたばかりの外国人女性
（移住女性）を対象とした相談所。2019 年に「家庭暴力防止及び被害者保護等に関する法律」
（1997 年）の改正法が施行され、それに基づき全国に 9 ヶ所の移民女性相談所が開設されている。
運営は NPO 法人等の非営利法人で、女性家族部及びソウル市から 100％助成による委託事業とし
て行われている。寄付金の受付もホームページ上で実施している。 
 基本的には移住女性の家庭内暴力、性暴力、売春やその被害を受けた女性からの相談、また在留
問題に関する電話相談及び来所相談を受けており、内容に応じて適切な情報提供や警察への通報、
法律的な相談の紹介等を行っている。主に20代～30代の女性の相談が多い。 

開設時間は月曜日から金曜日、午前9時から午後6時。時間外や休日については、他で開設され
ている 24 時間対応のオンラインサービスが対応している。また、月２回（第２・４木曜日午後）
弁護士による面接相談もおこなっている。 
 
b. 職員体制 

現在は６名のスタッフが稼働しており、２名の社会福祉士と４名の移住女性相談員が対応してい
る。相談員の4名は結婚移住女性で、ロシア、中国、ベトナム、フィリピン。ロシア女性はモンゴ
ル語も対応しており、現在は7ケ国語に対応している。スタッフは韓国で実施されている家庭内暴
力専門相談員の研修を受けている。 
  

【センター概略】 
①設立目的 
・移住女性の家庭内暴力、性暴力、性売買被害及びその家族に対する相談支援による被害者の人権保
護 
②根拠法 
「家庭内暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」 
・第４条（国家の責任等）、第５条（相談所の設置・運営） 
・第６条（相談所の義務） 
③事業内容 
・家庭内暴力、性暴力、性売買など暴力被害者移住女性及びその家族に対して、以下の支援活動を実
施する。 
・家庭内暴力等の暴力や被害に関する相談 
・暴力被害を受けた移民女性相談の通訳・翻訳支援 
・暴力被害移住女性の雇用・滞在に関する相談及び支援 
・暴力被害移住女性を訪ねるアウトリーチ相談及びケース管理 
・緊急の保護を必要とする暴力被害の移住女性を暴力被害移住女性保護施設（避難所やグループホー
ム等）へ紹介する 
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・暴力被害移住女性の権利保護のための無料法律支援及び指導 
・暴力被害移住女性の治療のための医療支援及び指導 
・家庭内暴力等の予防と防止に関する教育及び広報 
・暴力被害相談・支援に関する調査や統計管理 
・家庭内暴力などで正常な家庭生活や社会生活が難しくなったり、その他緊急に保護を必要とする暴
力被害移住女性へのシェルター支援など一時的な保護 
・心身の安定とカウンセリングと治療のサポート 
・暴力被害移住女性避難所など専門施設との連携 
・移住女性暴力とその被害についての調査・研究 
・その他の移住女性の韓国での生活の適応及び人権保護に関する相談 
④業務概要 
・電話、対面相談、訪問 
・オンライン相談:FaceBook-NamSeoulWomen 
・弁護士対面相談（月２回、第2・第4木曜日午後） 
・月曜日～金曜日9:00～18:00 
⑤対応言語 
・中国語、ベトナム語、フィリピン語、英語、ロシア語、モンゴル語、インドネシア語 
※その他の言語については移住女性通訳団が支援 
⑥職員 
・有資格社会福祉士 ２名（所⾧含む） 
・多言語相談員 ６名  
（モンゴル語、インドネシア語、日本語、カンボジア語、タイ語、ウズベキスタン語） 
 

c. 業務の実際 
外国人女性が家庭内暴力に遭った際は、一時保護の問題もあるが在留資格が大きく影響してくる。

在留資格の関係で保護出来ないこともあり、弁護士との連携は欠かせない。通常、在留資格がなく
なると収監されることになるため、オンラインだけでなく来所による対面相談や同行支援などをし
ながら関わりを持っている。一時保護シェルターは外部の機関が運営しており、必要時は連携して
いる。 

2017 年からは正規に外国人登録すれば医療保険も国民と同じものが使えるが、そのことで健康
保険料が高くなり、通常は夫側が在留ビザを所持しており更新申請や健康保険料を支払わないケー
スがでてきている。健康保険料の滞納が生じると、在留資格を失うことにもつながるため、この問
題での相談も多い。 

韓国における外国人を対象とした法律は 2006 年で、それが 2008 年に「多文化家族支援法」が
施行され、韓国人と結婚した外国人、あるいは韓国人の子どもを養育している外国人、即ちマルチ
カルチャーファミリーを「多文化家族」と定義している。法律では、結婚した家族と定義したこと
で、狭義の多文化家族をイメージするようになったとする意見もある。そのため、「多文化共生」
や「多文化社会」という言葉はあるが、この言葉の呼称は、外国人と結婚した家族に対して「多文
化」というスティグマ的に表現する際に用いる弊害も生じている。 

2005 年に国籍法と在留法にも変更があり、夫が韓国人の場合、その子どもを養育する場合は外
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国人妻が国籍を取得できるようになったこともあって、簡単に国籍が取れる訳ではないが、家庭内
暴力のケースなど在留ビザ問題に社会福祉士が関わらなければいけないところである。それらは複
雑な法律問題も含んでおり取り扱いが難しいケースもある。 

また、韓国では家庭内暴力、性暴力、そして売春や経済問題等は担当する部署がきちっと分かれ
ていたり、地域には多様な外国人支援のNPO団体があり、支援が細分化されている側面もある。 

韓国人と結婚はしたが、夫と別れベトナムで生活していたが韓国籍を持っている子どもの教育が
あるので再度、韓国に戻りたい、といったケースなどでは、現地の NGO 団体と連携することもあ
る。非嫡出子が海外で育っているケースもあり、その子どもたちの国籍取得の支援などもおこなっ
ているが、このようなケースは多くの時間とエネルギーがかかる。 

 
② 多文化ソーシャルワークとコーディネート 

a. 関連機関 
全国 9 ヶ所にある、南ソウル移住女性相談所（Nam Seoul Center）は連絡協議会があり、個別

データを共有化していないが、常に情報を交換しており、定期的に会議もおこなっている。多文化
共生社会や家庭内暴力に関するＰＲ活動は、ソウルの場合は市内に３ヶ所ある「グローバルセンタ
ー」や「多文化支援センター」が行っており、それらの施設はソーシャルワーク専攻学生の実習先
にもなっている。またそれらの施設では外国人に関する専門研修会なども行っており、相談機関が
参加することもある。 
 
b. メンタルヘルス対応と連携及びその課題 

外国人のメンタルヘルスに関する対応は難しく、夫の扶養になっていれば精神科病院との連携も
可能だが、家庭内暴力で逃げているパターンなどの場合は、それでなくても精神的に不安定になっ
ており、就労もできないこともあり、そのため健康保険もないなど悪循環になるケースがある。 

以前、地方であったケースでは、精神疾患になったことで、夫が在留資格の更新をせずに不法滞
在者になってしまったケースがあった。本来であれば、早い段階でソーシャルワーカーが介入する
のだが、地方のソーシャルワーカーの場合、在留資格に関する知識が乏しかったり、適切な情報が
得られないなどがあり、最終的には入国管理局に嘆願書を提出して、３年かけて在留許可をとった
というようなケースもあった。 

韓国では地域ごとに精神保健センターはあるが南ソウル移住女性相談所（Nam Seoul Center）
は精神保健の専門家集団ではないので各機関と連携してすすめるようにはしているが、問題が複雑
になってくるセンターとしての対応が難しいのが現状。韓国では慢性的な精神疾患を抱えた人々に
対する社会的保護のシステムがうまく機能していないところがあり、移住民やオーバースティなど
のケースは、充分に対応できていない。例えば、精神疾患を抱えて道端で発見されたようなケース
の場合、ホームレス保護施設にも入れないなどの制約がある。このような場合は、地元の教会や教
会が運営する施設にお願いするなどして対応している。 

現在韓国では、移民のメンタルヘルスを専門に対応する医療機関がないこともあって、また、病
院側が助けたいと思っても医療保険がなかったり、在留資格がないなどもあって、なかなか支援出
来ない現状がある。 
 移民問題は、多文化支援センターや移住民センターの社会福祉士が対応しているが、NGO 団体
などになると、ソーシャルワーカーではなく活動家の方々が取り組んでおり、活動家は移民問題を
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人権問題と捉えているようである。 
 
c. ソーシャルワーカー養成と新型コロナウィルスの影響について 
 現在の韓国のソーシャルワーク教育には、移民問題を勉強する科（課程）はあるようだが、就職
して初めて外国人問題に取り組まれる方が多いのも事実。大きな NPO 法人等になれば移民問題の
研修をしっかりとするところがある。 

現在の南ソウル移住女性相談所（Nam Seoul Center）のスタッフは女性人権振興院というとこ
ろで 100 時間の家庭暴力・性暴力相談員研修（研修では移民支援や移民問題に関する内容も含ま
れる）に加え、毎年８時間の補完研修を受けている。この研修を受けなければスタッフとして働く
ことが出来ない。 
 しかしながら、韓国社会においては、社会福祉関連の仕事は給料が低く、正社員になればある程
度の給料がもらえるが、契約社員が多くて、プロジェクト単位や時間単位で雇用される方も多く、
社会福祉士としての仕事と生活の安定や保障という面では不安定で、しっかりとした経験を積んで
外国人問題に取り組めるのがいまの若いソーシャルワーカーには難しい現状がある。 
 コロナ禍によって、相談件数に影響はないが、ワクチン接種の質問が入るなどはある。また対面
での応対は難しくなり、Zoomオンラインを活用し相談を実施している。 

また、新型コロナウイルスに関しては、派遣労働者が多い工場では、一般の人とは別に外国人だ
け集められて PCR 検査をされた、といった外国人なるが故の差別的な対応をされたことなどの報
告もある。 
 

③ 韓国の多文化共生の背景 
a. 多文化家族の増加 
 韓国では 1980 年代半ばまでは中東などへの出稼ぎ者が多かったが、その後の高度経済成⾧と民
主化運動の拡大、また 1988 年のソウル・オリンピックを境に、一転して外国人労働者の受入れ国
へと変化してきた。同時に国際結婚による女性移民が急増し、1990 年代には 1.2％台の国際結婚
の割合が、2005年には13.6％となり、国内の8組に1組が国際結婚となっている14。  

1990 年末には在留外国人は 4.9 万人だったが、2007 年には 100 万人を突破して、2019 年 12
月末には252万人で、総人口の4.9％に達している。通常、外国人住民比率が５％を超えると「多
文化（多国籍）社会」に分類されることを考えれば、既に韓国は“多文化社会”に突入している。 
 国籍別では中国（110 万人）、ベトナム（22 万人）、タイ（20 万人）、米国（15万人）、日本（8
万人）となっている。居住地域別には、京畿道（41 万人）が最も多く、ソウル（28 万人）、忠清
南道（7 万人）、慶尚南道（7 万人）、仁川市（７万人）とほぼ、大都市圏に集中している。それに
伴い、不法滞在者も39万人と増加しており、在留外国人の15.5％を占めている。外国人留学生の
数は18万人となっている15。  
 
b. 労働環境 

 
14 岩間暁子（2016）「韓国における多文化家族支援の実践」『応用社会学研究2016 No.58』 
15 総合ニュース「在留外国人 過去最多の２５０万人突破＝韓国」、2020年2月17日 

https://jp.yna.co.kr/view/AJP20200217001000882 
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 韓国では 2003 年以前までは日本の技能実習制度と同じ仕組みの“産業研修制度”を運用していた
が、国内での人権侵害や劣悪な労働環境等が社会問題となり、2004 年から「外国人労働者雇用な
どに関する法律」が施行され、外国人を研修生ではなく、外国人労働者として認める「雇用許可制」
がスタートした。雇用許可制度は一般雇用許可制と特例雇用許可制に分かれており、一般雇用許可
制は韓国政府と二国間協定を締結した 16 ヶ国と 5 業種に限定して受入れる制度で、在留資格は
「非専門就業」、いわゆる単純技能労働者ではあるが、職場選択の流動性（原則３回まで変更可）
のある独自の制度となっている。しかしながら、雇用先はあくまでも中小企業に限られており、基
本３年で最⾧9年８ヶ月まで延⾧できる制度となっている。 

一方、特例雇用許可制は、中国朝鮮族や中央アジアに住む朝鮮半島にルーツをもつ人々を受入れ
る制度で、就業は38業種で在留資格は「訪問就業」となっている。 

「雇用許可制度」、労働者を送り出す国の政府と韓国政府が直接関与する仕組み（Government 
to Government）のため、中間に悪徳ブローカーが介在しないという利点があり、2010 年には
ILO からアジアの「先進的な移住管理システム」として評価されて、また、2011 年には国連から
「国連公共行政大賞」（United Nations Public Service Awards）を得ている16。 
 現在、雇用許可制で就労する外国人労働者数は、2020年末で23.7万人となっており、国籍別に
みるとカンボジア（3.3 万人）、ネパール（3.1 万人）、ベトナム（3.1 万人）、インドネシア（2.4
万人）、フィリピン（2.1万人）となっている。 

雇用許可制では、外国人を労働者として受入れることを制度趣旨としており、韓国人労働者との
均等待遇、国籍による報酬や労働条件の差別の禁止、保険適用等が定められている。更に「在韓外
国人処遇基本法」（2007 年）、「多文化家族支援法」（2008 年）を制定し、外国人労働者の受入れ
環境を整えてきている。 

しかしながら、2018 年の韓国国家人権委員会と全国人権団体の共同調査によると、実際の制度
の運用では、送り出し国側に民間ブローカーの存在が残っており、前借金を背負ったまま入国して
いることが分かった。加えて、外国人労働者の 36.8％が最低賃金未満で働いており（女性は
48.6％）、農畜産業で働く女性の 74.2％が最低賃金未満で就労していた。そして外国人労働者の⾧
時間労働も慢性化しており、本来、韓国人労働者は週 40 時間が定められているが、外国人労働者
の場合は週 54.4 時間となっていた。また住居用ではない建物を“寮”として提供しながら実態と不
釣り合いな家賃を賃金から徴収するピンハネ行為も横行しており、劣悪な労働条件を強いられたり、
性暴力を受けたりした場合もあるなど、民間ブローカーへの前借金があって強制帰国を避けたいが
ために、問題が表面化、事件化しない場合が多いとされている17。 

 
c. 外国人女性対策 
 儒教の影響から家父⾧制が色濃く残る韓国社会にあって、歴代大統領は公約として女性政策を推
し進めたこともあり、また 2004 年からは国会議員のクオーター制（女性割当制）の強化も追い風

 
16 独立行政法人労働政策研究・研修機構「帰路に立つ外国人雇用制度」、2011年7月 

 https://www.jil.go.jp/foreign/jihou/2011_7/korea_01.html 
17 加藤真（2021）「現地調査からみる韓国・雇用許可制の実態―フロントドアからの受入れでもみられるブローカー、

入国前借金、厳しい労働環境」三菱UFJリサーチ＆コンサルティング https://www.murc.jp/wp-

content/uploads/2021/05/seiken_210514.pdf 
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となり、女性の政治参加が活発になっている。特に女性への暴力に対する取組みは、性暴力、家庭
内暴力、性売買に関する個別法を中心に整備されてきた。そのような中、2016 年に発生した、精
神疾患の男性による「江南女性殺人事件」をきっかけに、女性が日常的に直面している様々な暴力
の根絶を求める声が高まり、2017 年に第 19 代大統領に就任した文在寅は、「フェミニスト大統領
宣言」、「性平等大統領宣言」を掲げ女性政策に積極的に取組み、公約として「ジェンダー暴力防止
基本法（仮称）」の制定を掲げ、その後「女性暴力防止基本法」を国会に提出した。その中で、国
及び地方公共団体の責務として「女性暴力防止及び被害者の保護・支援等のために必要な総合的な
施策の策定及び実施、そのための財源確保が示され、また「国及び地方公共団体による女性暴力防
止等のために活動する非営利法人等に対する支援」が義務化されている。 

女性被害者保護は全国で 24 時間運営されている「女性緊急電話 1366」と相談所と一時保護シ
ェルター（2016 年時点で 29 ヶ所）を中心に運営されており、施設はほぼ 100％、女性家族部か
ら民間団体に委託されている18。  

このように女性関連法が整備された背景には、民主化運動の高まりとともに、女性の活発な政界
進出や女性団体や NGO などの活動家グループ「女性界」と称されるひとつの政治勢力となってお
り、これまで家庭内の問題として隠蔽されてきた家庭内暴力問題も公論化されるようになり、各政
党もこれらの運動を無視することが出来なくなったことがあるとされている。 

しかしながら、韓国社会に⾧年根付いて生きた慣習や固定観念である伝統的な「家族主義」、即
ち「女性は個人ではなく、家族のもの」とする考え方が根強く残っており、これを法律で排除する
ことは難しく、各種女性保護に関する法律が整備されても、それらを規制する体制や仕組みが追い
つかないこともあって法律が韓国社会で十分に機能する環境は整っていない、とされている19。  

 
【関係法の施行】 

1994年「性暴力犯罪の処罰及び被害者保護等に関する法律」 
1997年「家庭暴力防止及び被害者保護等に関する法律」 

「家庭暴力犯罪の処罰等に関する特例法」 
1999年「男女差別禁止及び救済に関する法律」 
2001年「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」（通称DV防止法） 
2003年「性売買防止及び被害者保護等に関する法律」 

「性売買斡旋等の厚意の処罰に関する法律」 
2004年「外国人労働者雇用などに関する法律」 
2007年「在韓外国人処遇基本法」 
2008年「多文化家族支援法」 

 
 

 
18 朴仁惠「韓国の『女性に対する暴力』の問題の制度化と女性運動」『国際人権ひろば No.56』ヒューライツ大阪、

2004年7月 

https://www.hurights.or.jp/archives/newsletter/section2/2004/07/post-155.html 
19 白井京（2005）「韓国の女性関連法制―男女平等の実現に向けて」『外国の立法 226』 

https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_1000387_po_022605.pdf?contentNo=1 
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(4) フィンランド 
インターナショナル・ハウス・ヘルシンキ（International House Helsinki） 

 
① 組織・活動概要 
 インターナショナル・ハウス・ヘルシンキ（International House Helsinki、以下 IHH）は、2017
年に発足し、ヘルシンキ市がコーディネートするワンストップ型総合的サービス拠点である。主にニ
ューカマー移民及びその雇用者向けにサービスを提供している。IHHでは、円滑な定住支援を促すた
めに、後述する各連携機関の窓口が一ヶ所に設置され、以下の 10 領域を中心にサービスが提供され
ている。 

 
1. 一般的な情報提供及び相談 
2. 欧州連合（EU）市民の在住権登録 
3. 登録、個人身分証明番号、住所変更 
4. 納税者証明書及び番号、税務相談 
5. 社会保障及び各種手当 
6. 雇用関連サービス及び求職者登録 
7. 年金及び年金保険 
8. 被雇用者の権利に関する相談 
9. 雇用者への助言及び相談 
10. 保育及び教育相談 

 
 インタビュー対象者はヘルシンキ市経済開発部の職員で、移民関係の上級専門官として、ヘルシン
キ市の移民受入れのコーディネートと定住及び雇用などの統合支援を担当している。その一環として
IHHの所⾧を務めており、運営の総合コーディネートを行っている。 
 
② 地域社会の特徴 
 首都圏の移民人口は 20 万人である。これは総人口の 120 万に対して 17％に相当する。半分はヘ
ルシンキ市に、半分はエスポー市とヴァンター市に在住している。最大の移民コミュニティはロシア
及びエストニア出身者であるが、近年はソマリアをはじめとしてアフリカからの移住も多い。2019
年以降、移住目的は就労が家族統合を上回り、上位となっている。これは、労働力不足の解消を目指
す移民人材確保の政策と一致している。 
 IHHのような取組みを通じて⾧期的な定住を促す政策的な動きがみられる中、多くの場合、フィン
ランドはグローバルな国際移住動向において移民にとって中間的な目的国に過ぎない。⾧期定住の課
題の解決に向けて、例えば配偶者向けの雇用支援サービスも強化されてきている。なお、移民の過半
数は単純労働に従事しているが、ICT等の技術職の高度人材の受入れも進んでいる。 

  移民コミュニティの支援団体は当事者 NGO と非当事者 NGO を含み、IHH の実践の中で必要に応
じて連携も図っており、前者のような団体はヘルシンキ市の助成金制度も利用できる。また、移民に
対する世論は、例えば隣国のスウェーデンなどの他国と比べて、寛容である。その背景には、ヘルシ
ンキ市も啓発キャンペーン等を通じて推進しているフィンランド国民の平等主義的な価値観、また移
民受入れの歴史がまだ浅いことが取り上げられる。しかし、差別も見受けられ、移民に反対する政党
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の支持率が高まっている。 
 
③ 移民・外国人支援・定住政策との関係 
 ヘルシンキ市に加えて、エスポー市とヴァンター市の首都圏自治体、デジタル・人口データサービ
ス庁（DVV）、税務局（Vero）、社会保険機構（Kela）、移民局、ウシマー県雇用経済開発局、ヘルシ
ンキ地方商工会議所、年金機構（ETK）、労働組合中央協議会（SAK）が IHH のステークホルダーと
なっており、運営は合計 10 機関の連携の下で行われている。ワンストップ型のサービスを提供する
ために、上述のように、IHH において各機関が窓口を設置している。当初は 3～4 機関間の連携から
成功例が生まれ、徐々に連携の範囲が広がった。また、運営においては欧州連合（EU）やフィンラ
ンド政府（経済雇用省）などの助成金も活用されている。 
 
④ 多文化ソーシャルワークとコーディネート 
 IHH は、各連携機関が一ヶ所に窓口を設置している総合サービス拠点であり、合計 40 人のスタッ
フによってサービスが提供されている。運営上の連携として、3 層の会議体制が整備されている。各
連携機関の代表者が参加する運営会議は 1～2 か月に 1 回、各連携機関の管理職が参加する責任者会
議は 2 週間に 1 回、そして各連携機関の実践者が参加する職員会議は 1 週間に 1 回の開催となって
いる。 
 交渉に基づいた共通の理解・課題認識・使命感と共同の目標設定を経て、連携機関間で締結してい
る連携契約においては、連携内容や費用負担などの詳細について規定されている。契約は、1 年に 1
回の見直し・更新の対象となっている。IHHで行われている日常業務については、各種ガイドライン
が定められている。また、利用者対応の適切な手順やマナーに関しては、共通のマニュアルが設けら
れている。 
 フィンランドでは現行の個人情報保護規制が厳しく、機関間のケースカンファレンスを開くことが
困難であり、その機会が限定されている。ケースカンファレンスが必要な場合、利用者の同席や許可
の下で行われている。サービスが同じ場所に集まっているため、ケースカンファレンスを開くよりも、
他の窓口への同行支援で解決する問題が多い。 
 同じ場所に各機関の窓口が集まっていることで、利用者にとってワンストップ型のサービスが実現
しているのみでなく、機関間で各機関のサービスに対する相互理解も深まっており、より良いサービ
スにつながっている。特に、移住労働者にとっては、1 日で同じ場所で全ての書類が揃い、翌日から
就労が開始可能であるメリットが大きい。 
 所⾧に加えて、IHH 専属のスタッフはコーディネーター3 人とソーシャルメディアなどの広報担当
者1人となっている。所⾧以外のチームメンバーは任期付きの契約職員である。教育的な背景として
は、専門分野が問われないが、修士号以上の学歴が前提となっている。助成金獲得の目的もあり、
IHHは年間プロジェクト単位の業務が多く、スタッフにはこれらの申請及びマネジメントが期待され
ている。スタッフの評価は、プロジェクト目標の達成度に応じて行われている。業務においては、国
際移住等に関する専門的な背景の他に、事務能力、自立性と積極性、また責任感が求められている。 
 
⑤ 課題、展望 
 資金及びスタッフ不足の課題については、外部資金、特に欧州連合（EU）への助成金申請を通じ
た対応となる。また、多文化共生（多様性）の推進には、IHHのみでなく、ヘルシンキ市全体として
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取り組まれている。特に、フィンランド最大の雇用者として、ヘルシンキ市では、外国出身の市職員
の積極的な雇用が進められている。そのために、英語のみでの業務が可能にする必要がある。 
 これからの移民受入れ動向においては、コロナ禍の収束後、就労目的の移住増加の傾向が続くと期
待されている。その中で、予測不能であった 2015 年の難民危機のように、大規模の難民受入れの可
能性も考えられる。⾧期的な課題は、移民の失業問題である。特に、二世のフィンランド語習得と教
育達成を通じた雇用機会の改善と労働市場への統合が注目されている。そのために、雇用者の態度の
変化、とりわけ母語レベルのフィンランド語を必要としない職種においてそれを求めないことも重要
である。 
 今後の組織的な改善に向けて、先述のように、次の3つの課題の解決が望ましい。第一に、一時的
な助成金に頼らない継続的な資金確保が理想的である。第二に、連携上の情報共有とそれによってよ
り円滑なサービス提供には、個人情報保護の規制緩和が必要である。第三に、遠隔の行政サービスの
普及に欠かせない安全性の高いデジタル身分証明制度の導入・活用が重要になる。 
 
⑥ 調査者の所感 
 IHHにおけるコーディネート実践の最大の特徴は、複数の自治体と国家及び地方機関をステークホ
ルダーとした行政主導の強い連携体制である。その運営においては、各連携機関の代表者・責任者・
職員が出席する3層の会議が定期的に開かれている。なお、コーディネーションの基盤を成す連携契
約の他に、様々なガイドラインやマニュアルを機関間で共有している。ワンストップ型の総合的なサ
ービスを可能にしているこの高度な連携関係の形成までは、もともと 3～4 機関から発足し、その成
功を得て10機関まで拡大してきた経緯がある。 
 そもそもニューカマー移民を対象とした総合的なサービスを提供する合意形成の背景に、移民人材
の確保を巡る危機感に由来する理念がある。人材を確保するグローバルな競争の中で、⾧期的な移住
を含めてフィンランドを選んで欲しいという考え方である。そのために、サービスの利用者に対する
マナーなどに力を入れており、肯定的な利用体験の向上を目指している。また、同じく雇用につなが
る配偶者や次世代の支援も念頭においている。そして、受入れ促進のために、雇用者にもアプローチ
しており、必要以上のフィンランド語能力に拘らないように意識改革に取り組んでいる。例えば、
IHHの中心的なコーディネートを担うヘルシンキ市でも外国出身者の直接雇用を積極的に推進してお
り、英語だけで業務が成立する部署も設けている。 
 コーディネート上の大きな課題の一つは、個人情報保護に関する厳しい規制であり、今後、さらな
るコーディネートの深化には、その緩和が求められる。 
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III.   調査のまとめ  
 

本調査は、①外国人等支援における多機関・多職種連携を総合的にコーディネートする支援体制づ
くり、②コーディネーターとしての人材の果たす役割・機能等について、国内外の先駆的な取組みを
通して明らかにすることを目的とした。 

８つの調査先は、国および地域社会の外国人住民の人数や受入れ状況の違い、運営主体（行政か民
間）、組織の規模、設立年次等の違いがあるために、容易に比較することは難しい。 

しかし、それぞれの調査先の取組みについて共通する考えや課題を知ることができた。また多文化
共生社会の実現に向けた知見も得ることができた。 

ここでは、それぞれの調査先で明らかになった連携やコーディネーションの取組みの共通点や独自
性、課題等を整理する。 

なお、調査先の名称について、便宜上、以下の括弧内の略語を使用する場合がある。 
 

【略語】 
-東京都豊島区:社会福祉法人豊島区民社会福祉協議会（豊島区民社協） 
-神奈川県川崎市:社会福祉法人青丘社ふれあい館（ふれあい館） 
-大阪府豊中市:公益財団法人とよなか国際交流協会（とよなか国際） 
-福岡県北九州市:公益財団法人北九州国際交流協会（北九州国際） 
-アメリカ:アジア・カウンセリング・アンド・リファーラル・サービス Asian Counseling and 
Referral Service（アメリカACRS） 
-オーストラリア:ニュー・サウス・ウェールズ多文化局 Multiculturalism NSW （オーストラリ
アNSWM） 
-韓国:南ソウル移住女性相談所Nam Seoul Center for Migrant Women（韓国NSCM） 
-フィンランド:インターナショナル・ハウス・ヘルシンキ International House Helsinki（フィ
ンランドIHH） 
 
1. 多機関・多職種の連携・協働の現状と課題  

それぞれの調査先での支援における連携先や連携・協働の取組み例について整理する。 
 
(1) 連携先について 

 今回の調査先は、先駆的な取組みを実践している機関が選定されていることもあり、多
機関・多職種との連携が十分に図られていたといえる。 

 日本では、調査先の運営主体の立場の違いはあるが、連携先としてあげられていた機
関・団体は、例えば、行政（都道府県レベル、市区町村）、教育委員会、学校、児童相
談所、福祉事務所、保健所、社会福祉協議会、国際交流協会、弁護士会、行政書士会、
地域の福祉系団体や NPO・NGO、日本語教室など、多様であった。職種としては、弁護
士、行政書士、保健師、通訳、社会福祉専門職、教員などがある。 

 個別の生活問題の違いによって、連携先は異なり、子どもの問題であれば教育委員会や
学校であったり、医療の問題であれば、病院、医師、看護師など医療専門職である。 

 特に本調査で強調されたのは、弁護士・行政書士などの法律の専門家であった。外国人
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支援では、在留資格に関わる問題が多いことが理由であり、これは、韓国 NSCM からも
同様な指摘があった。 

 また、外国人等支援では、通常、言語・文化の壁によるコミュニケーションの問題があ
り、通訳や外国人相談員との連携が重視されるところであるが、本調査では、調査先の
内部で、そのような人員を確保している機関がほとんどであったため、それについては
特段、強調されなかった。 

 アメリカACRSによれば、たとえば、児童虐待の場合は、CPS(児童保護サービス)につな
ぐなど、すでに連携体制が構築され（警察、裁判所、プロべーション係官など）、一定
の手続きに則った迅速な対応が定められていた。 

 フィンランド IHH は、後述するように、広域的な領域として、ヘルシンキ市および首都
圏自治体、デジタル・人口データサービス庁、税務局、社会保険機構、移民局、雇用経
済開発局、地方商工会議所、年金機構、労働組合中央協議会などの連携がみられた。 

 オーストラリアNSWMは、日本でいえば都道府県レベルの機関であるため、直接的に外
国人の相談支援はしていない。後述しているように地域の現場レベルおよび連邦政府レ
ベルの連携が中心となっている。 

 なお、ふれあい館やアメリカ ACRS は歴史も古く、すでに地域社会や関係者に認知され
ており、地域のハブ（拠点）機能として、外国人等支援において信頼される存在となっ
ているため、多機関・多職種との連携が十分図られている。 

 
(2) 連携・協働の実際とその効果 

 連携・協働の実際については、目的等によりさまざまなタイプがみられた。 
 たとえば、個別事例の支援過程における連携、個別事例を検討するための会議、定期

的・平時の情報交換・共有のための会議、もしくはプロジェクトを通しての協働などで
ある。 

 個別の複雑・複合的な生活課題に、多機関・多職種で連携して対応していくためには、
普段から顔の見える関係づくりが構築されていれば、効率的・効果的な支援が期待でき
るであろう。 

 ここでは、連携の体制作りとして、 
① 連携のための会議 

a. 住民全般の福祉・生活課題を取り扱う会議 
b. 外国人住民の課題を取り扱う連携会議 
c. 総合相談を運営するための会議 

② 政策決定・制度変革に関わる連携 
③ プロジェクトベースの連携 

に焦点を絞り、以下、特筆すべき取組み例について整理する。 
 

① 連携のための会議 
 連携に関する会議は、目的に応じてさらに細分化される。今回の調査先では、お

互いの機関・団体の情報共有・交換をする会議（情報共有会議）、個別事例を検討
する会議（個別事例検討会議）、総合相談を運営するための会議（運営会議）など
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が実施されていた。 
 情報共有会議と個別事例検討会議は、本調査では明確に区別できなかったため、

情報共有会議としてまとめた。 
 なお、情報共有会議は、住民全般の福祉・生活課題を取り扱う会議と、外国人住

民の課題を取り扱う会議に区別して整理した。 
 

a. 住民全般の福祉・生活課題を取り扱う連携会議 
 外国人住民の課題に限らず、地域住民全般の福祉・生活課題については、平

時から定期的に会議が実施されているため、それぞれの調査先は、地域で何
らかの会議に参加していることが多い。 

 日本の場合は、子ども関係では、要保護児童対策地域協議会、子ども支援関
連の協議会、教育委員会主催の協議会などがあり（ふれあい館）、社会福祉協
議会の地域ネットワーク会議や保健師の会合（とよなか）など、対象者や課
題別の会議が地域の中では多く存在し、それぞれの調査先は、さまざまな会
議に参加していた。 

 アメリカ ACRS も、地域社会の医療・法律・その他アジア系社会資源と連携
し、積極的に連絡協議会に参加し、必要な場合は新たなネットワーク会議を
提案していた。またサービス提供機関の会合（毎月もしくは定期的）に参加
し、情報交換を行っている。 

 韓国 NSCM でも、全国９ヶ所ある移住女性相談所が、個別データの共有化は
ないが、連絡協議会を設け、定期的に会議を開催し、情報交換が行われてい
る。 

 
b. 外国人住民の課題を取り扱う連携会議 

 北九州国際交流協会は、北九州市の国際政策に則って、コーディネーター組
織として位置づけられ、行政、企業、NPO 等の民間機関、大学、ボランティ
ア、市民などの連携・協働による多文化共生社会の推進が奨励されている。
したがって、北九州市の行政機関、弁護士会、行政書士会などと平時より連
絡を取り合い、密な連携体制が確立されている。「外国人支援関係機関連絡会
議（外支連）」という会議が年 2 回、開催されているが、これは、北九州市役
所（国際政策課、子育て支援課、地域福祉推進課）、教育委員会、区役所（地
域保健係、子ども家庭相談コーナー、いのちをつなぐネットワーク）、弁護士
会、行政書士会など、国際、福祉、教育、法律などのさまざまな領域の組
織・専門職が参加する会議である。この会議の特筆すべき点は、加工された
ケースを元に参加者全員でケーススタディーを行い、実際の個別ケースへの
対応に備えスムーズに連携が図られることを目的としていることである。 

 アメリカ ACRS は、外国人支援に関する定期的な会議の開催については、レ
ベルが分かれており、行政サービスに直接かかわる分科会には ACRS が推薦
され、参加している。その他、草の根的に分科会が開かれているため、任意
にACRSも参加する。 
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c. 総合相談を運営するための会議 

 フィンランド IHH は、外国人のワンストップ型総合相談の拠点である。ここ
では、ヘルシンキ市および首都圏自治体、デジタル・人口データサービス庁、
税務局、社会保険機構、移民局、雇用経済開発局、地方商工会議所、年金機
構、労働組合中央協議会などが連携し、IHH において窓口が一本化されてい
る。そのため、これらの機関が運営上、会議を開催している。三層の会議体
制が整備され、各連携機関の代表者が参加する運営会議（1～2か月に1回）、
各連携機関の管理職が参加する責任者会議（2 週間に 1 回）、そして各連携機
関の実践者が参加する職員会議（1週間に1回）となっている。 

 これらの連携機関間で連携契約を策定し、共通の目標、課題認識、連携内容、
費用負担などを規定し、契約は 1 年に 1 回見直され更新される。また、日常
業務では各種ガイドラインが定められている。 

 IHH は、同じ場所に、各機関が集まっていることで、機関間で各機関のサー
ビスの相互理解が深められ、移住者への効率的・効果的なサービスが提供で
きる利点がある。 

 
② 政策決定・制度変革に関わる連携 

 オーストラリア NSWM は、直接支援ではなく間接支援の機関であるため、他の調
査先とは、異なる連携のアプローチとしてJPWG（難民の第三国定住支援に関する
合同作業グループ）の例が紹介された。 

 JPWG は、NSW 州政府により、難民の第三国定住支援のための政策決定やコミュ
ニティの能力強化に関わる作業部会として設置され、オーストラリア NSWM が事
務局を務めている。JPWG の構成メンバーは、NSW 州政府の関連部署（保健局、
教育局、警察本部、コミュニティ・司法局、法律扶助委員会、産業局、州首相内
閣府）、連邦政府の関連部署（内務省、社会サービス省、雇用および訓練省、人的
サービス省）、NSW 州地方自治体（地方自治体を代表する組織）の上層部の代表
者、主要な NSW 州の定住支援機関の CEO である。行政（連邦政府、州、地方自
治体）および民間団体、そして福祉、教育、保健、労働、法律、産業など幅広い
領域が連携し、3ヶ月に1度会議が実施されている。 

 JPWGは、現場サイド（コミュニティ）と政府間の連携を深め、移民・難民に対す
る支援の強化につながったことが評価されている。政府との直接的な連携関係が
でき、現場サイドが、政策決定者との関係を構築できることに貢献している。 

 実際、2020 年の新型コロナウイルスのパンデミック発生時に、豪州政府は多数の
経済支援対策を発表したが、短期滞在者（難民申請者を含む）は、これらの支援
から排除されていた。JPWGが、この問題を取り上げたことにより、新たな緊急経
済支援対策法が制定され、現場のコミュニティ機関を通して、短期滞在者等への
直接支援に活用されたというエピソードが、連携のメリットとして挙げられた。 

 
③ プロジェクトベースの連携 
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 豊島区民社協は、新型コロナウイルス感染拡大の影響によって生活が困窮してい
る外国人住民のために、民間の国際 NGO 団体、法律専門家と協働で「コロナ禍で
困窮する外国人家庭への生活・法的支援による包括的生活安定支援」プロジェク
トを実施していた。生活に困窮する外国人に対して、毎月、各地区のさまざまな
拠点で、食料・物資の配給と相談会を実施している。多言語で相談するコーディ
ネーターが配置され、個別相談後に、コーディネーター、法律専門家、社協のコ
ミュニティソーシャルワーカー（後述）が、今後の支援の必要性や支援内容等を
検討するケース会議を行っている。また、相談会では、社協が開発したインテー
クシートで記録をとり、アセスメントを行い、支援計画や役割分担を検討する場
ともなっている。本プロジェクトは、食料提供という一時的な支援に留まらず、
外国人住民が抱える複雑・複合的な生活課題に対し、相談者が生活課題を解決し
ていくことができるよう、複数の支援者がそれぞれの専門性や強みを活かしてア
プローチするという包括的な支援へと発展した例として着目される。 

 豊中市では、市の人権政策課が中心となって、豊中市在住の外国人市民を対象に、
コロナ禍の影響調査（アンケートとインタビュー）が実施された（2022 年に調査
報告会を予定）。この調査はとよなか国際交流協会を含む市内のさまざまな団体
（豊中市役所の福祉・生活関連の部署、豊中市社協、外国人支援 NPO 団体、外国
人コミュニティなど）が参加メンバーとして関わった。調査終了後も、参加メン
バーを中心にネットワーク会議の立ち上げが検討されているという。調査という
協働のプロジェクトを通して、連携が一層進むことが期待される事例である。 

 なお、正式なプロジェクトを最初から作ってスタートするのではなく、ゆるやか
なつながりから、プロジェクトなどを立ち上げていく場合もある。とよなか国際
交流協会は、柔軟に、臨機応変に対応することを大事にしているという。たとえ
ば、スタッフやボランティアとの会話から防災関係の取組みが広がったり、ネパ
ールの若者の調査等のあとシンポジウムに発展したなどという例もあったという。 

 
(3) 連携・協働における課題 

 今回の調査先のほとんどは、おおむね連携・協働が図られ、もしくは積極的に連携を推
進しているために、連携を阻む壁や連携への懸念などの声はあまり聞かれなかった。 

 しかし、以下のような課題も指摘されていた。 
 豊島区民社協では、民間団体による助成事業を活用したコロナ禍での困窮外国人家庭へ

の支援プロジェクトが、終了したあと、継続的な支援ができるかどうかという懸念があ
るという。プロジェクトが進行中のときは、相談を受けやすい状況が確保され、また関
係機関との連携体制も構築されている。しかし、プロジェクト期間が限定的であるため、
予算がつかなくなった後、同様の支援が可能かどうか心配である。こうした支援が有効
であることを認識しつつ、行政が施策として検討し、反映してくれることが期待されて
いる。また、地域において行政による、外国人住民が利用できるわかりやすいワンスト
ップ相談窓口の設置の検討が切に望まれていた。 

 韓国NSCMでは、地方のソーシャルワーカーの場合、在留資格に関する知識不足や適切
な情報が入手できないなどの問題があるため、法律の専門家や入国管理局との連携強化
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が期待されている。また、医療機関との連携について、医療保険や在留資格がない場合
に医療機関を利用できない、またメンタルヘルスの問題があるが、移民を対象としたメ
ンタルヘルスを専門に対応する医療機関などがないこと、また、精神疾患に対する根強
い偏見や差別意識もあり、社会資源そのものの活用の制限や不足なども指摘されている。
これは、日本でも同様な状況があり、適切な社会資源がないことは、連携以前の問題で
ある。 

 フィンランドでは、現行の個人情報保護規制が厳しいため、機関間のケース会議を開催
することが困難であり、ケース会議が必要な場合は、利用者の同席や許可の下で行われ
ている。しかし、同じ場所でサービスが提供されているため、ケース会議を開催するよ
りも、他の窓口への同行支援で解決することが多い。連携上の情報共有とそれによって
より円滑なサービス提供を進めるためには、個人情報保護の規制緩和が必要である。 

 オーストラリア NSWM の前述した JPWG の課題として、a.メンバーの活動が都市中心
部に偏っているため、地方のコミュニティニーズを検討することが疎かになっているこ
と、b.実際に困っている当事者の参画や当事者からの情報提供が不十分であること、c
現場のコミュニティ機関が、現場の問題に対するデータやエビデンスを収集・分析し、
政策決定に影響を及ぼす裏付けを示す能力が十分でないことなどが挙げられている。 

 他方、アメリカ ACRS では、同じ組織内部の連携・協働の問題も指摘されている。アメ
リカでは、すでに多様な文化的背景をもつ職員から構成されている機関であるため、そ
れぞれの文化的、宗教的、価値観の違い、そしてリモートワークでのコミュニケーショ
ンの問題などが生じている。 

 組織内部の連携については、とよなか国際交流協会では、さまざまなサービス事業間の
つながりを意図しながら、職員同士が利用者の密な情報共有を図り、支援の連携に日常
的に取り組んでいくことが強調されている。事業の有機的な連携を目指し、利用者への
体系的な支援が重視されている。 

 
2. 総合的なコーディネートを担う人材 
(1) コーディネーターの現状と課題 

 調査を通して、以下のコーディネート機能が浮かび上がった。 
i. 直接支援のコーディネート:ミクロレベルでのアプローチを意味し、個人・

家族に対して、さまざまな社会資源を活用しながら総合的・包括的に支援を
行っていくコーディネート。 

ii. 間接支援のコーディネート:メゾ・マクロレベルでのアプローチを意味し、
外国人等への支援や多文化共生社会の実現に向けて、連携・協働の支援体制
を作るためのコーディネート。 

iii. 組織内の支援のコーディネート:組織内の相談をとりまとめ、緊急性の高い
高度な専門知識・技術を要する案件に関するコーディネート。 

 調査先では、ⅰ～ⅲのうちの一つのコーディネートを担っている人材もしくは複数のコ
ーディネートを担っている人材がいる。 

 オーストラリア NSWM 以外の調査先は、直接支援に関わっている機関であるために、
複雑・複合的な外国人等の相談を扱っている相談員やソーシャルワーカーが配置され、
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直接支援のコーディネートを担っている。 
 相談員の名称はさまざまで、たとえば、多文化ソーシャルワーカー、相談・通訳コーデ

ィネーター、多文化コーディネーター、コミュニティソーシャルワーカー、専門相談員、
ケースマネージャー、移住女性相談員などがある。 

 相談員は、社会福祉士、公認心理師、臨床心理士などの有資格の者、専門を問わないが
修士課程以上の学歴の者、バイリンガル・バイカルチュラルな者、特別な資格を要しな
い者などさまざまである。 

 社会福祉士、ソーシャルワーカーなどの福祉専門職の有資格者を採用している機関は、
8 機関中 6 機関（アメリカ ARCS、オーストラリア NSWM、韓国 NSCM、豊島区民社
協、とよなか国際、北九州国際）である。 

 また、本調査のほとんどの調査先は、多言語に対応できるの相談員をスタッフとして配
置している。 
 

 以下、間接支援のコーディネートもしくは、間接支援コーディネートと他のコーディネ
ートを含む人材として、調査先の中でも、特に、今後注目すべきコーディネーターにつ
いて取り上げる。 

 
① 外国人等支援を対象としたコーディネーター:多文化ソーシャルワーカー・多文化コー

ディネーター 
 近年、日本では、外国人等支援を専門に扱うソーシャルワーカーを多文化ソーシ

ャルワーカーと呼ぶことが多くなっているが、北九州国際交流協会もその例であ
る。 

 北九州市では、前述のとおり北九州市の国際政策上、多文化共生を推進するにあ
たり、調査先の北九州国際交流協会を行政および民間機関などのコーディネータ
ー組織として位置づけ、「相談・通訳コーディネーター」と「多文化ソーシャルワ
ーカー」の2種類のコーディネーターを配置している。後者の多文化ソーシャルワ
ーカーは、社会福祉士の資格を持ち、「複数の分野にまたがる外部機関に関わるコ
ーディネート」および「緊急性の高い、高度な専門知識を要する案件に関するコ
ーディネート」を担っている。相談・通訳コーディネーターは、多文化ソーシャ
ルワーカーによる研修やスーパービジョンを受けることになっている。また、先
に示した多機関・多職種による連携の会議である外支連での模擬ケーススタディ
ーでは、多文化ソーシャルワーカーがその中心的役割を果たしている。 

 神奈川県では、県教育委員会の事業として 20 数校の公立高等学校で多文化コーデ
ィネーターが NPO を通して派遣されている。今回の調査先のふれあい館も派遣元
の 1 機関として、そのうち 3 校に、3 名の多文化コーディネーターを派遣してい
る。多文化コーディネーターは、様々な支援が必要な子どもたちの状況を把握し、
日本語学習支援や教科学習支援、多文化の子どもたちの居場所づくり、外国につ
ながる子どもたちの自立支援などを学校内でコーディネートしている。ここでの
自立支援では、在留資格によって制限がある福祉制度の利用や就職活動・進学、
経済面の支援をスクールソーシャルワーカーと連携しながら行っている。課題は
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山積みで、支援不足が指摘され、支援体制の充実が強調されている。 
 

② 地域住民の支援を対象としたコーディネーター:コミュニティソーシャルワーカー 
 日本の福祉施策では、地域福祉推進の柱として、近年、コミュニティソーシャル

ワーカーと呼ばれる人材や地域を基盤としたソーシャルワークなどが注目されて
いる。社会福祉協議会の職員は、そうした役割を担うことが期待されている。コ
ミュニティソーシャルワーカーは、一言でいえば、個人・家族の生活全般の課題
をアセスメントし、自立に向けて包括的に支援するとともに、個々の問題を地域
の課題と捉え、さまざまな機関や地域住民と連携協働し課題解決のための支援体
制づくりを図っていく人材である。 

 豊島区では区の福祉施策でコミュニティソーシャルワーク事業（CSW 事業）を展
開しており、豊島区民社協が CSW 事業を委託され、現在 17 名のコミュニティソ
ーシャルワーカーが活動している。CSW は、属性や国籍を問わず、生活全般の相
談支援を行っている。新型コロナウイルスの感染拡大により、生活福祉資金の特
例貸付が始まり、外国人住民からの申請件数が急増したという。CSW は、原則、
社会福祉士、精神保健福祉士、または、それに準ずる資格をもつ者ということが
規定されている。17 名中 3 名は区からの派遣職員であるが、残り 14 名の社協職
員（常勤 11 名）は、すべて社会福祉士もしくは精神保健福祉士の有資格者である。
なお、前述した「包括的生活安定プロジェクト」では、実際の相談を担う外国語
の話せる各コーディネーターと呼ばれる人たちとともにコミュニティソーシャル
ワーカーが、今後の支援の必要性や支援内容等を検討するケース会議を行い、包
括的な支援へと発展させている。 

 
③ 各機関の連携体制をつくるコーディネーター 

 フィンランド IHH は、それ自体が、各機関の窓口であるため、コーディネーター
が3名配置され、各機関のコーディネートを担う人材として配置されている。 

 オーストラリアでは、NSW GROW (移民を歓迎する地域の拡大を目指すプロジェ
クト) の例を通して、地域社会の各機関や利害関係者をコーディネートする組織・
人材の重要性が指摘されている NSW GROW は、西シドニー地域に地域雇用拠点
を設立し、雇用を通して、地方都市に移民・難民の誘致・定着を図り、同時に地
域活性化を目指すプロジェクトであり、これは移民の社会への統合と包摂に対す
る体系的なアプローチである。オーストラリア NSWM は、このプロジェクトを推
進するために、コーディネートの役割を担う主力機関に資金を提供し、主力機関
の職員であるコーディネーターが実務を担当している。プロジェクトでは、地方
自治体、企業、民間支援団体、主要なサービス機関、地元のボランティア団体な
どのメンバーが集うタスクフォースが形成され、移住者の誘致・定住について協
議がなされている。コーディネーターは、タスクフォースに代わり、誘致・定着
の計画を策定し、日常的な運営管理を監視し、タスクフォースの意思決定のため
に情報を提供する。多様な考え方を確実にタスクフォースの計画立案に組み込む
ことを目標とした諮問団体と利害関係者をとりまとめて特定のプロジェクトを主
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導する作業グループを調整し、支援する。 
 
(2) コーディネーターとして求められる資質、知識、スキル 

コーディネーター、もしくは外国人等支援に携わる職員に求められる資質、知識、スキルとして、
以下のような意見が述べられた。 

 
① 基本的な価値観・姿勢 

 社会正義や福祉の実現、社会的弱者への配慮、クライエントから学ぼうとする謙
虚な態度（アメリカACRS） 

 異なる文化・言語的背景に敏感であること、異なる意見を尊重すること（ふれあ
い館、アメリカACRS） 

 自立性、積極性、責任感（フィンランドIHH） 
② 知識 

 福祉、教育、心理、医療などの幅広い専門知識（とよなか国際） 
 在留資格などの法的知識（ふれあい館、豊島区民社協） 
 国際移住問題に関する専門的な背景（フィンランドIHH） 

③ スキル 
 主訴を的確につかみ、必要な支援を組み立てていくコーディネート力（対応力）

（とよなか国際） 
 相談者の状況を幅広く見立て、表出されている主訴だけでなく、隠れているニー

ズへも注目し、適切な状況で提供していく技術（対応のデザイン力）（とよなか国
際） 

 相談から浮かび上がるテーマを個人的な問題に留めず、社会問題として提起して
いくアドボカシー（とよなか国際） 

 マネジメント・事務能力（助成金の獲得、プロジェクト業務の遂行）（フィンラン
ドIHH） 

 地域の各種課題やニーズを拾い上げ、それを事業という形にしていく力（ふれあ
い館） 

 問題に対する政府の様々な部門の意識を高め、様々な機関が解決策を見出すこと
を奨励し支援する力（オーストラリアNSWM） 

 戦略的な連携を確立し、共同を促進し、コミュニティの能力を育成する力（オー
ストラリアNSWM） 

 問題を把握し、それに対処するための共通の目標を策定するためにコミュニティ
のリーダー、多種多様な利害関係者、および移民の人々と共に活動する力（オー
ストラリアNSWM） 

 計画立案の力（プランニング）（オーストラリアNSWM） 
 エビデンスの調査および収集力（オーストラリアNSWM） 
 地域全体の制度および構造を理解し、構造的な変革によって社会的正義を達成す

るために活動する力（ソーシャルアクション）（オーストラリアNSWM） 
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3. 多文化共生社会の推進における地域社会や組織等における課題 
多文化共生を進めていく上での地域社会や組織の課題などについての意見を、以下のとおり整理し

た。 
 
(1) 人材に関すること 

外国人等支援を担う人材や多文化共生の推進を担う人材に関する意見が多くみられた。 
 

① 人材の雇用形態 
 外国人支援事業とソーシャルワークの周知とスムーズな連携を進めるための仕組

み作りを行いたいが、職員が有期雇用であるため、人材が入れ替わり、知識や経
験を重ねた人材が育たず、築き上げた連携が途切れることが懸念される（北九州
国際）。 

 高校の拠点校に多文化コーディネーターを非常勤で配置する体制のために資質の
向上が図られにくい（ふれあい館） 

 所⾧以外のチームメンバーは任期付きの契約職員である（フィンランドIHH）。 
 

② 人材の確保が困難 
 中国・韓国人の大学院修士課程卒業者は、卒業後研修ビザが自動的に発行される

が、2 年目以降は、雇用主のスポンサーシップが必要なため、雇用の確保が困難で
ある。また、ソーシャルワーカーの育成や資格取得に力を注いでいるが、資格取
得後に給料の高い医療機関や政府機関への転職が目立つ（アメリカACRS）。 
 

③ 人材配置の制度的位置づけ 
 制度に基づく人材配置の制度設計が必要である。多文化ソーシャルワークを担う

人材は、一般的な福祉職のように、制度に基づいて配置されていない。したがっ
て、多文化ソーシャルワーカーに関する人材育成講座に関心のある人は多いが、
実際、そうした人材を配置する機関が不透明なため、専門職としての人材の定着
にはつながりにくい（ふれあい館）。 
 

④ 人材の育成 
 外国人住民を地域につなげる、支援を担う外国人コーディネーターの育成が必要

である。社会的包摂に向けた取組みとして、外国人住民が地域につながる仕掛け
が重要で、また外国人相談者の中には、同国人や同じ言語を話す支援者を好む場
合があるため、その点に配慮した社会的包摂の具体策を練る必要がある（豊島区
民社協）。 

 地域のネットワーク作りの中で、それぞれの専門職の質の向上を図りたい（ふれ
あい館）。 

 
(2) 外国人等のさまざまな生活課題とその対応に関すること 

① 医療通訳のニーズ 
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 相談として医療、とくに通訳のニーズが高いが、提供するにはさまざまな課題が
あるため、それらを整理し、対応策を検討していく必要がある（とよなか国際）。 
 

② 子ども、教育現場での支援 
 移住者の子どもが日本社会をつくる存在であり、教育領域での支援や教育におけ

る多文化共生も重要な領域と捉える（とよなか国際）。 
 

③ 雇用問題 
 移民二世のフィンランド語習得と教育達成を通じた雇用機会の改善と労働市場の

統合が注目されている。そのため母国語レベルのフィンランド語を必要としない
職種については、それを求めないとすることが重要であり、雇用主の態度の変化
等が望まれる。また、ヘルシンキ市は、外国出身の市職員の積極的な雇用を進め
ているため、英語のみで業務を可能にしていく必要がある（フィンランドIHH）。 

 移民・難民の定住者の雇用の成果は改善が必要な領域として認識されている。主
な要因は、定住支援サービス（たとえば、ソーシャルワーカーおよびその他の職
員）には産業や雇用者を効果的に関与させるための十分なスキルや知識が備わっ
ていない。移民の定住支援の一環として雇用者を関与させることは、仕事の確保
のみならず、定住支援の成果に広く寄与する。産業界のリーダーは自らのコミュ
ニティの中で影響力をもっていることが多く、そのコミュニティの中で受け入れ
を歓迎する意識を広く形成することにもなりうる（オーストラリアNSWM）。 
 

④ 遠隔の行政サービスの普及 
 遠隔の行政サービスの普及に欠かせない安全性の高いデジタル身分証明制度の導

入・活用が重要である（フィンランドIHH）。 
 

⑤ 外国人特有な課題に対する懸念 
 在留資格など外国人特有の問題があることを見落とされ、支援すべき対象でもフ

ォローされておらず、深刻化することがある（北九州国際）。 
 友人・知人などの支援者が間違った知識で対応していたために、ソーシャルワー

カーが入った時にはすでに解決が難しい状態になっていることがある（北九州国
際）。 

 「外国人相談（対応）＝通訳」という誤解が非常に多い（北九州国際）。 
 
(3) 地域社会に関すること 

 管轄する区域外に転出する外国人住民への継続的な支援に限界を地区社会福祉協議会で
は実感していた。⾧期的に関わってきた外国人家庭が他の市区町村に転出したときに、
転入自治体による外国人家庭への対応が十分ではなかった事例があった。各自治体で同
じような外国人住民への支援を行っているわけではない。そのため、職員が転入先まで
足を運び子どもの転入手続きをしたり、転入先のコミュニティに関する支援情報なども
伝えたりすることになった（豊島区民社協）。 
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 コミュニティが薄れてきた時代の中に進む孤立の課題がある。孤立する外国人住民とそ
の子どもに出会う仕組みづくりを進めていきたい（ふれあい館）。 

 地域社会は、Compassion Fatigue(共感疲労)になってきている。中国との経済摩擦、有
色人種へのヘイトクライム、ホームレスの増加など、社会全般で以前のリベラルな気運
が減少する傾向がある（アメリカACRS)。 

 市は多文化共生、支援の充実が、人権尊重と住民の幸福につながるものと考え、より一
層の充実を目指している（とよなか国際）。 

 日本全体を見た場合、地域により外国人の状況も抱えている課題も違うため、国の示し
た方針や考えそのままではなく、それも参考にしながらも、あくまでもこの地域で暮ら
す人たちが抱えている課題に合わせて支援を組み立てていこう、ということを基本にし
ている（とよなか国際）。 

 地域の多くの人々が多文化主義および移民受け入れの利点を把握し、安全な方法でそれ
に対する恐れや懸念の声を上げる機会をもつ必要がある。定期的な情報提供は非常に重
要であり、それによって人々は早い段階で移民の定住支援に賛同し関与することができ
る（オーストラリアNSWM）。 

 オーストラリアの定住支援サービスモデルは都市型であり、農村地域や地方のコミュニ
ティには適さない。都市型の場合、専門知識、サービス、資源が豊富で、団体が特定の
定住支援サービスを請け負い、サービスを提供している。しかし、地方には利用できる
適切な支援サービスがない。また都市型の資金提供モデルは、資金提供を受けた機関間
の競合を生み出し、これによって連携や調整が妨げられる（オーストラリアNSWM）。 

 国民の 50%が首都圏（ソウル市、京畿道・仁川市）に集中しているため、活用できる
社会資源が中心部に集中している（韓国NSCM）。 

 
(4) 外国人政策や体制整備（システム）に関すること 

 技能実習制度に代表されるように、日本の外国人の受入れ制度そのものが国際的な現状
を反映しておらず、充分に機能していないなど、ソーシャルワーカーはそれを認識し、
声をあげていくことが必要である。不安定な非正規雇用を強いられ、経済的にも苦しい
外国人が多数を占める。こうした脆弱な環境にある外国人が、新型コロナウイルスやリ
ーマンショックなどの激変があるとその影響を受けやすい。こうした状況を打開する体
制づくりの限界がある（ふれあい館）。 

 技能実習生をはじめ、法制度的問題によって生じている相談は、一団体による現場での
対応は困難である。また、人口が急増している国も、入国や在住状況に法制度的問題が
あり、これらが日本社会に与えている影響は大きい。このような社会情勢とその問題に
ついて取り上げ、行政と課題共有をしていくことも、引き続き相談事業、相談事業を実
施する団体にとっては重要なソーシャルアクションの取組みといえる。（とよなか国際）。 

 地域社会全体に対応するためにコーディネート機能に着目し、人材や機能に投資するこ
とが重要である。地域社会の様々な部門が移民を受け入れ、支援し、包摂し、コミュニ
ティ全体として対応するためのコーディネートを行う能力を発揮するマンパワーの育成
に焦点が置かれる必要がある。このためには、様々な利害関係者をとりまとめる機関間
のネットワーク調整機関の存在が重要な役割を担っている（オーストラリアNSWM）。 
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 明瞭な統治構造を確立することが重要である。地方のコミュニティ団体と政府の政策や
意志決定者との間には隔たりがある。そのため、現場が政策や意志決定者に影響を及す
ための経路を見出す支援が必要である。地域レベルでは、ネットワークや機関間の会議
が多数存在しているが、政策のプロセスに影響を与える方法や、地方に特有の問題を提
議し関心を集めるための方法について理解していないことが多い。政府が地域の現場の
理解を支援するような手腕をもつことが重要である（オーストラリアNSWM）。 

 当事者を意志決定のプロセスに関与させることが求められる。当事者に支援サービス計
画の立案に意見を提示し、プログラムおよび政策にも影響を及ぼすことができるような
機会を提供することが重要である（オーストラリアNSWM）。 

 
(5) 資金・財源に関すること 

 税金（消費税・固定資産税）が上昇する一方で、新型コロナウイルスの影響もあり、
様々な行政サービスが縮小され、犯罪防止や警察の支援に悪影響が生じている。税金の
再配分政策の変化に伴い、以前はクライアントの数で予見できた予算が、どれだけのサ
ービスを実際に提供したかという出来高制に移行し、必要な医療サービスに関しては保
険会社に直接請求するシステムに変わり、保険申請のチェックや要件も厳しくなってい
る（アメリカACRS）。 

 一時的な助成金に頼らない継続的な資金を確保することが必要である（フィンランド
IHH）。 

 女性の権利に関する法律を背景として、設置された韓国NSMCの場合は、国・地方自治
体からの委託事業として運営されており、財政的には安定し社会資源としての信用度も
高いが、反面、行政の代替機能を担っており責任が重い面は否めない（韓国NSCM）。 
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IV. 今後に向けた示唆  
 

今回の調査結果を踏まえ、今後の日本における外国人等支援および多文化共生社会の推進に向けて、
多機関・多職種の連携・協働、コーディネーターとしての人材の配置、ソーシャルワーク実践におけ
るコーディネーションのあり方を検討する上での示唆を以下のようにまとめた。 

 
1. 多機関・多職種の連携・協働の支援体制の構築に向けて 
(1) 連携先として、特に「法律の専門家・専門機関」、「地元の企業や経済団体」、「学校関係者」と

の連携が強化されなければならない。 
 外国籍住民の場合、在留資格に関する問題が多いため、弁護士や行政書士、またそれらの

職能団体としての弁護士会や行政書士会との連携は必須である。 
 外国人等の自立支援および地域活性化のためには雇用の問題は切り離せない。地元の企業

や商工会議所等を巻き込み、就労を通して、外国人等の社会参加を促進する必要がある。 
 外国籍の子どもや外国につながりのある子どもおよびその家族が孤立し、生活課題が見過

ごされないように、教育委員会、教員、スクールソーシャルワーカー等の学校関係者との
連携を強化すべきである。 

 
(2) 多機関・多職種の関係者による会議が、情報提供・共有のための会議に留まらず、個々のケー

スに対する各々の役割が認識され、協働的・実質的な支援につながることが重要である。また、
個々のケースが地域の共通課題として認識され、政策決定へのプロセス、政策の変化や提言へ
と結びつくための連携体制が整備されなければならない。 
 北九州国際交流協会の外支連会議のように、模擬事例検討を通しての連携のシミュレーシ

ョンなどの工夫が必要である。 
 オーストラリアのNSWMのJPWGのように、地域の現場（コミュニティ）レベル、州政府

レベル、連邦政府レベルの会議が有機的に結びつき、政策変化へとつながるようなエスカ
レーション（ボトム-アップ方式）体制をつくることが重要である。さらに、現場レベルで
は、課題に対する認識を共有し、エビデンスを調査するためのデータ収集や分析する力が
求められる。 

 
(3) 多機関・多職種の連携による、外国人等支援や多文化共生を推進するプロジェクトを促進する

必要がある。また、このようなプロジェクトが地域社会で活発に展開されるためには、地域の
自治体によるイニシアチブおよび助成事業が充実することが望まれる。 
 豊島区民社会福祉協議会では、「コロナ禍で困窮する外国人家庭への生活・法的支援による

包括的生活安定支援」、そして豊中市では、「外国人市民を対象としたコロナ禍の影響調査」
が、多機関・多職種との連携で取り組まれていた。こうしたプロジェクトベースの取組み
は、お互いをよりよく知る機会となり、地域の課題を共有しやすく、またそれぞれの機関
が何をすべきかという役割が自覚されやすい。プロジェクトが終了しても、顔のみえる関
係を継続でき、行政に地域の課題として認識されやすいことが期待される。 

 多機関・多職種協働によるプロジェクトについて、特に地元自治体がイニシアチブをとり
推進すること、もしくはプロジェクトに関する助成事業を行うことが望ましい。 
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(4) 多機関・多職種との連携・協働によって、個々のケースについて総合的・包括的な支援を行う

にあたり、守秘義務や個人情報保護の課題がある。関係者・関係機関の連携における個人情報
の取り扱いや当事者の了解、支援目標の設定等の共通ルール・マニュアルの作成が求められる。 
 福祉関係者は、個人の情報を詳細に知り得る立場にある。多機関・多職種との連携によっ

て支援を提供する際には、関係者・関係機関の間で、個人情報の取り扱いについて留意す
る必要がある。 

 フィンランドの IHH では、連携機関間の交渉に基づいた共通の理解・課題認識・使命感と
共同の目標設定を経て、連携契約が締結されており、また利用者対応の適切な手順やマナ
ーのための共通のマニュアルが設けられている。 

 日本の福祉政策では、令和 3 年（2021）年 4 月から開始した重層的支援体制整備事業20に
おいて、関係者や関係団体の会議として、支援会議と重層的支援会議を設けている。支援
会議は、会議の構成員に対する守秘義務を設け、本人同意が得られていないケースであっ
ても関係者間で情報共有できる会議体である。他方、重層的支援会議は、本人同意が得ら
れたケースに関して、当該ケースの支援プランの共有やプランの適切性について協議する
ものである。二つの会議体により、個人情報を守ると同時に、個人情報の壁を越えた柔軟
な対応策として、今後の展開が注目される。 

 
2. コーディネーターの配置 
(1) 総合的な支援を提供し、多文化共生を推進するコーディネーターとして、市町村レベルでソー

シャルワーカーを適切に配置することが望まれる。多文化ソーシャルワーカーやコミュニティ
ソーシャルワーカーと呼ばれるソーシャルワーカーを、地域の実情にあわせて、市区町村、社
会福祉協議会、地域国際化協会、国際交流協会、民間支援団体等に配置することを推進すべき
である。 
 北九州国際交流協会やとよなか国際交流協会のように、地域の国際交流を推進する中間支

援組織として総務省が認定している「地域国際化協会」や、市町村によっては「国際交流
協会」（名称はさまざま）等がある。市区町村によって規模の違いはあるが、多言語による
情報や相談等、さまざまなサービスが提供されている。また、フィンランドの IHH は、日
本の外国人在留支援センター（FRESC）21の地方版とも言えるが、ヘルシンキ市の外国人
等のためのワンストップサービスである。こうした外国人等専用の相談窓口に、多文化ソ
ーシャルワーカーを配置することにより、専門的な福祉支援を提供することができる。 

 川崎市のふれあい館やアメリカの ACRS のように、すでに地域に根ざした民間の外国人等

 
20 地域において多様な福祉課題や生活課題に対して分野を超えて複合的な支援を行えるような仕組み作りとして、令和

2（2020）年の社会福祉法改正にともない、市町村の任意事業として創設された。本事業は、相談支援、参加支援、地

域づくりに向けた支援、アウトリーチ等を通じた継続的支援、多機関協働の事業等で構成され、一体的に取り組むもの

とされている。 
21 日本の在留外国人からの相談対応、外国人を雇用したい企業、外国人支援に取り組む地方公共団体の支援などの取組

みを行う日本政府が運営する相談窓口。雇用など外国人の在留に関わる8つの関係機関が一つのフロアに集まり、各機

関が緊密な連携をとり対応している。 
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支援団体がある。外国人等支援のノウハウが蓄積されており、異なる言語・文化を背景と
した職員も働いている。こうした先駆的な団体を手本としながら、社会福祉法人や NPO 法
人等の民間支援団体を地域の外国人等支援の拠点と位置づけ、多文化ソーシャルワーカー
を配置することも検討されるべきである。 

 豊島区民社会福祉協議会のように、近年ではコミュニティソーシャルワーカーの配置も進
んでいる。外国人等も地域住民という認識のもとで、当事者の声に耳を傾けながら地域の
関係者との話し合いや会議の場を設け、支援のネットワーク化を図り、個人の課題を地域
全体の課題として取り組んでいくことが必要である。 

 地域によって、外国籍人口の人数、割合、どのような人が住んでいるのか（国籍、民族、
滞在資格等）は異なっている。また、外国人等住民の受入れに対する他の地域住民の寛容
度や支援団体の充実度などの違いがある。したがって、地域の実情を基盤とした（place-
based）コーディネーターとなる人材の配置が検討されなければならない。 

 
(2) コーディネーターとなる人材の配置については、国・地方自治体の施策による位置づけおよび

人材が継続的に雇用される財政的援助が必要である。 
 これらのコーディネーターの配置には施策の位置づけと財政的援助が必要である。北九州

国際交流協会は、北九州市の施策により、コーディネーター機関として位置づけられてい
る。豊島区民社会福祉協議会も、豊島区の委託事業としてコミュニティソーシャルワーカ
ーが配置されている。また、韓国の NSCM は、法律に基づいて位置づけられている移民女
性相談所を委託事業として請け負っている。 

 オーストラリアの NSWM の GROW プロジェクトでは、移民の誘致・定着および地域活性
化のために地元のさまざまな利害関係者を束ねるコーディネートを担う機関・人材に州政
府が助成をしている。日本に置き換えれば、都道府県が、市町村レベルで外国人等支援や
多文化共生を推進するために、コーディネーターの役割を担う機関・人材に助成金を支払
うイメージである。 

 しかし、行政の委託事業によりコーディネーター人材が配置されたとしても、雇用形態の
問題（非正規雇用、有期雇用など）があり、構築された連携体制やそのノウハウが途切れ、
高度な知識・スキルをもつ人材が十分に育成されないなどの課題がある。したがって、コ
ーディネーター人材の継続的・安定的な雇用が確保されるような制度的位置づけや財政的
援助が必要不可欠である。 

 
3. ソーシャルワーク実践とコーディネーション 

コーディネーション（調整）は、ソーシャルワークの機能の一つである（表 1 参照）。コーディネ
ーションとは、そもそも「ある目的の達成のために、その目的に適合しそうな社会資源を調整するこ
と」であり、社会福祉などの対人援助分野では、「協働」「連携」「連絡調整」などと広く解釈される
22。前述のとおり、コーディネーションには、①直接的支援のコーディネーション、②間接的支援の
コーディネーションがあるが、前者は、個々の支援に必要な社会資源を総合的・包括的に調整するこ

 
22 藤井博志（2015）「第4章コーディネーションとネットワーキング」『社会福祉士養成テキスト相談援助の理論と方

法Ⅱ』中央法規 
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と、後者は、多機関・多職種との協働による包括的支援体制を構築し、それぞれの強みを発見し活用
していくための調整ということができる。以下、外国人等支援および多文化共生社会の推進における
直接および間接的コーディネーションのあり方について提案する。 
 
(1) 個々の外国人等に対する総合的・包括的支援におけるコーディネーションで特に必要とされる

価値観・知識・スキル 
 外国人等に対する対等な態度、人権を守る姿勢 
 福祉、教育、心理、医療などの幅広い専門知識 
 在留資格等の法的知識 
 国際移住問題に関する専門的な背景 
 文化的コンピテンス 
 個々の外国等の抱えている課題を社会問題として捉えて提起していくアドボカシー 

 
(2) 異業種・異分野の関係者・関係機関を含めた戦略的な連携・協働のネットワークづくり 

 オーストラリアの NSWM は「コレクティブ・インパクト」（協働による効果）を重視して
いるが、これは、立場の異なる組織（行政、企業、NPO、財団、有志団体など）が組織の
壁を越えてお互いの強みを出し合い、社会的課題の解決を目指すアプローチである。多機
関・多職種連携を進めるにあたり、コレクティブ・インパクトのコンセプトの下で異業
種・異分野とのネットワークを構築する必要がある。 

 
(3) 当事者による関係者・関係団体の会議等への参加を促進し、現場の意見を政策決定・制度変革

に反映させる経路づくり 
 多機関・多職種の連携による会議は普及しているが、生活課題や生きづらさを抱えている

外国人等当事者（people with lived experience）の声を積極的に聞く機会を設けることが必
要である。また、現場における当事者および支援者の実情や課題等が、政策決定のプロセ
スや制度変革に影響を与えるような経路づくりが求められる。例えばオーストラリアの
JPWG を参考に、日本政府・都道府県・市町村レベルでの仕組みづくりを検討すべきであ
る。これは、弱い立場におかれやすい外国人をめぐる社会構造を理解し、構造的な変革に
よって、社会正義を達成するために活動する、ソーシャルアクションに通じるものである。 

 
(4) 地域共生社会の実現という福祉施策は、外国人等との共生（多文化共生）も含んでいること、

そして共生社会の充実が、すべての地域住民の幸福や地域活性化等につながることについて、
日本人住民への理解促進や啓発活動を行うこと。 
 地域共生社会の実現を中核とする福祉施策では、多機関協働による包括的支援体制構築が

重点課題であり、そこでは、関係機関の一つとして多文化共生関係者・機関も含まれてい
る。また地域共生社会も多文化共生社会も多様性を尊重し、誰も排除しない社会的包摂の
コンセプトから成り立っている。 

 オーストラリアの NSW の GROW のコーディネーターが、地元住民に対して移民・難民へ
の理解促進や歓迎ムードを醸成していたように、日本も外国人等に対する理解促進や外国
人人材を受入れることにより地域社会が豊かになることなどを啓発していくことが必要で



89 

 

ある。 
 なお「多文化家族」が外国人と結婚した家族等という狭義の意味で使用され、「多文化」と

いう表現がスティグマ的に扱われている韓国の報告があったが、多文化＝外国人という排
他的な表現として用いられないように留意しなければならない。 

 
(5) 地域・多文化共生社会を推進するための計画の立案とその進捗管理・実行 

 オーストラリアの NSWM の GROW のコーディネーターは、地元の利害関係者のタスクフ
ォースチームのバックアップをしながら、戦略的で⾧期的な移住者誘致・定着の計画を策
定し、計画の進捗管理を担っている。日本では、類似の計画として、地方自治体による多
文化共生推進プランや地域福祉計画がある。計画においては、地元の関係者・関係機関の
話し合いの機会を設け、それぞれの役割を取り決め、計画を立案し、それぞれの進捗管理
をしながら、計画を実行していくことが重要である。 
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【表1】ソーシャルワークの機能 
○ ソーシャルワークの機能としては、権利擁護・代弁・エンパワメント、支持・援助、仲介・調整・組
織化、社会資源開発・社会開発などが挙げられるが、それらの体制の構築や運営を推進していくに当た
っては、次のような具体的なソーシャルワークの機能が相互に補完し合いながら発揮される必要があ
る。 
【複合化・複雑化した課題を受け止める多機関の協働による包括的な相談支援体制を構築するために求
められるソーシャルワークの機能】 
・ 地域において支援が必要な個人や世帯及び表出されていないニーズの発見 
・ 地域全体で解決が求められている課題の発見 
・ 相談者が抱える課題を包括的に理解するための社会的・心理的・身体的・経済的・文化的側面のアセ
スメント 
・ 相談者個人、世帯並びに個人と世帯を取り巻く集団や地域のアセスメント 
・ アセスメントを踏まえた課題解決やニーズの充足及び適切な社会資源への仲介・調整 
・ 相談者個人への支援を中心とした分野横断的な支援体制及び地域づくり 
・ 必要なサービスや社会資源が存在しない又は機能しない場合における新たな社会資源の開発や施策の
改善の提案 
・ 地域特性、社会資源、地域住民の意識等を把握するための地域アセスメント及び評価 
・ 地域全体の課題を解決するための業種横断的な社会資源との関係形成及び地域づくり 
・ 包括的な相談支援体制に求められる価値、知識、技術に関する情報や認識の共有化 
・ 包括的な相談支援体制を構成するメンバーの組織化及びそれぞれの機能や役割の整理・調整 
・ 相談者の権利を擁護し、意思を尊重する支援や方法等の整備 
・ 包括的な相談支援体制を担う人材の育成に向けた意識の醸成 
【地域住民等が主体的に地域課題を把握し、解決を試みる体制を構築するために求められるソーシャル
ワークの機能】 
・ 潜在的なニーズを抱える人の把握、発見 
・ ソーシャルワーカー自身が地域社会の一員であるということの意識化と実践化 
・ 地域特性、社会資源、地域住民の意識等の把握 
・ 個人､世帯､地域の福祉課題に対する関心や問題意識の醸成､理解の促進､福祉課題の普遍化 
・ 地域住民が支え手と受け手に分かれることなく役割を担うという意識の醸成と機会の創出 
・ 地域住民のエンパワメント（住民が自身の強みや力に気付き、発揮することへの支援） 
・ 住民主体の地域課題解決体制の立ち上げ支援並びに立ち上げ後の運営等の助言・支援 
・ 住民主体の地域課題解決体制を構成するメンバーとなる住民や団体等の間の連絡・調整 
・ 地域住民や地域の公私の社会資源との関係形成 
・ 見守りの仕組みや新たな社会資源をつくるための提案 
・ 「包括的な相談支援体制」と「住民主体の地域課題解決体制」との関係性や役割等に関する理解の促
進 

＜引用:社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委員会「ソーシャルワーク専門職である社会福祉
士に求められる役割等について」（平成30年3月27日）＞ 
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V. シンポジウム実施報告 
 
 本調査研究事業におけるヒアリング調査を踏まえ、調査研究の成果報告の一環として、2022 年 3
月 13 日（日）に、世界ソーシャルワークデー2022 企画「多文化ソーシャルワークシンポジウム～
総合的な支援のコーディネーション～」をオンライン（Ｚoom ウェビナー）にて開催した。本シン
ポジウムは、厚生労働省、出入国在留管理庁、国際ソーシャルワーカー連盟の後援を得て開催した。 
 

シンポジウムの定員300名に対し、308名（国内251名、国外20 カ国より57名）が登録、うち
当日は209名が参加した。 
 
 本シンポジウムでは、国内外のヒアリング調査先より5箇所（オーストラリア、アメリカ、韓国、
豊島区、北九州市）の実践が報告されるとともに、「総合的な支援のコーディネーション」に焦点を
あて、多機関連携やコーディネートをどのような展開するか、深め、共有する機会となった。 
  
 参加者アンケートでは、「アメリカの報告について、自治体のサポートがなされていると感じ、若
者から高齢者まで幅広く支援されていると思った」、「オーストラリアは移民者も多く、受入れシステ
ムが整備されていることに驚いた」、「雇用主に対しての人材育成プログラムについて興味深く感じ
た」、「協力機関とのネットワークの形成過程が具体的でとても参考になった」等、新たな知見を得る
とともに、多文化ソーシャルワーク、支援のコーディネートに向けて、具体的な実践に反映できる報
告への評価が多く見受けられた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  シンポジウム募集チラシ（日本語版）   シンポジウムの様子（閉会挨拶時） 
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1. 調査資料 

【同意説明文書】 

調査のご協力について（依頼） 
関係各位 

 

このたび、2021 年度社会福祉振興・試験センター助成事業の一環として、以下の調査

研究を実施することになりました。つきましては、研究の趣旨をご理解いただき、調査へ

のご協力を何卒お願い申し上げます。 

 

研究題目：「多様な文化的背景をもつ地域住民（外国人等）に対する総合的な支援

をコーディネートする多文化ソーシャルワークに関する調査研究」 

研究代表者：日本ソーシャルワーカー連盟 国際委員会 委員長 

（公益社団法人日本社会福祉士会 理事）伊東 良輔 

 

 

【研究の概要】 

１． 研究の目的 

本研究では、移民・難民の受入れや支援の実績のある欧米・豪州、そしてアジアの事例を

踏まえ、地域共生社会の実現に向け、多文化共生に関係する地域課題と制度や相談機関等

を総合的にコーディネートする支援体制・仕組みのあり方についての調査研究を行います。

多様な文化的背景をもつ地域住民（外国人等）の世帯全体の課題を的確に把握し、支援の

コーディネートを行うとともに、多職種・多機関のネットワーク化を推進する人材の果た

す役割・機能を調査し、ソーシャルワーク実践に活用することを目的とします。 

 

２． 研究の方法 

（１） 対象者 

 本調査は、以下の方々等にご協力をお願いしています。 

・定住外国人・難民支援に関わる機関・団体の職員、ソーシャルワーカー 

・地域の支援関係者（地方自治体、国際交流団体など） 

 

（２） 調査内容 

本調査は、それぞれのお立場から、主に外国人支援におけるコーディネートや多職

種・多機関の連携・協働、ネットワーク化及び多文化共生社会の実現に向けた支援体

制・仕組みづくりについての現状や課題についてお尋ねします。 

 

（３） 調査の条件 

 本調査は以下のように実施されます。 

・1 時間～1 時間半程度の個別での聞き取り調査を実施させて頂きます。 

 ・実施場所は、ご協力頂ける方のご指定の場所で行うことも可能です。 

 ・コロナウイルスの感染状況を踏まえ、対面でなくオンラインで行うことも可能です。 

 ・事前にご許可を頂いた上で、面接中に IC レコーダーにて録音または録画（オンライ

ンツールのレコーディング機能）及びメモを取らせて頂きます。 
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３． 倫理的配慮について 

・研究の概要を口頭で説明しますが、本調査に協力したくなければ拒否して頂いて構いま

せん。調査はあくまでも任意です。拒否したことによって、不利益を被ることはございま

せん。 

・ご協力頂ける場合は、同意書にご署名して頂いた後、調査を開始いたします。 

・同意説明文書（本書類）及び同意書のコピーをお渡しいたします。 

・オンライン調査の場合は、あらかじめ同意説明書をお送りしますので、同意書に署名し

て頂き、スキャンして返送してください。 

・同意した後に、同意を撤回し、中止することができます。同意を撤回した場合にも、そ

の後いかなる不利益を被ることはありません。 

・面接途中でも、中断したくなった場合には、いつでも調査への参加を中止することがで

きます。それによって、不利益を被ることはありません。 

・面接では、答えたくない質問には答えなくても構いません。 

・本研究は、公益社団法人日本医療ソーシャルワーカー協会の倫理審査委員会の承認を受

けて実施されます（承認番号：     ）。 

 

４． 情報管理について 

・調査によって収集されたデータは、研究の目的以外には使用されません。 

・録音・録画したデータは、IC レコーダーまたはローカルデバイスに保存します。録

音・録画データは文字に変換し、分析の終了５年後、録音・録画記録及び逐語記録を破棄

します。 

・面接時の録音・録画データ、記載データ等を研究代表者及び調査チーム間で共有する際

には、データの共有ファイル・フォルダについてはパスワード管理を徹底します。 

・紙媒体及び USB によるデータ・資料等の保存は、公益社団法人日本社会福祉士会の事

務所の鍵のかかるロッカーにて保管します。 

 

５． 研究結果の公表について 

・調査報告書を作成し、シンポジウムや講座等を開催し、発表することを目指しています。

今後、ソーシャルワークの実践活動や教育・研究などに広く活用する予定です。 

 

【問い合わせ】 

本研究の内容やご協力についてのご質問は、以下の連絡先までお願いいたします。 

 

（連絡先） 

 日本ソーシャルワーカー連盟 事務局 

（公益社団法人日本社会福祉士会内）（担当：荒木千晴・北村毅）  

住所：〒160-0004 

東京都新宿区四谷 1-13 カタオカビル２階 

TEL ：03-3355-6541(10:15~16:15) FAX ：03-3355-6543 

E-Mail：XXX  
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同意書 

 

 このたび「多様な文化的背景をもつ地域住民（外国人等）に対する総合的な支援をコー

ディネートする多文化ソーシャルワークに関する調査研究」の調査協力をおこなうにあた

り、実施者より以下の項目について、十分に説明を受けたので、本調査に協力します。 

 

□ 研究の目的 

□ 研究の方法 

□ 研究への参加は自由意思によるものであること。 

□ インタビューは録音または録画されること。しかし録音・録画については拒否できる

こと。 

□ 研究者は守秘義務を遵守し、個人情報やデータの管理には細心の注意を払うこと。 

□ 結果が公表される場合は、調査協力者のプライバシーが保全されること。 

□ 得られた情報は研究目的以外で使用されないこと。 

□ 同意をした後でも、いつでも同意を撤回することができること。 

□ 同意を撤回しても、そのことにより調査協力者がいかなる不利益を被らないこと。 

□ 同意を撤回した場合、提供されたデータは破棄されること。 

□ 研究代表者の氏名・事務局の連絡先 

 

調査協力者の署名 

氏名  
 

署名  
 

記入日 年     月     日 

 

調査実施者の声明書 

□ 私は研究における調査活動やリスクについて説明しましたが、調査協力者がその説明

を理解していると考えています。 

調査実施者の署名 

氏名  
 

署名  
 

記入日 年     月     日 

＊本同意書は、研究協力者と研究代表者が一部ずつ保管する。 
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同意撤回書 

 

□「多様な文化的背景をもつ地域住民（外国人等）に対する総合的な支援をコーディネー

トする多文化ソーシャルワークに関する研究」の調査に協力することへの同意を撤回しま

す。撤回したことにより、何ら不利益を被らないことを理解しています。 

□私が提供したデータを削除してください。 

 

調査協力者の署名 

氏名  
 

署名  
 

記入日 年     月     日 

 

 

 

（連絡先） 
 日本ソーシャルワーカー連盟 事務局 
（公益社団法人日本社会福祉士会内）（担当：荒木千晴・北村毅）  
住所：〒160-0004 

東京都新宿区四谷 1-13 カタオカビル２階 
TEL ：03-3355-6541(10:15~16:15) FAX ：03-3355-6543 
E-Mail：XXX  
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【調査用紙(1)】 
多様な文化的背景を持つ地域住民（外国人等）に対する総合的な支援をコーディネートする 

多文化ソーシャルワークに関する研究 

インタビュー項目(国内) 

1．組織・活動概要について 

(1)団体の概要、活動内容を教えて下さい（パンフレットや関連する資料等も提供して下さい）。 

：組織体制、相談対応に従事するスタッフの人数（内、有資格者の資格と数）、主な活動など 

(2)どのような外国人相談支援内容を扱っていますか？  

：年間での相談対応件数、相談者の国籍、主な相談内容の種類、特筆すべき相談対応事例など 

 

2．あなたの組織と国・地方自治体の多文化共生施策もしくは福祉施策との関係について 

・あなたの組織（あるいはあなたが携わっている業務）が提供している外国人支援のサービスと国・地方自治

体の多文化共生施策もしくは福祉施策との関連について教えてください。 

 

3．地域社会の特徴について 

・地域社会の特徴及び外国人との共生に関する地域特性を教えてください。 

   ：地域社会の特徴（人口規模・構成、産業、人口減少、地域経済の衰退化など） 

：国籍別・在留資格別等の外国人人口の特質、外国人支援団体等に関連する社会資源について 

   ：地域の外国人に対する寛容さ（ボランティア、あなたの組織への財政的・精神的なサポートの有無） 

 

4．多文化ソーシャルワークとコーディネートについて 

＊ここでのコーディネートは、ミクロレベル（個人・家族に対する総合的支援のコーディネート）もしくはメゾレベル（多文化共生

社会の構築に向けた支援体制・仕組みづくり）を指しています。 

(1)どのように他機関・他職種との連携を図っているのかについて具体的に教えて下さい。 

：主な連携先はどこか、どのような連携の仕組みがあるのか（協議体、要綱、連携ツール等） 

：外国人支援に関する定期的な会議の開催はあるのか（会議の目的、役割、構成員、事例対応等） 

(2)連携・協働及びコーディネートに関する具体的な事例について、特定されないように匿名化などの配慮の

上、教えてください。 

：他機関・団体、他職種、エスニック・コミュニティ等との連携・協働やコーディネートが上手く機能した事

例 

：対応が困難で上手くいかなかった事例 

(3)コーディネーターを担う人材について教えてください。 

：コーディネートは、誰がどのように担っているのか（人数、雇用形態、教育・研修の背景等） 

：コーディネーターの役割や外国人が求めるコーディネートのあり方は何か 

   ：コーディネーターの成果をどのように認識しているか 

：コーディネーターに必要な資質（価値観、知識、スキル、態度）など 

 

5．課題、展望について 

(1)多文化共生を進めていく上での地域や組織における課題について教えてください。 

：連携・協働やコーディネートが上手くいかなかったときの要因としての課題（自組織の問題、他組織の

問題、スキル、人材、社会資源そのものの欠如等） 

：受入れ地域社会（住民、行政、に対する外国人への理解に関する課題 

：組織運営上（予算、人員体制等）の課題など 

(2)今後、支援コーディネートの成果と有効に行われるために取組みたいことを教えて下さい。 

 

注：すべての質問にお答えいただく必要はありません。「：」の質問は、あくまで例示ですから、参考程度にお考え下さい。 
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【調査用紙(2)】 
多様な文化的背景を持つ地域住民（外国人等）に対する総合的な支援をコーディネートする 

多文化ソーシャルワークに関する研究 

インタビュー項目(海外) 

 

1．組織・活動概要について 

(1)あなたの所属する組織の概要や主な移民・外国人支援サービス内容（業務・活動）について教えてくださ

い。 

(2)組織の中でのあなたが携わっているソーシャルワークやサービス内容（業務・活動）について教えてくださ

い。 

 

2．あなたの組織と国（州・市町村）の移民・外国人への支援・定住政策の関係について 

・あなたの組織（あるいはあなたが携わっている業務）が提供している移民・外国人のサービスと国（または

州、市町村レベル）の移民・外国人の支援・定住政策との関連を教えてください。 

 

3．地域社会の特徴について 

・地域社会の特徴及び外国人との共生に関する地域特性を教えてください。 

   ：地域社会の特徴（人口規模・構成、産業、人口減少、地域経済の衰退化など） 

：国籍別・在留資格別等の外国人人口の特質、外国人支援団体等に関連する社会資源について 

   ：地域の外国人に対する寛容さ（ボランティア、あなたの組織への財政的・精神的なサポートの有無） 

 

4．多文化ソーシャルワークとコーディネートについて 

＊ここでのコーディネートは、ミクロレベル（個人・家族に対する総合的支援のコーディネート）もしくはメゾレベル（多文化共生

社会の構築に向けた支援体制・仕組みづくり）を指しています。 

(1)どのように他機関・他職種との連携を図っているのかについて具体的に教えて下さい。 

：主な連携先はどこか、どのような連携の仕組みがあるのか（協議体、要綱、連携ツール等） 

：外国人支援に関する定期的な会議の開催はあるのか（会議の目的、役割、構成員、事例対応等） 

(2)連携・協働及びコーディネートに関する具体的な事例について、特定されないように匿名化などの配慮の

上、教えてください。 

：他機関・団体、他職種、エスニック・コミュニティ等との連携・協働やコーディネートが上手く機能した事

例 

：対応が困難で上手くいかなかった事例 

(3)コーディネーターを担う人材について教えてください。 

：コーディネートは、誰がどのように担っているのか（人数、雇用形態、教育・研修の背景等） 

：コーディネーターの役割や外国人が求めるコーディネートのあり方は何か 

   ：コーディネーターの成果をどのように認識しているか 

：コーディネーターに必要な資質（価値観、知識、スキル、態度）など 

 

5．課題、展望 

(1)多文化共生を進めていく上での地域や組織における課題について教えてください。 

：連携・協働やコーディネートが上手くいかなかったときの要因としての課題（自組織の問題、他組織の

問題、スキル、人材、社会資源そのものの欠如等） 

：受入れ地域社会（住民、行政、に対する外国人への理解に関する課題 

：組織運営上（予算、人員体制等）の課題など 

(2)今後、支援コーディネートの成果と有効に行われるために取組みたいことを教えて下さい。 

 

注：すべての質問にお答えいただく必要はありません。「：」の質問は、あくまで例示してあるので、参考程度にお考え下さい。 

＊(調査者へ)海外調査は、予めインタビュー質問項目を送付し、回答してもらい、その後、補足的にインタビューを実施する。

調査用紙は、調査対象国及び対象先に応じて、表現を工夫して英語に翻訳する。例えば「外国人」表記は、調査対象国で通

常用いられている表現（例：migrant, new comer 等）に変えることなどがある。 
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[Consent Explanation Document]  

 

Request for Survey Cooperation 

 

To potential survey participants:  

 

The following study is conducted as part of a 2021 grant project funded by the Japanese Social 

Welfare Promotion and National Examination Center. We humbly ask for your understanding with 

regard to the purpose of the study, as well as for your kind cooperation to and participation in the 

survey. 

 

 

Title of the study: 

 

Study on Multicultural Social Work Coordinating Comprehensive Support for 

Community Residents with Diverse Cultural Background (Immigrants etc.) 

 

Principal Investigator: 

 

Ryosuke Ito; Chair, International Committee, Japanese Federation of Social Workers (Board Member, 

Japanese Association of Certified Social Workers)  

 

 

Outline of the study 

 

1. Purpose of the study 

 

This study is concerned with collecting cases of immigrant and/or refugee support from Europe, 

the United States, Australia, and Asia. Focusing on how to build multicultural local communities, such 

cases will be studied regarding multicultural issues in the local community, as well as support systems 

and mechanisms in comprehensive coordination for multicultural services among consultation etc. 

agencies. The purpose of the study is to grasp issues faced by households of community residents with 

diverse cultural background (immigrants etc.), survey how support is coordinated, what roles and/or 

functions staff have to promote multi-professional and/or multi-agency networking, and how these are 

utilized in social work practice. 
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2. Survey methods 

 

(1) Survey participants 

The study asks for cooperation from the following people: 

 Staff and/or social workers at agencies and organizations involved in supporting immigrants 

and/or refugees 

 Support staff on the community level (local government, multicultural organizations etc.) 

 

(2) Survey content 

Based on participants’ insights, the survey inquires mainly about how to provide immigrant etc. 

support through coordinating multi-professional and/or multi-agency cooperation and/or collaboration, 

as well as networking, and how to establish support systems and/or mechanisms for building 

multicultural societies. 

 

(3) Survey conditions 

The survey will be conducted as follows: 

 Individual interviews of approximately 60 to 90 minutes will be conducted. 

 Survey participants are free to specify the interview venue. 

 In consideration of the COVID-19 situation, it is possible to conduct interviews online instead 

of face-to-face. 

 Provided that permissions are given, interviews will be recorded by digital voice recorders 

(including online platform functions) and written notes will be taken. 

 

3. Ethical considerations 

 

 This study outline will be explained again verbally too, and based on their decision, potential 

participants are free to refuse cooperation in the survey. All survey participation is completely 

voluntary, therefore potential participants suffer no disadvantages by refusing. 

 In case of cooperation and actual participation, survey will start after signing a Consent Form. 

 Survey participants will receive copies of this explanation document and signed Consent 

Form. 

 In case of online surveys, Consent Forms will be sent in advance, so please sign, scan, and 

return it. 

 Consent can be withdrawn and survey participation cancelled even after signing the Consent 

Form. In case of such withdrawal of consent, potential participants suffer no disadvantages. 

 Interviews can be stopped and survey participation cancelled any time during interviews. In 

such cases, potential participants suffer no disadvantages. 
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 It is possible to avoid answering any specific interview questions that survey participants are 

not comfortable with. 

 This study is carried out with the approval of the Institutional Review Board of the Japanese 

Association of Social Workers in Health Services (No.                 ). 

 

4. Data management 

 

 No data collected during the study will not be used for any purpose other purpose. 

 Recorded data will be saved on digital voice recorders or local devices. Such recordings will 

be converted into transcripts. Five years after data analysis, all recordings and transcripts will 

be deleted. 

 Upon sharing recordings and/or written documents from the interviews between the Principal 

Investigator and the research team, passwords will be applied for shared data files and folders. 

 Data and materials stored on paper and digital memory devices will be stored in a locked 

locker at the office of the Japanese Association of Certified Social Workers. 

 

5. Publication of study results 

 

The study aims to prepare a written survey report and to organize and present at symposia and 

trainings. In the future, wide utilization of results is planned for social work practice, education, and 

research. 

 

Inquiries 

Any questions regarding the content of the study and survey participation or cooperation should be 

addressed to the following contact: 

 

(Contact Information) 

Japan Social Workers Federation (JFSW) Secretariat 

(at the Japanese Association of Certified Social Workers) 

Persons in charge: Chiharu Araki, Tsuyoshi Kitamura 

Address: 2nd Floor Kataoka Building, 1-13 Yotsuya, Shinjuku-ku, Tokyo 160-0004, Japan 

TEL: 03-3355-6541 (10:15 - 16:15) FAX: 03-3355-6543 

E-Mail: XXX 
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Consent Form 
 

Regarding cooperation to the Study on Multicultural Social Work Coordinating Comprehensive 

Support for Community Residents with Diverse Cultural Background (Immigrants etc.), the 

investigator provided me sufficient information on the following items and I give my consent for 

participating in the survey. 

□ Purpose of the study 

□ Survey methods 

□ Voluntary participation 

□ Interviews recording and possible refusal of recording 

□ Confidentiality and data management 

□ Publication of results and protection privacy 

□ No usage of obtained information for any other purpose 

□ Possibility of withdrawal of consent at any time 

□ No disadvantages in case of such withdrawal 

□ Deletion of all data provided in case of such withdrawal 

□ Name of the Principal Investigator and contact information of the secretariat 

 

Signature of the survey participant 

Full name  

Signature 
 
 

Date  

 

Statement by the investigator 

□ I provided sufficient explanation on survey activities and possible risks regarding the study and in 

my understanding the survey participant comprehended the explanation. 

 

Signature of the investigator 

Full name  

Signature 
 
 

Date  

 

* Both the survey participant and the Principal Investigator will keep a copy of this Consent Form. 
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Consent Withdrawal Form 
 

□ I withdraw my consent for cooperation and survey participation regarding the Study on Multicultural 

Social Work Coordinating Comprehensive Support for Community Residents with Diverse Cultural 

Background (Immigrants etc.). I understand due to this withdrawal I will not suffer any disadvantages. 

□ I request the deletion of all the data I provided. 

 

Signature of the survey participant 

Full name  

Signature 
 
 

Date  

 

(Contact Information) 

Japan Social Workers Federation (JFSW) Secretariat 

(at the Japanese Association of Certified Social Workers) 

Persons in charge: Chiharu Araki, Tsuyoshi Kitamura 

Address: 2nd Floor Kataoka Building, 1-13 Yotsuya, Shinjuku-ku, Tokyo 160-0004, Japan 

TEL: 03-3355-6541 (10:15 - 16:15) FAX: 03-3355-6543 

E-Mail: XXX 
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[Survey Form (2) (for Overseas)] 

 

Study on Multicultural Social Work Coordinating Comprehensive Support for 

 Community Residents with Diverse Cultural Background (Immigrants etc.) 

Interview Items (Overseas Version) 

 

 

1. Outline of your organization and its activities 

(1) Please tell us about the outline of the organization to which you belong and the content of the main 

immigrant and/or foreign resident support services (duties, activities etc.). 

(2) Please tell us about the social work and service content that you are involved in at the organization 

(duties, activities etc.). 

 

2. Relationship between your organization and government (national, state, or municipality) 

immigration and/or foreigner resident support and/or settlement policy 

(1) What is the relationship between the immigrants and/or foreign resident services provided by your 

organization (or the duties that you are involved in) and the support and/or settlement policy regarding 

immigrants and/or foreign residents at the national (or state and/or municipal level)? 

 

3. Characteristics of the local community 

(1) Please tell us about the characteristics of the local community and local characteristics of 

multiculturalism. 

: Characteristics of the local community (population size and/or composition, industry, population 

decline, decline of the local economy etc.) 

: Characteristics of the immigrant population by nationality (country of origin), immigration status 

etc., and related social resources such as immigrant support organizations 

: Tolerance towards foreigners in the community (volunteers, financial and moral support for your 

organization) 

 

4. Multicultural social work and coordination 

* ‘Coordination’ here refers to micro-level (coordination of comprehensive support for individuals and 

families) or mezzo-level (creation of support systems and mechanisms for building a multicultural 

society). 

(1) Please tell us specifically how you are cooperating with other organizations and professionals. 

: What and/or who are the main targets of cooperation and what kind of mechanisms are in place 

for cooperation (joint meetings, guidelines, and other tools for cooperation etc.)? 

: Is there a regular meeting on foreigner support (its purpose, role, participating members, cases 
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discussed etc.)? 

(2) Please tell us specifically about case examples of coordination and/or collaboration; also 

considering anonymization etc. so that individual cases are not specified. 

: Examples of successful cooperation and/or collaboration with other organizations, other 

professionals, ethnic communities etc. 

: Cases where it was difficult to respond and/or with less positive outcomes 

(3) Please tell us about the staff engaged in coordination. 

: Who is in charge of coordination and how (number of people, employment status, educational 

and/or training background etc.) 

: What is the role of a coordinator and what kind of coordination is required by immigrants? 

: How do you recognize the achievements of a coordinator? 

: What qualities (values, knowledge, skills, attitudes etc.) are required for a coordinator? 

 

5. Challenges and outlooks 

(1) Please tell us about community and organizational issues in promoting multiculturalism. 

: Issues in terms of factors when cooperation and/or collaboration have less positive outcomes 

(problems of own organization, problems of other organizations, lack of skills, staff, actual social 

resources etc.) 

: Issues related to understanding towards immigrants in the host community (residents, government 

etc.) 

: Issues related to organizational management (budget, staff structure etc.) 

(2) In the future, how would you like to work towards better outcomes and effectiveness in support 

coordination? 

 

Note: There is no need to answer all the questions. Question indicated by ‘:’ are just examples for 

your consideration and reference. 

* (To investigators) In the overseas study, interview questions will be sent in advance to be answered 

in written format followed by supplementary interviews. This survey form will be translated into 

English including the adjustment of expressions to fit the the target country and organization. For 

example, the terms ’immigrant’ and/or ‘foreign resident’ may be changed to the term generally used 

in the surveyed country (eg, migrant, new comer etc.). 
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2. 多文化ソーシャルワークシンポジウム関係資料（広報チラシ、講師資料〔抜粋〕） 
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3. 調査委員会名簿 
 
 

多様な文化的背景をもつ地域住民（外国人等）に対する 
総合的な支援をコーディネートする 

多文化ソーシャルワークに関する調査委員会 委員名簿 
                              

各項目五十音順、敬称略                        
担当 氏名 所属 執筆担当 

研究代表者 伊東 良輔 日本ソーシャルワーカー連盟国際委員会委員⾧ 
日本社会福祉士会理事 
一般社団法人ぱるむ代表理事 

はじめに 
Ⅱ1 福岡県北
九州市 

研究責任者 
（研究内容・ 
進行管理） 

森 恭子 日本ソーシャルワーカー連盟国際委員会委員 
日本社会福祉士会国際協力員 
文教大学人間科学部人間科学科教授 

Ⅱ2 オースト
ラリア 

Ⅲ 調査の 
まとめ、Ⅳ 
今後に向けた
示唆 

研究内容に 
関する 
アドバイザー 

小原 眞知子 日本ソーシャルワーカー連盟国際委員会委員 
日本医療ソーシャルワーカー協会副会⾧ 
日本社会事業大学社会福祉学部福祉援助学科教授 

 

木村 真理子 日本ソーシャルワーカー連盟国際関係サポーター 
日本精神保健福祉士協会 
IFSW 教育諮問委員会アジア太平洋地域代表 
日本女子大学名誉教授 

 

春見 静子 日本ソーシャルワーカー連盟国際委員会委員 
日本ソーシャルワーカー協会常任理事・国際委員会委員⾧ 
上智大学名誉教授 

 

調査実施者 上田 まゆら 日本ソーシャルワーカー連盟国際委員会委員 
日本医療ソーシャルワーカー協会 
医療法人社団青い鳥会 

 

ヴィラーグ・ 
ヴィクトル 

日本ソーシャルワーカー連盟国際委員会委員 
日本ソーシャルワーカー協会理事・国際委員会委員 
⾧崎国際大学人間社会学部社会福祉学科講師 

Ⅱ2 フィン 
ランド 

 

大島 了 日本ソーシャルワーカー連盟国際関係サポーター 
日本社会福祉士会国際協力員 
 

 

大塚 文 日本ソーシャルワーカー連盟国際関係サポーター 
日本医療ソーシャルワーカー協会 
広島文化学園大学看護学部看護学科教授 

 

大橋 雅啓 日本ソーシャルワーカー連盟国際委員会委員 
日本精神保健福祉士協会国際委員会委員⾧ 
東日本国際大学健康福祉学部社会福祉学科教授 

Ⅱ2 韓国 
 

小竹 一嘉 日本ソーシャルワーカー連盟国際関係サポーター 
日本社会福祉士会国際協力員 
釧路市総合政策部市民協働推進課主査 

 

瑞慶覧 紗希 日本ソーシャルワーカー連盟国際委員会委員 
日本精神保健福祉士協会国際委員会委員 
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高島 恭子 日本ソーシャルワーカー連盟国際関係サポーター 
日本ソーシャルワーカー協会理事・国際委員会委員 
埼玉県立大学社会福祉子ども学科准教授 

Ⅱ1 神 奈 川
県川崎市 

原口 美佐代 日本ソーシャルワーカー連盟国際関係サポーター 
日本社会福祉士会国際協力員 
大阪バイオメディカル専門学校医療福祉心理学科講師 

 

平田 美智子 日本ソーシャルワーカー連盟国際関係サポーター 
日本社会福祉士会国際協力員 

Ⅱ2 アメリカ 

松永 千惠子 日本ソーシャルワーカー連盟国際関係サポーター 
日本ソーシャルワーカー協会副会⾧・国際委員会委員 
国際医療福祉大学医療福祉・マネジメント学科教授 

Ⅱ1 東京都 
豊島区 

南野 奈津子 日本ソーシャルワーカー連盟国際関係サポーター 
日本社会福祉士会国際協力員 
東洋大学ライフデザイン学部生活支援学科教授 

Ⅱ1 大阪府 
豊中市 

諸井 一郎 日本ソーシャルワーカー連盟国際関係サポーター 
日本精神保健福祉士協会 

 

 
■報告書編集・事務局 
報告書編集・表紙デザイン 一般社団法人ミナ－   
事務局 荒木 千晴 日本ソーシャルワーカー連盟（日本社会福祉士会） Ⅰ事業概要 

事務局 北村 毅 日本ソーシャルワーカー連盟（日本社会福祉士会）  
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